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午後３時００分開会 

○教育長 ただいまから、第３回教育委員会定例会を開会い

たします。 

  本日の出席人数は定足数であります。よって会議は成立

いたします。 

  それでは、これより審議に入ります。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 初めに、会議録署名員の指名をいたします。 

  本日の会議録署名員に小川清美委員、花岡委員をご指名

いたしますので、よろしくお願いいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 はじめに日程第１、第１２号議案を議題といたし

ます。 

  庶務係長。 

○庶務係長 日程第１、第１２号議案 足立区教育委員会教

育目標の変更について。 

  以上。 

○教育長 第１２号議案について、宮本学校教育部長から説

明をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の２ページ、第１２号議案説明

資料をご覧願います。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

これまで、教育委員会が取り組むべき目標につきまして

は、教育委員会で策定しておりましたが、本年度区長と教

育委員会との協議・調整により、教育大綱が策定され、区

の教育に関する基本理念が示されたことから、足立区教育

委員会の教育目標を足立区教育大綱に改めるというもの

でございます。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ありがとうございました。ただいま説明がありま

したので、これより本案の審議に入ります。第１２号議案

についてご質問、ご意見がございましたら、ご発言をお願

いいたします。何か質疑ありますか。 

  小川正人委員。 

○小川（正）委員 質問ではなく、要請ですけれども、従来

の教育目標と今回の足立区の教育大綱、中でも基本理念の

内容というのは、かなり福祉とか生涯学習とか、地域づく

りとか、従来の教育目標にはあまりなかったような内容に

も言及しています。恐らくある意味では新たな教育目標と

も言える足立区の教育大綱をベースにしながら、これから

の教育委員会の方針とか、教育振興基本計画の策定作業を

進めていくわけですけれども、従来以上に福祉とか生涯学

習とか地域づくりなどほかの部局と重なる施策もかなり

多くなると思いますので、その辺のところは連携しながら、

方針づくりとか振興計画の策定の仕事を進めていく必要

があると思いますので、ぜひ留意してやっていただきたい

という、要請の発言です。 

○教育長 了解しました。今回の教育委員会制度の改革もそ

れを目指したものであると考えていますので、政策の実現

については教育委員会だけではなくて、区長部局とも密接

な関係をとりながら実施していきたい。このような考えで

よろしいでしょうか。 

○小川（正）委員 はい。 

○教育長 ほかにございますか。 

（なし） 

  ないようですので、これより第１２号議案、足立区教育

委員会教育目標の変更についてを採決いたします。本案は

原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第２、第１３号議案を議題とします。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第２、第１３号議案 平成２７年度足立区

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の

点検及び評価について。 

  以上。 

○教育長 第１３号議案について、宮本学校教育部長から説

明をお願いいたします。 

学校教育部長。 
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○学校教育部長 お手元資料の４ページ、第１３号議案説明

資料をご覧願います。件名、所管部課名は記載のとおりで

ございます。 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の

規定に基づき、教育委員会の権限に属する事務の管理及び

執行の状況を点検及び評価を実施したので、報告いたしま

す。 

 詳細は、別添報告書のとおりでございますが、既に１月

開催の教育委員協議会と２月開催の総合教育会議におき

まして、これまでの取り組みと成果の検証に関し、概要が

報告・説明されておりますので、本日は結論となる現況評

価と今後の方向性について、説明いたします。 

 別添報告書の３７ページをご覧願います。まず、現況評

価といたしましては、小中一貫教育の取り組みを通じて、

両校とも生活指導面では児童・生徒が落ち着いた学校生活

を送り、学習にも意欲的に取り組んでいる。両校とも中学

年には中だるみ現象が見られるが、高学年では回復や伸び

が観察できる。特に、中学校での学力の伸びが顕著であり、

その中でも英語の学力の伸びが著しい。これらの生活指

導・学習指導での成果は、小中一貫の取り組みを抜きにし

て語ることはできない。ただし、両校とも校舎が２つに分

かれているなどの物理的課題があり、今後さらに小中一貫

教育の取り組みを発展させていくためには、そうした課題

を改善していくことが必要である。 

 以上の内容でございます。 

 次に、３８ページをご覧願います。今後の方向性でござ

いますが、まず①興本扇学園につきましては、校舎分離型

であることが最も大きな制約になっている。当面は非常勤

職員の配置により、常勤職員の組織的サポートを行うなど

の検討が必要である。老朽化している興本小学校の改築の

時期を捉えて、小中一体型校舎に改築し、小中一貫教育を

より効果的に運営できる体制を構築するとともに、小中一

貫連携教育の研究開発校とすべきである。義務教育学校の

具体的メリットが見えていない中では、当分の間、現在の

特例校として小中一貫教育学校を運営し、義務教育学校へ

の移行は国や都の動向を見極めて判断することが適切で

ある。 

 以上の内容でございます。 

 次に３９ページをご覧願います。②新田学園につきまし

ては、当初は施設一体型小中一貫校だったが、児童・生徒

数の大幅な増加に伴って校舎が分割され、施設分離型小中

一貫校と同じ課題を持っている。興本扇学園と同様、非常

勤職員の配置により、常勤職員の組織的サポートを行う検

討が必要である。また、小中一貫教育とは別に、児童・生

徒数の増加に対応した人的支援と施設整備を積極的に行

う必要がある。興本扇学園と同様、義務教育学校への移行

は慎重に行うべきである。 

 以上の内容でございます。 

 次に、③その他といたしまして、小中一貫教育学校が中

一ギャップの解消や学力面で一定の成果を上げつつあり、

小中連携も進めているが、中一ギャップの解消は十分なも

のとはなっておらず、今後取り組みを充実することで、い

じめ問題や不登校などの課題解決につなげていくことが

求められる。学力では、成果が現れている学校も数校あり、

学力向上施策としても重要な役割がある。小中一貫教育学

校が、一定程度の数が必要であるが、新たな設置は多額の

財政負担を伴うため、慎重に結論を出すべきである。物理

的諸条件などを満たすことを前提に、小中連携の成果との

比較検証をもとに総合的に判断していく必要がある。 

 以上の内容でございます。 

 続きまして、４０ページをご覧願います。国際コミュニ

ケーション科の見直しと課題についてでございます。当初、

足立区に小中一貫教育学校を設置する際、文部科学省の方

針により、英語を軸とした特区申請を行った経緯があるが、

その後特区認定から教育課程特例校の指定へと変更とな

り、さらには学習指導要領の改定やアクティブ・ラーニン

グなどの提唱などさまざまな状況変化があることから、国

際コミュニケーション科の柱や内容の見直しが必要にな

っている。活用型・探求型学習やキャリア教育の取り組み

を進めていくなど、新たなあり方を検討する必要がある。 

 以上の提言を行っております。説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。第１３号議案についてご質問、ご意見が

ありましたら、ご発言をお願いいたします。 

  小川正人委員。 

○小川（正）委員 今回、教育委員が中心となって区の２つ

の小中一貫教育学校のこれまでの取り組みの点検・評価を

行ったわけですけれども、地教行法第２６条に規定してい
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る「教育委員会の権限に関する事務の管理及び執行の状況

の点検及び評価」というのは、私としてはもう少し形式が

違ってもいいのではないかと思っています。今回の事例で

私たちが行った点検・評価というのは、ある意味ではいろ

いろな諸事情があって、こういう１つの施策についての点

検・評価に留まったのですけれども、地教行法第２６条に

基づく点検・評価というのは、やはりもう少し広範囲な点

検・評価の対象をむしろ想定しているものです。 

 例えば、教育委員会の会議運営はどうなっているか、教

育長を初めとする教育委員会事務局の管理・事務執行がど

うなっているか等も含めて、施策の点検・評価、成果をそ

の範囲とするようなものだと思います。足立区の教育委員

会の課題や諸事情もあって、なかなか難しい面もあるかも

しれませんけれども、来年度以降、本来的な点検・評価の

作業ができるような体制づくりをやっていただければと

思います。 

 ほかの自治体も毎年この点検・評価の報告書を出してい

ますので、ぜひそうしたほかの自治体の点検・評価の報告

書も参考にしながら、あるべき点検・評価の体制づくりと

作業をできるようにしていただければと思います。これも

要望です。よろしくお願いします。 

○教育長 ありがとうございました。 

 ほかにご意見、ご質問があればお願いします。よろしい

ですか。 

（なし） 

 それでは、ないようですので、これより第１３号議案、

平成２７年度足立区教育委員会の権限に属する事務の管

理及び執行の状況の点検及び評価についてを採決いたし

ます。本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を

求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第３、第１４号議案を議題とします。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第３、第１４号議案 足立区放課後子ども

総合プランの策定について。 

  以上。 

○教育長 第１４号議案について、宮本学校教育部長から、

説明をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の１０ページ、第１４号議案説

明資料をご覧願います。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

足立区放課後子ども総合プラン（案）につきましては、

１月から２月にかけまして、パブリックコメントを実施い

たしました。合計４件のご意見をいただいております。ご

意見の内容は記載のとおりでございますが、プランの原案

を修正する必要は特にないことから、プランにつきまして

は原案のとおりとさせていただきたいと考えています。プ

ランにつきましては、６ページから９ページまでに添付し

ております。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありました。これより本案の審議

に入ります。第１４号議案について、ご質問、ご意見があ

りましたら、ご発言をお願いいたします。何か発言はあり

ますか。 

  小川正人委員。 

○小川（正）委員 教えていただきたいのですけれども、基

本的には学齢児の放課後の生活と居場所づくりというこ

とで、学童保育室、放課後子ども教室、そして児童館があ

るわけですけれども、特に整備計画の中で、５・６年生な

ど、学年が上がるに従って学童保育よりも自由度が高い児

童館がニーズに即している考え、「児童館機能の強化を図

る」と書いてありますけれども、児童館機能の強化を図る

という具体的な中身と、子どもの視点から見て、学童保育

と放課後子ども教室と児童館の一番の違いというのはど

ういうところにあるのかということを、今の児童館機能の

強化を図るということに絡めて少し教えていただきたい

のですけれども。 

○教育長 住区推進課長。 

○住区推進課長 まず、児童館の機能強化についてお話しさ

せていただきます。 

  児童館につきましては、まず開館時間の延長ですとか、

児童館の中のプログラムの強化、そして一番新しいところ
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では、今年から始めていますカードシステムといいまして、

子どもたちにＱＲコードのついたカードを持たせまして、

それを児童館に来たときにリーダーにピッとかざしてい

ただくと、保護者の携帯にメールが届くのです。「何時何

分、何君来ました」と。それで、帰るときにピッとやって

いただくと、「何君、何時何分退館しました」と。それが

今約２館実験的に入れておりまして、平成２８年度は１３

館。計１５館まで広げさせていただこうかと思っておりま

す。 

  アンケートをとりましたところ、保護者の方から非常に

好評で、自分の子どもたちの行動がよくわかると。携帯に

届くので、安心して子どもの活動を見守ることができると

いうことでございます。ただ、こちらとしましては児童館

にせっかく来ていただく手段をつくったので、来ていただ

いた子どもを今度は逃がさないように、中のプログラムな

どを強化させていただきたいなと。特に今みたいにおもち

ゃや児童書、それから中にある実験や工作、ちゃんと工作

室もございますので、その工作も実をいうと十年一昔の工

作をやっているところがございましたので、なるべく新し

い科学的な工作だとか、そういうものを取り入れていきた

いなと考えているところでございます。 

  それから、次にありました学童と児童館、子どもから見

たときの違いという形でございますが、保護者の視点と子

どもの視点はだいぶ違います。保護者はあくまでも学童に

は安全・安心ということを求めております。児童館につき

ましては、子どもの遊び場という観点で捉えています。た

だ、子ども自体はそういうところに区切りはございません

ので、特に足立区の場合は住区センターの中に学童保育と

児童館が併設してございますので、学童に来た子がそのま

ま児童館に遊びにいったり、そこで児童館に来た子とまざ

って遊んだりというような形をとっています。ただ、どう

してもおやつの時間になると学童の子は学童保育室に戻

って、おやつを食べてから宿題タイムということで、宿題

をさせるとか。親はあくまでも子どもに対しておやつを食

べさせて宿題をさせるようにしてください。家に帰ってか

ら子どもが宿題をやると、親子のコミュニケーションの時

間がなくなるから、家に帰ってくるまでに宿題を終わらせ

てくれという要求が一番高い。児童館はあくまでも遊びに

来るというところでございます。 

  以上です。 

○教育長 よろしいですか。ありがとうございました。ほか

にご質疑ございますか。 

（なし） 

 ないようですので、これより第１４号議案、足立区放課

後子ども総合プランの策定についてを採決いたします。本

案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求めま

す。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第４、第１５号議案を議題とします。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第４、第１５号議案 足立区青少年問題協

議会条例施行規則の一部を改正する規則の送付について。 

  以上。 

○教育長 第１５号議案について、伊藤子ども家庭部長から

説明をお願いします。 

  子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長 足立区青少年問題協議会条例施行規則

の一部を改正する規則の送付についてでございます。 

  所管部課名は記載のとおりでございます。 

改正の理由でございますが、今年４月の区の組織規則の

改正、あるいは教育委員会事務局の組織等の改正に伴いま

して、名称変更等を行うものでございます。 

  改正の内容でございますが、条文中の「福祉部生活支援

課」を「福祉部くらしとしごとの相談センター」に、「学

校教育部教育指導室」を「学校教育部教育指導課」に、「子

ども家庭部子ども家庭課」を「子ども家庭部子ども政策課」

に改めるものでございます。 

平成２８年４月１日からの施行でございます。 

  以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。第１５号議案について、ご質問、ご意見

がありましたら、ご発言をお願いいたします。 

よろしいですか。 
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（なし） 

 ないようですので、これより第１５号議案、足立区青少

年問題協議会条例施行規則の一部を改正する規則の送付

についてを採決いたします。本案は原案のとおり決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第５、第１６号議案、日程第６、第１

７号議案は組織改正に伴う規則改正のため、一括して議題と

いたします。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第５、第１６号議案 足立区教育委員会事

務局組織規則の一部を改正する規則。日程第６、第１７号

議案 足立区教育委員会公印規程の一部を改正する規則。 

  以上。 

○教育長 第１６号議案と第１７号議案について、宮本学校

教育部長から、説明をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の１９ページ、第１６号議案説

明資料をご覧願います。件名・所管部課名は記載のとおり

でございます。 

  教育委員会事務局は、平成２８年度の組織改正を予定し

ておりまして、事務局組織規則を一部改正する必要がござ

います。主な改正内容は、教育次長を廃止して、新たに「学

力定着対策室」を学校教育部内に設置いたします。これに

伴って、「教育指導室」を「教育指導課」に名称変更いた

します。また、「教職員課」を廃止するとともに「学校経

理課」を新設し、「教育政策課」、「教育指導課」の組織を

再編いたします。 

  さらに、子ども家庭部におきましては「子ども家庭課」

を「子ども政策課」に名称変更するとともに、「子ども・

子育て支援課」と「子ども・子育て施設課」を廃止し、「子

ども施設整備課」、「子ども施設運営課」、「子ども施設入園

課」を設置いたします。 

  また、こども支援センターげんき所長を部長級とし、「支

援管理課」等を設置いたします。 

  施行年月日は、平成２８年４月１日でございます。 

  続きまして、３４ページ、第１７号議案説明資料をご覧

願います。 

  件名と所管部課名は記載のとおりでございます。 

平成２８年度の教育委員会事務局組織改正に伴いまし

て、公印規程の一部を改正するものでございます。改正内

容は３５ページから３６ページの２までのとおりでござ

います。 

  施行年月日は、平成２８年４月１日でございます。 

  説明は以上となります。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。第１６号議案及び第１７号議案について、

ご質問、ご意見がありましたら、ご発言をお願いいたしま

す。いかがでしょうか。 

  よろしいですか。 

（なし） 

 ないようですので、これより第１６号議案、足立区教育

委員会事務局組織規則の一部を改正する規則及び第１７

号議案、足立区教育委員会公印規程の一部を改正する規則

を採決いたします。本案は原案のとおり決することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第７、第１８号議案を議題といたしま

す。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第７、第１８号議案 足立区子育て支援サ

ービス利用者負担適正化審議会条例施行規則及び足立区

子ども施設指定管理者等選定審査会条例施行規則の一部

を改正する規則。 

  以上。 

○教育長 第１８号議案について、伊藤子ども家庭部長から、

説明をお願いいたします。 

  子ども家庭部長。 
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○子ども家庭部長 件名、所管部課名については記載のとお

りでございます。 

  今般の組織改正に伴う規定整備でございます。改正内容

ですが、組織改正に伴いまして、２つの審議会・審査会の

庶務担当を「子ども家庭課」から「子ども政策課」に名称

変更するものでございます。 

  ２（２）でございますが、「条例名変更に伴い、規則名

を以下のとおり変更する」でございますけれども、これに

つきましては、実は平成２７年度にここの「等」の位置が

「選定」の前後ということで変わっているところでござい

ますけれども、条例は平成２７年度に改正したのですけれ

ども、規則の改正を見落としていまして、今般改正するも

のでございます。 

  平成２８年４月１日からの施行でございます。よろしく

お願いいたします。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。第１８号議案について、ご質問、ご意見

がありましたら、ご発言をお願いいたします。何かご質疑

はありますか。 

  よろしいですか。 

（なし） 

 ないようですので、これより第１８号議案、足立区子育

て支援サービス利用者負担適正化審議会条例施行規則及

び足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例施行規

則の一部を改正する規則を採決いたします。本案は原案の

とおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第８、第１９号議案を議題といたしま

す。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第８、第１９号議案 足立区教育委員会の

権限の委任に関する規則の一部を改正する規則。 

  以上。 

○教育長 第１９号議案について、宮本学校教育部長から、

説明をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○宮本学校教育部長 お手元資料の４１ページ、第１９号議

案説明資料をご覧願います。 

  件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

  行政不服審査法の改正に伴いまして、教育委員会の権限

の委任に関する規則の規定を整備する必要がございます。 

  改正内容は、「異議申立て」と「審査請求」の２種類あ

った不服申し立てが「審査請求」に一元化されたことに伴

いまして、文言を整理するものでございます。 

  施行年月日は、平成２８年４月１日でございます。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。第１９号議案について、ご質問、ご意見

がありましたら、ご発言をお願いいたします。 

  よろしいですか。 

（なし） 

 ないようですので、これより第１９号議案、足立区教育

委員会の権限の委任に関する規則の一部を改正する規則

を採決いたします。本案は原案のとおり決することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第９、第２０号議案を議題といたしま

す。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第９、第２０号議案 足立区立学校の管理

運営に関する規則の一部を改正する規則。 

  以上。 

○教育長 第２０号議案について、宮本学校教育部長から、

説明をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の４４ページ、第２０号議案説

明資料をご覧願います。 

  件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 
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  改正内容は、東京都立学校の管理運営に関する規則の一

部が改正されたことに伴いまして、東京都の事務職員と栄

養士の職務名を「課長補佐」から「課長代理」に変更する

ものでございます。 

  施行年月日は、平成２８年４月１日でございます。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。第２０号議案について、ご質問、ご意見

がありましたら、ご発言をお願いいたします。何か質疑あ

りますか。 

（なし） 

 ないようですので、これより第２０号議案、足立区立学

校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則を採決

いたします。本案は原案のとおり決することに賛成の方の

挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第１０、第２１号議案を議題といたし

ます。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第１０、第２１号議案 足立区幼稚園教育

職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則。 

  以上。 

○教育長 第２１号議案について、伊藤子ども家庭部長から、

説明をお願いいたします。 

  子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長 件名、所管部課名は記載のとおりでござ

います。 

  今般、特別区人事委員会の勧告に沿いまして、職員の給

与が改定されました。これに伴い規定の整備を行うもので

ございます。 

  改正の内容でございますが、（１）民間における特別給

の支給状況を勘案し、特別給の支給月額を「４．２」から

「４．３」、０．１カ月分引き上げる改正をいたしました。

これに伴いまして、支給月数の引き上げ分、この０．１に

つきましては、すべてを勤勉手当のほうに振り分けるとい

うことにいたしました。 

  平成２７年度の給与改定につきましては、この引き上げ

た部分については１２月にまとめて支給したために、支給

割合を「１００分の８０」から「１００分の９０」に変え

ました。それを２回に分けて支給するもので、「１００分

の９０」から「１００分の８５」に改定するものでござい

ます。 

  平成２８年４月１日からの施行でございます。 

  私からは以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。第２１号議案について、ご質問、ご意見

がございましたら、ご発言をお願いいたします。 

  よろしいですか。 

（なし） 

 ないようですので、これより第２１号議案、足立区幼稚

園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規

則を採決いたします。本案は原案のとおり決することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第１１、第２２号議案を議題といたし

ます。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第１１、第２２号議案 足立区特定教育・

保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関する条

例施行規則の一部を改正する規則。 

  以上。 

○教育長 第２２号議案について、伊藤子ども家庭部長から、

説明をお願いいたします。 

  子ども家庭部長 

○子ども家庭部長 少し内容が複雑になるもので、少し時間

をいただきたいと思います。５２ページでございます。 

  件名・所管部課は記載のとおりでございます。 

  改正の理由でございますが、今般ひとり親家庭において、
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税法上の「寡婦（夫）」適用を死別、あるいは離別による

世帯と適用を受けない婚姻歴がない世帯、これが別々の扱

いになっていたものを保育料等におきましては差異のな

いようにするという改正でございます。 

  主な改正内容でございますが、寡婦。これは「婦」とも

なりますけれども、「夫」の方もあるのですけれども、こ

れに対する適用でございます。対象事業は幼稚園、認定こ

ども園、認可保育所、小規模保育施設、家庭的保育ママを

含む利用者負担額でございます。 

  対象は婚姻歴がないひとり親家庭でございます。これに

ついては３種類ございまして、みなし寡婦の控除額でござ

いますが、「一般寡婦控除」でございますが、婚姻歴がな

い母で扶養親族である子、または生計を一にする子どもの

所得が３８万円以下のもので他の人の控除の適用を受け

ていないものがいるものにつきまして、これについては２

６万円の控除をするものでございます。 

  「特別寡婦控除」でございますが、婚姻歴がない寡婦で

法令上の扶養親族である子を有していて、合計所得金額が

５００万円以下のものに適用するものを特別寡婦控除と

いたしまして、３０万円の控除を適用することになります。 

  今度は「寡夫」の方です。これにつきましても寡婦のほ

うと同じように２６万円の控除を適用するものでござい

ますが、これについては合計所得金額が５００万円以下に

ついて適用するものでございます。 

  利用者負担額の算定方法でございますが、これにつきま

しては寡婦控除を適用したものをもとに、区民税の所得割

を算定いたしまして、これに基づきまして利用者負担額を

適用するというものでございます。 

  手続きでございますが、婚姻歴がないことを確認しなけ

ればいけないという行為がございますので、戸籍謄本をご

提出いただくということになります。 

  次に、５３ページでございます。その他の規定の整備で

ございますけれども、これにつきましては別紙８のとおり

でございまして、別表第２中の「特別区（市町村）民税額」

とあるものを「特別区民税の所得割額」に改めるものでご

ざいます。 

  それと、税法上の定める控除を所得割額の算出に用いる

扶養については適用することでございますが、この取り決

めのない部分については、３３万円の額とするという控除

額を適用するということをただ単に明確にするものでご

ざいます。 

  平成２８年４月１日からの施行でございます。 

  その他でございますが、幼稚園保護者補助金及び認証保

育所利用者助成についても、補助金等を算定するときに寡

婦（夫）控除をみなし適用する形で、保育料からそれを差

し引いてもらうという形で保育料の適用をしていくもの

でございます。 

  今後の方針でございますが、保育施設の利用に関しまし

て寡婦（夫）の案内文を通知するとともに漏れのないよう

にいたしたいと考えているところであります。区のホーム

ページ等でも掲載して、区民の周知に努めていくところで

ございます。 

  私からは以上になります。 

○教育長 ありがとうございました。ただいま説明がありま

したので、これより本案の審議に入ります。第２２号議案

について、ご質問、ご意見がございましたら、ご発言をお

願いいたします。ご質疑はありませんか。 

  よろしいですか。 

（なし） 

 ないようですので、これより第２２号議案、足立区特定

教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関

する条例施行規則の一部を改正する規則を採決いたしま

す。本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求

めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第１２、第２３号議案を議題といたし

ます。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第１２、第２３号議案 足立区教育財産の

用途廃止の承認について。 

  以上。 

○教育長 第２３号議案について、宮本学校教育部長から、

説明をお願いいたします。 
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  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の６５ページ、第２３号議案説

明資料をご覧願います。 

  件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

  鹿浜中学校と第八中学校の統合によりまして、第八中学

校の改築工事を行うため、第八中学校の用途を廃止するも

のでございます。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。第２３号議案について、ご質問、ご意見

がありましたら、ご発言をお願いいたします。質疑はあり

ませんか。 

  よろしいですか。 

（なし） 

 それではないようですので、これより第２３号議案、足

立区教育財産の用途廃止の承認についてを採決いたしま

す。本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求

めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

次に、日程第１３、第２４号議案。日程第１４、第２５

号議案ですが、この２議案は足立区教育委員会会議規則第

１４条第１項のただし書きによる人事に関する件であり

ますので、非公開の会議といたしたいと思います。 

お諮りいたします。第２４号議案、第２５号議案につき

まして、非公開とすることに賛成の方の挙手をお願いいた

します。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、この２議案については非

公開とさせていただきます。 

  恐れ入ります。傍聴人の方には大変申し訳ございません

けれども、議場より退席をお願いいたします。 

  お手数をかけます。申し訳ありません。 

（傍聴者 退室） 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 これから審議いただきます第２４号議案、第２５

号議案に関する別添資料については、委員会終了後回収さ

せていただきます。よろしくお願いいたします。 

  それでは、まず初めに日程第１３、第２４号議案を議題

といたします。 

  庶務係長。 

○庶務係長 日程第１３、第２４号議案 足立区ギャラクシ

ティ運営評価委員会委員の委嘱について。 

  以上。 

○教育長 第２４号議案について、伊藤子ども家庭部長から

説明をお願いいたします。 

  子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長 別冊の３ページをお開きいただきたい

と思います。第２４号議案でございます。 

  ギャラクシティの運営評価委員会の委員の委嘱でござ

います。ギャラクシティでは、条例の第１４条に基づきま

して、運営評価委員会を設置して、運営に関する評価を毎

年実施しているということでございます。 

  今回、任期満了に伴いまして、新たな委員、これは全員

なのですけれども、１０名について評価委員会として委員

を委嘱するものでございます。選任の方法でございますが、

選任の対象につきましては学識経験者、それから区民団体、

それと区民の公募がございます。 

  まず、学識経験者でございますが、運営に対して重要な

分野を専門とする学識経験者の中から、区内大学等と協議

をいたしまして、推薦等に基づきまして選任をしたもので

ございます。 

  区民団体推薦でございますけれども、青少年関係団体、

それから文化団体から推薦に基づいて選任したものでご

ざいます。 

  区民公募につきましては、区内在住・在勤者の中から公

募選考を経て選任したものでございます。これは論文の提

出と面接を行いまして、選任したものでございます。 

  委員予定者でございますが、この１０名でございます。

宮田先生はじめ学識者、団体推薦による林先生、田中先生、

大林先生、区民一般公募による勝倉委員・山崎委員という

形での構成となってございます。 
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  委嘱は３月２２日を予定しておりまして、任期は委嘱日

から２年でございます。 

  現在、ギャラクシティは非常に賑わっておりますが、引

き続きこの評価の内容を踏まえまして、ギャラクシティの

運営をさらに充実したものとしていく所存でございます。 

  私からは以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。第２４号議案について、ご質問、ご意見

がありましたら、ご発言をお願いいたします。 

  杉田委員。 

○杉田委員 この選任方法なのですが、学識経験者の先生方、

もう少し詳しくどういった経緯でお選びになったか教え

ていただきたいと思います。 

○教育長 青少年課長。 

○青少年課長 学識の先生方５名いらっしゃいます。宮田先

生は東京大学の先生ですけれども、東京大学では南米のチ

リ・アタカマに天文台をつくるアタカマ・プロジェクトと

いうことを進めています。そちらのプロジェクトの中心人

物ということで、ギャラクシティとも関わりの深い先生で

いらっしゃいます。今後、ギャラクシティと東大との連携

を進めていく上で欠かせない人物ということで加わって

いただきました。 

  また、池田先生につきましてはギャラクシティがボラン

ティアの活用というのが１つ課題でございます。そういっ

た意味から東京都のボランティアセンターに推薦を依頼

したところ、池田先生のお名前を頂戴したところです。東

京都の社会福祉協議会で、学校等における市民学習の推進

方策検討委員会、こちらの委員長も務められているという

ことで、池田先生のご推薦をいただいたところです。 

  続きまして、井徳先生でございます。こちらは今後足立

区に進出してまいります文教大学に人選をお願いしたと

ころです。井徳先生につきましては、博報堂に勤務してい

た経験もおありであるということから、メディア、また情

報発信について広く知見を持つ方であるということでご

推薦をいただいております。 

  また、小森先生につきましては東京学芸大学、こちらも

現在学芸大学とギャラクシティでは連携事業等を進めて

いるところでございます。専門分野は野外教育活動ですと

か、エコロジカル教育などを専門にされているということ

で、子どもの体験分野についてご意見をいただけると考え

ているところです。 

  また、伊志嶺先生につきましては東京芸術大学にお勤め

になっておりますけれども、以前千住のアートリエゾンセ

ンターにお勤めの経験もあるということです。区内文化・

アートの現状をつぶさに見ておられるということから、そ

ういった公共施設と区民参画、そのあたりの観点からご意

見をいただけるものと考えております。 

  以上でございます。 

○教育長 次に行ってよろしいですか。杉田委員。 

○杉田委員 はい、ありがとうございました。 

○教育長 では小川清美委員、どうぞ。 

○小川（清）委員 前の委員の方々の任期満了に伴い、１０

人全員が替わるとおっしゃったと思うのですが、一度に委

員が替わってしまうのが、いいのか悪いのか。大体よくい

ろいろ委員会というのは半分ぐらいずつというのはよく

あるのですけれども、完全に全員が替わるというこのあた

りは意味というか、偶然そうなったのか、あえてそうなの

か。そのあたりを教えてください。 

○教育長 青少年課長。 

○青少年課長 今回１０名全員が改選ということでござい

ますけれども、ギャラクシティにつきましては平成２８年

度からインセンティブ制度、報奨制度を取り入れるという

ことがございます。そうなりますと、評価委員会の評価と

インセンティブが非常に直結してくるということもござ

いまして、評価の継続性という意味では委員の方々を例え

ば半数改選するということも１つの考え方ではあるとは

思っておりますが、１つ制度が大きく変わるというところ

から、今回全員を改選させていただくということでござい

ます。 

○教育長 よろしいですか。ほかいかがでしょうか。 

（なし） 

 ないようですので、これより第２４号議案、足立区ギャ

ラクシティ運営評価委員会委員の委嘱についてを採決い

たします。本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙

手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 
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―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第１４、第２５号議案を議題といたし

ます。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第１４、第２５号議案 足立区文化財保護

審議会委員の委嘱について。 

  以上。 

○教育長 第２５号議案について、浅見地域文化課長から、

説明をお願いいたします。 

  地域文化課長。 

○浅見地域文化課長 本年の３月３１日をもちまして、現在

の文化財保護審議会委員の任期が切れます。従いまして、

４月１日から２年間の期間で、新たに審議会委員を選出す

る予定でございます。 

  ここに書かれている方々、それぞれの分野で著名な方で

あり、またこれ以外の方を探すというのもなかなか難しい

ことがありますので、引き続き委員をお願いしたというこ

とでの上程でございます。 

  以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。第２５号議案について、ご質問、ご意見

がありましたら、発言をお願いいたします。 

  よろしいですか。 

（なし） 

 ないようですので、これより第２５号議案、足立区文化

財保護審議会委員の委嘱についてを採決いたします。本案

は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 それでは、非公開の審議が終了いたしましたので、

傍聴人の方にお戻りいただくようお伝えください。 

（傍聴者入室） 

○教育長 お待たせしました。大変申し訳ありませんでした。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

  それでは、次に日程第１５、教育長報告です。 

  本日は、現在開会中の足立区議会第１回定例会での主な

質疑に対して報告いたします。 

  今回は、本会議が２月２４日から始まっております。最

終日は３月２４日です。主な質疑ですけれども、教育委員

会関係では、償還免除型の奨学金についてのご質問があり

ました。償還免除型の奨学金というのは、給付型奨学金と

どう違うのかというところですけれども、卒業し、社会に

出て活躍するまで意欲を持ち続けられる可能性が高く、よ

り目的に合致すると考えて、償還免除型を選択したという

ことをご説明しております。また、給付型奨学金は学校を

中途退学するなど、資格要件を欠いた場合に返済義務を課

しても返済されない可能性もあります。こういったリスク

を回避することが困難である。さらに、既に育英資金の返

済を完了した方々にアンケートを実施しておりますけれ

ども、償還免除型の実施を支持する意見を多くいただいた。

このような理由から償還免除型奨学金を採用するもので

あります。 

  募集期間ですけれども、育英資金の募集と同時に年２回

募集し、募集人員は募集時期ごとに高校と大学に進学する

生徒を対象に、各５人ずつ、年間各１０名募集をすると。 

  応募資格は育英資金の貸付金を受ける生徒で、申し込み

直前の学業成績の平均が５段階評価で４．０以上の生徒が

対象。償還免除の要件は正規の就業年限で卒業した後、引

き続き３年以上区内に居住し、その期間に２年以上特別区

民税を納税した場合に、足立区育英資金の貸付総額の半額

を、１００万円を限度に免除する。こういう仕組みを考え

ております。 

  それから、学校トイレの改修についてご質問いただきま

した。平成２８年度の予算編成の最終段階で、現在の施設

更新計画を見直し、トイレ改修に特化した計画を策定いた

しました。新しい計画では、平成２８年度より学校トイレ

の詳細設計に着手し、平成２９年度より工事に取り組み、

遅くても８年後の平成３５年度までにすべての小中学校

でトイレの環境整備を完了する予定という発言をさせて

いただいております。 
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  これまでのテンポですと、２０年も３０年もかかるとい

うご懸案をいただいておりまして、これに早く着手すべき

だということで、今回答弁をしているところです。 

  それから、先ほどもありましたけれども、放課後子ども

総合プランにつきましては、夏休みなどの長期休業中につ

いても実施できないのかというご質問をいただいており

ます。当区の放課後子ども教室は、地域のボランティアで

運営されておりまして、長期休業中の安全管理など、ボラ

ンティアだけで行うには過度の負担をかけることから、慎

重な検討が必要である。当区同様の形態で、夏休みなどに

実施している自治体の運営を調査研究し、モデル的な実施

が可能か判断していくという答弁をさせていただいてお

ります。 

  また、小・中学校２期制、夏休みの短縮についてもご質

問がありまして、総合教育会議で出された意見を踏まえつ

つ、教育委員会としては足立区の教育環境、特に学力定着

に適した制度を選択する必要があると考えており、４月頃

までに結論を出していくという回答を差し上げておりま

す。 

  また、待機児ゼロを目指してというところでご質問いた

だいておりますけれども、既に３年間の計画全体を前倒し

実施する予定はありませんけれども、地域の実情により、

保育ニーズが急激に増えている地域について、随時計画を

見直し、確実に整備をしていくという答弁をさせていただ

いております。これまで行っていた区有地等の公共用地の

活用、鉄道、自動車等からも高架化のスペースであるとか、

そういった領域に加えて、他施設との併設なども視野に入

れ、また金融機関等の協力を得ながら、企業や個人の土地、

建物所有者への働きかけを強め、あらゆる手段で用地や物

件の確保に努めていく所存であります。 

  また、保育士確保についてもご質問いただいております

けれども、平成２８年１月から保育士等住居借り上げ支援

事業を開始しております。これに加えて、同年４月から再

就職セミナー等、区内施設での保育実施を組み合わせ、自

己啓発費用の一部を補助する保育再就職応援事業及び奨

学金の返済を一部補助する「保育士奨学金返済支援事業」

を計画しており、必要な経費を平成２８年度予算に計上し

ております。 

  新卒者を対象とした相談会については、区内大学・専門

学校と共同による保育就職相談会の開催や保育施設を通

じた退職者への再就職セミナーの周知などを積極的に行

っていくと答弁しております。 

  最後に、特別支援についてご質問いただいておりますけ

れども、特に学校生活支援シートの活用についてですけれ

ども、区内小・中学校に様式を提示しておりますけれども、

教員及び保護者の理解が不十分なところもあって、効果的

に活用されていないのが現状であります。 

  今後、教員には本人や保護者の希望を踏まえ、教育・保

健・医療・福祉等が連携して児童・生徒を支援する長期計

画としての学校生活支援シートとそれに基づき、小・中学

校での支援を具体化した個別指導計画の作成や活用につ

いての研修会を行ってまいり、また、保護者にはこの学校

生活支援シートや個別指導計画などを１つのファイルに

まとめた学校支援ファイルについても、保護者が高校等の

進学、あるいは就労先へ示すことにより、支援のつながり

ができることを福祉部と連携を図り周知していくとさせ

ていただきました。 

  なお、この定例会の議事録についてはまたホームページ

等にも掲載されますので、ご覧いただければというふうに

思っています。 

  何かご質問があれば。よろしいですか。 

（なし） 

 ありがとうございました。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 続いて、報告事項に入ります。ご質問等はすべて

の報告が終わってから、まとめてお受けするようにいたし

ます。 

それでは①について、杉岡教育政策課長、お願いいたし

ます。 

○教育政策課長 資料６７ページをお開きください。 

  件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律及び足立区

学校運営協議会規則に基づきまして、六月中学校開かれた

学校づくり協議会会長と同校の校長の連名により、足立区

学校運営協議会設置校指定申請書再指定分が提出されま

した。 
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  内容を検討、また協議をさせていただいた結果、再指定

することを決定いたしましたので、ご報告差し上げる次第

でございます。 

  １番、２番、３番、記載のとおりでございます。参考ま

でにコミュニティ・スクール指定校、現在１１校でござい

ます。今年度新規で弘道小学校を指定いたしましたので、

含めて１１校となってございます。 

  今後の方針でございます。引き続き、学校と地域、保護

者間の十分な協議が整い、思いが整ったところから順次学

校運営協議会、コミュニティ・スクールを設置させていた

だく予定でございます。 

  以上でございます。 

○教育長 次に、②について、太田学校適正配置担当課長、

お願いします。 

○学校適正配置課長 ６８ページをご覧ください。 

  件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

  鹿浜中と第八中の統合地域協議会の開催状況です。記載

のとおりでございます。 

  続きまして、上沼田中と江北中の統合地域協議会の開催

状況ということで、内容は記載のとおりとなります。 

  ３番目、平成２８年度の入学者向け説明状況ということ

で、表の中の小学校２校、中学校２校、あとは合同で鹿浜

中と第八中の説明会に出向き、意見交換、情報提供を行っ

たところです。 

  今後の方針ですが、鹿浜地区の中学校につきましては、

統合地域協議会が終了となりました。また、江北地区の中

学校につきましては、引き続き具体的な検討を進めていく

という状況でございます。 

  以上です。 

〇教育長 ありがとうございました。 

  次に③について、山中学校改築担当課長、お願いします。 

〇学校改築担当課長 説明資料７０ページをご覧ください。 

  千寿小学校の施設更新事業に伴い、基本構想・基本計画

書（案）についてです。千寿小学校の建て替えに伴いまし

て、基本構想・基本計画が整いましたのでご案内となりま

す。所管部課名は記載のとおりです。 

  基本構想・基本方針として、①「成長を実感できる教育

施設」をはじめ、８項目を定めました。 

  また、基本計画・基本設計については、構造は鉄筋コン

クリート造の５階建てです。なお、詳細につきましては別

添基本構想・基本計画書（案）が添付されていますので、

後ほどご覧ください。 

  今後の予定ですが、今年の末に仮設校舎に引っ越しを行

い、その後現在の校舎の解体、それから新築工事を行いま

して、平成３１年４月に新しい学校が開校する予定となり

ます。今後の方針ですが、学校運営に支障のないようにス

ケジュールを決定してまいります。 

  説明は以上です。 

〇教育長 ありがとうございました。次に④について、望月

学務課長お願いします。 

  学務課長。 

〇学務課長 ７１ページでございます。件名・所管部課名、

記載のとおりでございます。 

小学校で選択できる学校の範囲が平成３０年４月１日

から変更となります。選択可能な小学校について、報告さ

せていただきます。 

  平成３０年度から選択できる小学校の原則は、通学区域

の小学校と通学区域に隣接する小学校。あらかじめ分断さ

れている学区域は、橋でつながっている場合は隣接とみな

すということでございます。隣接学区域の特例として、ま

ず特例措置として全校に今申し上げた１番の基準を適用

した場合、選択できる学校が最低１校から最高９校と差が

生じてしまうので、通学の安全性を考慮しながら、全学区

域で通学区域を含めて最低４校まで選択できるよう、５校

に以下のような特例措置を設けます。 

  （２）小中一貫校の選択ということで、小中一貫校は区

内に２校しかありません。新田小学校と興本小学校ですの

で、この２校については区内全域からの選択を可能といた

します。 

  ３番、経過措置でございます。現在、学区域校以外の小

学校に兄・姉が在学し、弟・妹が同一の小学校への入学を

希望した場合は、経過措置として兄・姉と同じ学校の選択

を認めます。ただし、希望する学校の応募人数が受け入れ

可能人数を超えた場合は抽選の対象とさせていただきま

す。 

  今後の方針として、平成３０年度の実施に向けて、区民

の周知を十分行っていきたいと考えております。具体的な

選択可能校につきましては７２・７３ページでございます。 



14 
 

  私からは以上でございます。 

〇教育長 ありがとうございました。 

  次に、⑤～⑧について、浮津教育指導室長、お願いしま

す。 

  教育指導室長。 

〇教育指導室長 ７４ページをご覧ください。平成２７年度

第３回のいじめに関する調査の結果について。所管部課名

は記載のとおりです。 

第３回のいじめの調査をさせていただきましたので、年

３回の調査、最終調査をして、４月から３月までのまとめ

ということでご説明をさせていただきます。 

  いじめの認知件数が２月末現在で小学校が５９５件、中

学校が４４０件となっております。継続対応中７３件と４

２件。これについては３月中に解決のための努力をすると

ともに、さらに継続のものは新年度になってから各学校の

担当指導主事がおりますので、改めて把握させていただい

て、対応を深めてまいりたいと思います。 

  また、いじめの案件は、特に学期の切り替え等で厳しい

状況もということがありますので、学校にも春休み中のい

じめを受けて不登校等になったお子さんの様子は把握す

るようにまた指示をしたいと思っております。 

  いじめの個票については、個票数、小学校３０３件、中

学校は１５９件。いじめの個票化をしましたので、現在ど

ういうところと関わっているのかということがわかるよ

うな資料を学校が作成して、指導室と連携をして解決に向

けて対応しております。 

  それから、４番、第３回いじめに関するアンケートの実

施。これは２月１日から２９日までのアンケートの結果と

いうところでアンケート集計の結果は小学校９９％、中学

校９５．５％。この回収率の全回収ができないところはほ

ぼ不登校のお子さんのところです。 

  学校には、不登校傾向があった場合でも、ご自宅にお届

けするような指示もしておりますが、集めきれなかったも

の、または所在不明というようなものが含まれております。 

  あと、前回もお話しした相談できる人がいるというとこ

ろで小学校が９７．３％、中学校が９１．９％。やはり一

番は家の方、先生、友人という形になっています。中学校

の場合は家の人、友人、先生と。これも前回もお話ししま

したけれども、やはり１００％ではないという相談できな

い状況は非常に危険にも関わってきますので、できる限り

相談できる人を増やすような取り組みを各学校にまた指

示をしてまいりたいと思います。いじめの内容については、

これは毎回冷やかし、からかいがやはり一番多いというと

ころです。 

  ５番、いじめ相談ネット受付については、これは１年間

の報告をさせていただきます。平成２７年度として合計１

０件。平成２６年度が２０件ですので、ネットを通じての

ものは半分になっているというところです。 

  ７６ページは第３回のまとめですので、ご覧いただきた

いと思います。 

  続いて７７ページ、足立はばたき塾の結果について、ご

報告をさせていただきます。平成２７年度、以下のように

はばたき塾生の進学が確定しました。 

  昨年度と比べて若干下がっている状況であることは間

違いありません。事業者と話し合いをしている中ですけれ

ども、今回新しい事業者にお願いしたという観点もありま

すけれども、やはりはばたき塾に入るお子さんのレベル等、

その辺ももう一回見直していかなければいけないかな思

っています。 

  １００名の定数というところですけれども、現在は３、

４回のテストをして、最終的に９３名というところですの

で、どういうレベルのお子さんをはばたき塾生にしていく

か。また、土曜塾生にしていくかというところで検討を進

めているところです。 

  受託業者のエデュケーショナルネットワークに関して

は、家庭学習のやり方、それから塾内での切磋琢磨できる

ようなシステムづくりができないか。そこについて検討す

るように指示をしているところでございます。 

  続いて７８ページ。平成２８年度４月１日付教育管理職

異動内示について、ご報告をさせていただきます。こちら

については小学校、中学校、記載のとおり、校長・副校長

の新しい配置等が人数ベースで出ております。３月９日に

校長先生に内示をさせていただきました。内示は本人止ま

りというところで、４月１日に辞令交付を行います。 

  続いて７９ページ。学校事故報告について、２月事故報

告を受けた分について、ご報告をさせていただきます。学

校事故状況、管理下８件、小学校５件、中学校３件です。 

  交通事故のところ、１点ご説明を少しさせていただきま
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す。イです。児童が他の児童からの言葉に腹を立て、校外

へ出た際、車両と接触し転倒。救急搬送と書かせていただ

きましたけれども、これは腹を立てて、門から出た瞬間に

車とぶつかったということではなくて、お子様が少し地域

を回っている間、横断歩道を渡っているときに車と接触を

したというところです。軽傷だったという報告を受けてお

ります。 

  あと、それ以外の授業中のけが、家庭科で指に刺さって

しまったというようなところ。休み時間・部活に関しては、

やっぱり部活動のけが等がございますが、基本的には顧問

がついて指導しておりますので、安全管理の徹底をまた進

めていきたいと思います。 

  ２月分までのところですけれども、やはり１年間通じて

交通事故というところが、これは他区でも死亡事故も起き

ておりますので、改めて４月から交通事故の未然防止の徹

底をはかってまいりたいと思います。裏面についてはその

一覧表です。 

  私からは以上です。 

〇教育長 ありがとうございました。⑨について、松野待機

児ゼロ対策担当課長よりお願いします。 

  待機児ゼロ対策担当課長。 

〇待機児ゼロ対策担当課長 ８１ページをお開きいただき

たいと思います。 

  件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

  平成２７年８月に改定いたしました待機児童解消アク

ション・プランですが、こちらが様々な理由から変更する

必要性が出てまいりましたので、今回ご報告をさせていた

だきます。 

  変更内容でございますが、千住地域でございますけれど

も、千住大橋の大規模開発により、需要がそもそも多かっ

たところではございますが、それに加えまして廃業予定の

保育施設などがございまして、もう１つ施設を追加整備す

ることといたします。 

  また、加平地域、東和地域でございますが、それぞれ来

年度小規模保育の予定をしてございましたが、需要の伸び、

それから今後複数のマンションの建設が予定されている

ことから、できるだけ早く、平成３０年４月には遅くとも

こちらに認可保育園の整備をするということで変更して

いきたいと考えてございます。 

  それから、小台地域、興野・本木地域でございます。小

台地域につきましては、本年度中に、来年度整備する分と

して、公募・応募を行ってきたところなのですが、なかな

か適した土地がございませんで、公募が不調になっており

ましたので、この公募は取りやめ、近隣の江北に来年度予

定しているもの。小規模保育室を興野・本木、こちらで予

定しておりましたが、なかなか物件がないという状況でご

ざいましたので、こちらを認可保育園という考え方に切り

替えまして、この２つで小台も補完するような形で整備を

考えております。 

  また、８２ページになりますが、中央本町につきまして

は、認可保育園を青井駅周辺に整備というところで、これ

まで公募を行ってきたところなのですが、小規模保育施設

がここもまた不調になったことから、中央本町エリアを広

く包括するものとして、認可保育園を整備し、またそれで

も足りないような場合には小規模保育施設を整備してい

くということで考えております。 

  小規模保育施設の整備についての考え方なのですが、即

効性があって単年度で開設をすることができることから、

来年度の予定につきましては小規模の２カ所の整備を挙

げてございますが、待機児の状況などを見ながら、即効性

のある整備をしていきたいと考えてございます。 

  変更後の年度別の整備数につきましては、表に表現して

いるとおりでございます。また整備スケジュールにつきま

しても、その下に記載させていただいたとおりでございま

す。 

  今後、まだ待機児も非常に話題になっておりまして、喫

緊の課題として継続していく必要があるという認識でお

りますので、確実に整備をしていけるように、また保育士

の確保等なども課題になっているところでございますの

で、あわせて取り組んでいきたいと考えております。 

〇教育長 ありがとうございました。次に⑩と⑪について、

小山子ども・子育て支援課長お願いします。 

  子ども・子育て支援課長。 

〇子ども・子育て支援課長 ８３ページをお開きください。

件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

  国から平成２８年度４月以降保育所、それから幼稚園児

の利用者負担についての方針が示されました。こちらの概

要と区の対応状況をご報告申し上げます。 
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  まず１番でございます。多子世帯の保育料軽減でござい

ます。こちらにつきましては、対象者を年収約３６０万円

未満の世帯、こちらの区民税のほか所得割課税額になりま

す７万７，１００円。こちら以下の世帯を想定しておりま

す。 

  内容でございますけれども、多子軽減につきましては現

行１号認定につきましては３歳以下の子どもを第１子、第

２子と考え、それに対して第２子は半額、それから第３子

以降を無償化ということをやってございます。 

  ２号、３号認定につきましては、就学前のお子さんが、

こちらのカウントにおいて、２人目を半額、第３子以降を

無償化としてございます。 

  国はこちらについて、お子さんの年齢については制限を

撤廃すると。ですから、今の上のお子さんが例えば１８歳

であっても、そちらを第１子とみなし、以降第２子、第３

子とカウントしていくと。そういったことによって半額、

ないし無償化の対象となるお子様が増えていく。こういっ

たことでございます。 

  ２つ目でございます。ひとり親世代への保育料負担軽減

でございます。対象につきましては年収、区民税の所得割

課税額、これについては同じ金額を想定してございます。 

  内容でございますけれども、こちらを現行におきまして

ひとり親世帯につきましては軽減措置なしとなってござ

いますが、改正により第１子目から半額、第２子、第３子

につきましても現行半額、無償となっているものにつきま

して、改正後につきましては無償。こういった対応をとる

ということでございます。 

  なお、３番、幼稚園につきましてもこのようなところに

基づきまして保護者等補助金等を増額することによって、

実負担を半額、ないし無償化していく。こういったことで

ございます。 

  対応状況でございますけれども、現状内閣府からは概要

のみ示されてございますが、具体的に内容が示されれば、

こちらは早急に進めたいと考えてございます。そういった

意味から、現行のシステム改修等の設計を行っているとこ

ろでございます。 

  今後の方針ですが、当然のことながら、国から通知・政

令が配布されれば、直ちに具体的な作業に着手するととも

に、利用者様にも、具体的にご案内を申し上げてまいりた

いと考えてございます。 

  続きまして、８５ページになります。 

  件名・所管部課名は記載のとおりとなります。 

こちらにつきましては平成２８年４月、こちらの入所に

向けた利用調整の結果を概要でまとめましたので、ご報告

申し上げます。 

  まず、１番でございます。利用調査の結果なのですけれ

ども、平成２８年４月分におきましては、募集・申請に対

する不承諾は、１，７５２名でした。こちらは去年と比べ

ますとマイナス２７０名ということで、募集数を区の方で

も増やしたところ、要は申し込みは多かったのだけれども、

不承諾になる方は、結果的には少なくとどまった。こうい

ったところでございます。 

  ２番につきましては、利用調整の後、どれだけ施設があ

いているか。よく施設があいているところを活用していく。

こちらも区のミッションでございますので、そちらを記載

してございます。 

  まず、年齢別のところでございますけれども、トータル

で４９名です。去年より減少しました。黒三角のところは

去年より改善していると見ていただければ結構なのです

けれども、４９名に改善してございます。特に０歳、１歳。

こちらの施設の空きというところを埋め込めているよう

な状況でございます。 

  ３番につきましては、今回施設種別をこちらに並べてご

ざいます。去年よりも家庭的保育室、いわゆる保育ママ。

そういった小規模保育施設。こういったところの埋まり方

の状況が、去年よりは同じ時点で改善されているというと

ころでございます。 

  なお、利用調整につきましては、今回第１次の結果報告

させていただきましたけれども、これ以降第２次、それか

ら第３次という形で引き続き行わせていただいてござい

ます。こちらにつきましては待機児童、最終的に数字の確

定が５月、ないし６月を予定してまいりますけれども、こ

の第１発目、第１次的な数字としてはいいスタートを切れ

たところではないかなというところをご報告させていた

だきます。 

  以上でございます。 

〇教育長 ありがとうございました。では、まず⑫から⑭に

ついて、後藤子ども・子育て施設課長お願いします。 
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  子ども・子育て施設課長。 

〇子ども・子育て施設課長 ８６ページをご覧ください。 

  件名・所管部課名は記載のとおりでございます。 

平成２６年度の子ども施設指定管理者の業務について、

審査会において評価を行いましたので、ご報告いたします。 

  審査委員ですが、学識経験者等９名で、１月２９日に実

施しました。３番の（１）ですが、評価の目的としまして

は、指定管理者の業務を評価することによって、利用者サ

ービスの向上につなげていくということです。（２）評価

方法ですが、①から③、大きく３つあります。まず指定管

理者による自己評価をしていただきまして、それに基づい

て担当課による実地調査、ヒアリング等の評価を行いまし

た。そして、それらを総合して審査会によって評価をして

いただきました。 

  評価の基準としましてはＡ・Ｂ・Ｃ３段階で、Ｂが基準

ということにしました。そして右側の表をご覧ください。

１４の保育園のうちすべてＢ以上の評価。基準どおりの評

価でした。ちなみに、Ａ評価が５施設ですので、全体の約

３分の１がＡ評価ということになります。公表につきまし

てはホームページで公開をしていきます。 

  ８８ページに細かいのですが、評価の結果を載せてござ

います。 

  ８９ページをご覧ください。件名・所管部課名は記載の

とおりでございます。 

小規模保育施設ＳＡＫＵＲＡ保育園の３施設について、

設置者を変更する旨の申し出がありましたので、報告いた

します。１番、設置者ですが、現在は一般社団法人東京保

育協会が設置者であります。これが、新しく社会福祉法人

慈光明徳会に替わるものです。変更日は、平成２８年４月

１日になります。 

  対象施設はＳＡＫＵＲＡ保育園の３つの小規模保育施

設になります。竹の塚、西新井、綾瀬の３カ所となります。 

  ４番に確認事項と書いてありますが、施設名など、保育

内容等全てそのまま引き継ぐということです。職員につき

ましても、今の雇用条件を下回ることなく、引き続き雇用

しまして、たまたまお辞めになる方については慈光明徳会

の法人内の異動によって、職員数を確保するということを

確認しております。もちろん、今お預かりしている児童は

引き続き在園できるということになっています。 

  （４）に書いてありますが、財務診断、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ

の評価で、区の評価でＢの良好というところを確認してい

ます。今後につきましては、４月１日以降、保育がスムー

ズに継続できるように、こちらで巡回等をして、必要に応

じて支援をしてまいります。 

  ９１ページです。件名・所管部課名は記載のとおりです。 

こちらは区立保育園の平成３０年４月の民営化につい

てと、今後についての報告でございます。１番に考え方が

書いてありますが、ご覧の４園が対象になるのですが、沼

田保育園と大谷田第二保育園の２園につきましては、ＵＲ

の土地をお借りしているという関係から、ＵＲとの今後の

調整に時間がかかる可能性がありますので、この２園につ

いては前倒しで、平成２８年３月と５月にそれぞれ公募を

するというご報告でございます。 

  また、指定管理等を行っている東保木間保育園につきま

しては、１０年間の期間が満了しますので、この公募とあ

わせて、２期目の再公募を行うというものです。 

  ２番に沼田保育園、大谷田第二保育園の民営化手法を記

載しています。沼田保育園につきましては、耐震の関係で

建物の建て替えが必要ですので、建物を新設するというと

ころから事業所の公募を行います。２番目の大谷田第二保

育園につきましては、建物の無償譲渡としております。 

  ３番は指定管理園の状況です。 

  ４番、民営化の理由につきましては、これまでどおり充

実した保育サービスの提供と運営経費の削減を目的とし

ます。 

  ９２ページですが、スケジュールをこのように管理して

います。今後につきましては、保護者や近隣住民に丁寧に

説明会等をして、進めていきたいと思います。 

  私からは以上です。 

〇教育長 ありがとうございました。 

  それでは、⑮と⑯について、西野こども支援センターげ

んき所長、お願いします。 

  こども支援センターげんき所長。 

〇こども支援センターげんき所長 ９３ページをご覧いた

だきたいと思います。特別支援教育に関する報告でござい

ます。特別支援教育につきましては１月に学校現場をご覧

いただきまして、その後で保護者の現場説明会、現在は備

品等を学校に配備するなどの整備を行ったところでござ
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いますが、このたび教員配置の原則的な考え方を定めまし

たので報告するものでございます。 

  原則、教員を各１名動員、配置するという考えでござい

ます。９４ページをご覧いただきたいと思います。４つの

ブロックの２３校に今回導入するわけでございますが、こ

れは近隣の４つのブロックに分けておりまして、１ブロッ

ク。これは千住でございます。ここにつきましては記載の

とおり教室教員を確保になります。 

  それから、現在通級のある保木間がある１０ブロックに

つきましては各校１名と、それから通級はまだ残りますの

で、そちらへの教員。同じく７ブロックは辰沼のあるとこ

ろでございますが、こちらへの配置。そして１２ブロック

につきましても教員１名とそれから通級の教員というよ

うな形で、配置を考えているところでございます。 

  これらの理由でございますけれども、ある程度の教員の

数が確保できることは見えてまいりました。そうなります

と、やはり特別支援教室の最大のメリットはその学校で、

またはその児童の所属する担任、教室でその子のさまざま

な状況を見て、それを指導に生かすことでございますので、

なるべく子どもたちのそばに教員を置きたいということ

でこういった形になったものでございます。 

  また、２番でございます。特別支援教室の呼称でござい

ます。特別支援教室というのは公式な名前ではございます

けれども、やはりこれは現実に運用・運営していくには、

よりやわらかな、そして親しみやすい名前が必要というこ

とで、これまで通級の３校が使用しておりました「コミュ

ニケーションの教室」という名前、こちらを使用すること

になりました。 

  ただ、それぞれの学校で、その後に例えば「わかば」で

ありますとか、さまざまなその学校で定めた名前をあわせ

て使っていただくことで、より親しみのある名前になるか

なと考えているところでございます。 

  次に、９５ページをご覧いただきたいと思います。これ

は基本的な考え方でございまして、これがすべて実施され

るわけではございませんが、ある程度先生方がいくつかの

学校をどういう形で回るかということの基本的なパター

ンをつくってみたところでございます。具体的には、これ

から各学校、そして各先生方にあった形でのものをこれか

らつくっていきたいと考えているところでございます。 

  次に９６ページをご覧いただきたいと思います。スクー

ルソーシャルワーカーの配置についてのご報告でござい

ます。現在、３人の統括スクールソーシャルワーカーを実

験的に採用しまして配置いたしました。その成果をもとに、

平成２８年度からは、さらに６名のスクールソーシャルワ

ーカーを配置いたします。 

  具体的には９７ページをご覧いただきたいと思います。

小学校３５校、中学校１７校の５２校に平成２８年度は配

置したいと考えております。この５２校を、この表にござ

いますように６つのグループに分けます。この６つのグル

ープに１人ずつ、このたび採用いたしますスクールソーシ

ャルワーカーを配置いたしまして、それぞれのグループ２

つずつ、要するにスクールソーシャルワーカー２人に１人

統括を担当させまして、統括１人とスクールソーシャルワ

ーカー２人の計３人で２つの地域を見ていくという形で

スタートさせたいと考えております。 

  なお、こちらに拠点校と書かせていただきました。これ

はもちろんここにずっといるというわけではございませ

ん。ただ、その学校の体制づくりに支援をするのもこれも

スクールソーシャルワーカーの非常に重要な業務でござ

います。ですので、それぞれこの中学校におりまして、こ

この体制づくりにつきましても、一緒にスクールソーシャ

ルワーカーが入っていく。いつとは申し上げられませんが、

その学校がある程度体制が固まってまいりましたら、この

拠点校というのも別の中学校に移していくということも

十二分に考えたところでございます。 

  私からの報告は以上でございます。 

〇教育長 それでは、⑰と⑱について、渡邉こども支援担当

課長お願いします。 

  こども支援担当課長。 

〇こども支援担当課長 それでは、９８ページをお開きいた

だければと思います。件名、所管部課名は記載のとおりで

ございます。 

  こちらは出産、育児の不安や孤立感などから親が養育困

難とか児童虐待になることを防止するために、ボランティ

アを派遣しまして傾聴を行う事業を平成２８年度から行

うものでございます。 

  対象者といたしましては、妊婦または小学校入学前の子

育てをしている保護者の方でございます。支援内容といた
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しましては、研修を受けたボランティアが訪問し、傾聴を

行うものでございます。事業形態にいたしましては、訪問

ボランティアの養成とそれからサービスの利用決定、それ

からコーディネート、サポーターの派遣等を事業者に委託

をするものでございます。 

  契約方法でございますけれども、プロポーザル方式によ

る委託契約を考えております。契約期間は３年間で、今後

のスケジュールですけれども、まず３月下旬に個人情報保

護審議会にかけます。こちらが通りましたら、以下予定の

とおり進みまして、６月中くらいに委託先を決めて、その

後サポーターの研修を行い、実際に事業を開始するのは９

月くらいと考えております。 

  事業実施計画については記載のとおりでございます。今

後の方針でございますけれども、サポーターには傾聴の技

術とともに、その個人情報を漏えいしないようにきちんと

研修をしていく。また、児童虐待とか養育困難があると見

つけた場合については、専門の部署にきちんとつなぐとい

うような関係機関と連携をしていきたいと思っておりま

す。 

  ９９ページをお開きください。件名、所管部課名は記載

のとおりでございます。 

保護者が子どもの養育ができないときに宿泊できる「こ

どもショートステイ事業」というものがございますけれど

も、こちらの施設型の定員を拡充するものでございます。 

  拡充の理由でございますけれども、こちらの表にござい

ますが、現在定員が４名で、場合によっては定員６名まで

増加できるという運営をしておりますけれども、土曜日曜

祝日だと平成２７年度は１００％を超えているという状

況でございまして、そういったことから定員を増やすもの

でございます。 

  利用要件としては、最近は特に育児疲れということでシ

ョートステイを利用される方がやはり多くなっていると

ころでございます。増設する施設につきましては、現在委

託をしている児童養護施設「クリスマス・ヴィレッジ」の

施設を増設するような形で行いたいと思っております。変

更時期については、平成２８年９月でございます。 

  今後の方針でございますが、利用に当たりましては、申

請時に利用者の方の状況をきちんと把握して、適切に利用

していただきたいと思っております。 

  私からは以上です。 

〇教育長 ありがとうございました。 

  ただいま各関係所管から１８の報告がありました。これ

らの件につきまして、各委員からご質疑、ご意見がありま

したらお願いいたします。いかがでしょうか。 

  花岡委員。 

〇花岡委員 ７７ページ、はばたき塾の件ですが、今後の方

針の最後に「高校卒業後の進路先の追跡調査を実施する」

ということで、要望ですけれども、その中で奨学金の貸し

付けが変わりますので、できればその紹介、そして貸し付

けにつながるような形をとっていただければと思います

ので、よろしくお願いします。 

〇教育長 はい、そのようによろしくお願いいたします。ほ

かにございますか。 

  小川正人委員。 

〇小川（正）委員 ２つ質問です。１つは今のはばたき塾に

ついて、平成２４年度から２７年度の進学先の数が出てい

て、例えば進学指導重点校から中高一貫、さらに私立でも

難関私立へ行っている生徒の数字をその年度の総数で割

ってみると、確かに平成２４年度から２６年度はこういう

進学指導重点校を含めて、いわゆる難関校といわれている

学校への合格率が４０％を超えているのですが、平成２７

年度は、４０％を切り、３０％台に落ちています。確かに

こうした数字だけを見ると、先ほど教育指導室長から説明

があったように、今年度は少し成果という点ではダウンし

ているというのはわかるのですが、その他の私立、都立と

いう欄の内訳を見ても、やはり全体的にそういう傾向にな

っているのかというのを少し教えていただきたい。あと、

たしか平成２７年度から実施事業者が替わりましたよね。

実施事業者が替わったという点について、学習指導上、あ

とは講義の質とか意欲面で、何か課題みたいなものはなか

ったのか教えてください。 

  それともう１つ質問は、９６ページのスクールソーシャ

ルワーカーで、いよいよ事業が区全体に拡大、展開してき

ていて、私も大変期待しているのですけれども、来年度か

らの対象校が５２校ということでありますけれども、これ

は各学校の申請というか、希望を優先してこういう学校を

指定したのか、それとも、生徒指導上の様々な問題を抱え

た困難校で、教育委員会で認定して５２校を対象校にした
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のかというこの辺のところの内訳を少し教えていただけ

ればと思います。 

〇教育長 教育指導室長。 

〇教育指導室長 はばたき塾についてですけれども、その他

都立、私立、未定、この６５名についても前年度と割合的

にそう変わらないところですが、やはり小川正人委員から

お話いただいたように、私どもが今分析している中では当

初志望から現実に志望している、当初志望はこの重点校４

７％の子が志望しておりましたけれども、実際はもう３

８％ぐらいのお子さんが志望に変わっている。それから、

今回特徴的なところは外部模試等もやったのですが、外部

模試の標準偏差にあまり変動がなかったというようなと

ころもあります。 

  業者が替わったということが１点関係あるかなと思い

ますが、今回プロポーザルをやった時点では引き続き、前

回の業者もプロポーザルに入っておりましたけれども、そ

ういう点では、エデュケーショナルは理科や社会について

も指導を重点的にできる。また、インターネットを活用し

てできるというような提案もしていただいておりました

ので、業者が変わったことで質が下がったというようなこ

とはないのかなと思っています。 

  ただ、エデュケーショナルに関しても初めての試みです

ので、事業者は事業者として、細かい分析を指示している

ところですので、その報告をもとに来年度に向けて、新し

い取り組み、先ほどもお話ししましたけれども、家庭での

学習の宿題を出して、それをどのようにやってくるかとい

うようなところもやらせっ放しではなく、もう少し進行管

理できないかというようなところと、あとやはりＡ・Ｂ・

Ｃ・Ｄとクラス分けをしていますので、その中で切磋琢磨

をしながらお互いに高めていくようなシステムづくりが

できるかというようなところを指示しているところです。 

  私からは以上です。 

〇教育長 よろしいですか。もう１つありましたね。 

  こども支援センターげんき所長。 

〇こども支援センターげんき所長 スクールソーシャルワ

ーカーの配置校でございます。これにつきましては希望と

いうよりは私どもで設定させていただきました。 

  その選定方法でございますが、困難校というよりも課題

にいろいろと工夫して取り組んでいる学校と連携して進

めてみたいというところがございます。ただ、１人のスク

ールソーシャルワーカーにやはり１つのグループを任せ

たいので、例えばあるお子さんのご家庭、小学校と中学校

に両方関係しているという場合もございますので、その地

域としての選定をしているところでございまして、ちょっ

といろいろと複雑な形です。要するに幾つかの頑張って課

題に取り組んでいる学校を中心に、その周りの周辺地域の

学校という形で、このグループ分けをつくらせていただい

たところでございます。 

  以上でございます。 

〇教育長 よろしいですか。小川正人委員。 

〇小川（正）委員 わかりました。 

〇教育長 １つだけ私から。先ほどのはばたき塾なのですけ

れども、出席率がどうかとちょっと気になっていたのです

よ。要するに中学生なので、部活とかそっちに行ってしま

って抜けていることが多いので、私が行ったときにそうい

う話も聞いているので、この３年間の出席率なども比較し

てみたらどうかと思って、後でデータをちょっと出してく

ださい。 

  小川清美委員。 

〇小川（清）委員 ５、６件あります。まず、ページの早い

方から行きますと８５ページでだいぶ人数調整ができて

きたなと思うのです。これは保育コンシェルジュの役割の

効果と考えてよろしいでしょうか。 

〇教育長 １つずつ行きましょう。 

  子ども・子育て支援課長。 

〇子ども・子育て支援課長 そうですね。保育コンシェルジ

ュで、相談された方、それから申し込んだ方のお話を聴き

ますと、保育の担当課へ行ったらまだ知らなかったと。説

明を受けていく中でいい施設だなとわかったので申し込

んでみましたという声をいただいているところでござい

ます。確定的なところはわかりませんが、そういった要素

もあったかと考えてございます。 

〇小川（清）委員 ありがとうございました。 

〇教育長 よろしいですか。では２問目、小川清美委員。 

〇小川（清）委員 すごく細かくて申し訳ないのですが、８

８ページのこの採点結果一覧表がありますね。この中で、

１２番「新田おひさま」の５の欄が線になって、点数が出

ていません。なにか意味があるのですか。 
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〇教育長 子ども・子育て施設課長。 

〇子ども・子育て施設課長 これは遊具の点検とか、あとは

警備保障の点検という項目だったのですけれども、遊具が

ないというところと、あとは警備保障入っていなかったと

今回わかったので、今後は入ってもらうようにするのです

が、評価ができなかったので、ここはそういう箇所がある

ということになります。 

〇教育長 では、細部を補足して、子ども家庭部長。 

〇子ども家庭部長 今、遊具に関してましてですけれども、

園庭がない施設なのです。それで、施設の遊具がないとい

う状況になっております。 

  それと建物がリース契約でございまして、私どもも手が

つけられないということで、警備保障のセットができなか

った状態です。ただ、リース会社と話して導入したという

ことでございますので、園が努力して、この法人が努力し

てやる内容ではなくて、区がやるべきことだったというこ

とで、ここはバー表記で、空欄となってございます。 

○教育長 小川清美委員。 

〇小川（清）委員 はい、わかりました。 

  それで、次の質問にも関係してくるのですが、その隣の

１１番「竹の塚」で、３点満点のところで１．１点という、

最低点だと思うのですが、それが「個人情報事故への対応」

というかなり大事なところです。 

  実は質問をしようと思っているのは、９８ページに「き

かせて子育て訪問事業」が今度始まると。その研修をする

会社のプロポーザルが多分そうだと思うのですが、今後の

方針のところに「傾聴等の技術とともに、個人情報を漏え

いしないよう」にと書いてあるのですが、すごく大変な、

簡単ではないところなのですね。ですので、どういう会社

が手を挙げてくださるかはわからないのですが、ここで研

修したからといってすぐれたサポーターさんになるとは

限りません。 

  ですから、今後これをどのようにしっかりと評価してい

くかということを考えていかなければいけないのではな

いかと。簡単なことではありませんので、ちょっと「きか

せて子育て」なんていい感じで言っていますが、とてもと

てもこれはこんな甘いものではありません。 

  このあたりの研修場所、研修先もそうなのですが、それ

を継続していかにチェックしていくかということをちゃ

んと考えていってほしいなというのが、これは要望です。 

  あとは少し前に戻りますが、８９ページのところで、設

置者が替わる園があります。今回「財務診断だけでいいん

じゃない」とやってしまったのでしょうか。そのあたりを

教えてください。 

〇教育長 子ども・子育て施設課長。 

〇子ども・子育て施設課長 こちらにつきましては、現在の

法人、それから新しく受ける法人。それぞれにヒアリング

を行いまして、経緯等をしっかり聞いた上で、また保育士

の確保等しっかりできるか、すべてそういったことも確認

した上で、こういった動きをしております。 

○教育長 小川清美委員。 

〇小川（清）委員 今回は手放したというわけで、これは仕

方ないのですが、今度、新設置者の法人は熊本の方ですよ

ね。既に例えばこの法人が、都内でいくつぐらい保育園を

やっているのかとか、そういうことまでちゃんと調べられ

たのでしょうか。 

〇教育長 子ども・子育て施設課長。 

〇子ども・子育て施設課長 実はこの前の民営化の審査会が

あったときに手を挙げた施設で、こちらの職員が熊本の既

存園に調査に実際に行っております。東京ではやっていな

いのですが、現在の保育園の様子は確認した上でヒアリン

グを行っているということでございます。 

○教育長 小川清美委員。 

〇小川（清）委員 それだけでは本当は足りないですね。熊

本ではうまくいっているけれども、ではそれがそのまま足

立区でうまくいくかというのは全くわかりません。 

  ですから、地方で本当にいい保育園をやっていても、そ

れが東京に進出してうまくいかないということもよくあ

るので、そのあたりはやはりこれも継続して「ああこれで

よかった」というのではなくて、今後ちゃんとこの園と保

護者の方たちとしっかりとやりとりを保護者の方とする

という形でチェックしていってほしいなと思います。よろ

しくお願いします。要望です。 

〇教育長 子ども家庭部長。 

〇子ども家庭部長 先ほどの１１番「竹の塚」、これはベネ

ッセがやっているところですよね。情報漏えいにはならな

かったのですけれども、少し危ないところの事故があった

ところでして、そういう点では非常に点数が低くなってお
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ります。 

  この評価の全般でございますが、これは点数が何点以下

になったら契約を解除するとかというものではなくて、ど

この保育に問題があるか。そこのところを直していただき

たいということで、ここには記載がございませんけれども、

点数の低いところについては個別具体的に「ここを改善し

てください」というような指導・指示を出す予定にはして

ございます。 

  それと先ほどの慈光明徳会のお話でございますが、実は

流れからいいますと、今経営しているところの東京保育協

会さんがいくつかの法人さんに当たって、いろいろな価格

の面ですとか、保育実務の面ですとか、いろいろな条件が

あってここを選択していて、「ここでよろしいでしょうか」

という話を今回持ってきたという流れでございます。 

  教育委員会としても、一度熊本まで現地に見にいってい

る。それから理事長さん、それから実際にこちらで園を経

営されている方のお話も聞いて、内容について今のところ

を全て引き受ける。職員も引き受ける。今のところと大き

な変更はないということも確認した上で、それと財務的に

も問題はないというところの確認をとった上で、これなら

行けるだろうという判断をしたところでございます。 

  先ほど小川清美委員からご指摘のありましたとおり、引

き続きどんな内容をやっているか、注意深く、特に注視し

てまいりたいと思います。 

〇教育長 よろしいですか。小川清美委員。 

〇小川（清）委員 ありがとうございました。よろしくお願

いします。最後に、これは区全体にだと思うのですが、区

立保育園がどんどん民営化していくのですが、足立区は全

部を民営化していくのですか。それとも、拠点となる保育

園を何園かは区立として残すのですか。そのあたり、もし

決まっていたらちょっと。 

〇教育長 子ども家庭課長。 

〇子ども家庭課長 現在は平成３２年までの間に保育園を

民営化という計画が定まっております。その段階では、区

立保育園については２６園のところまで、民営化を進める

ということが今決まっている状態です。その先、平成３３

年以降についても今検討しておりまして、その後の民営化

のスケジュールとそれから区立保育園の役割をどのよう

な形で今後していくのかということも含めまして、まず検

討を行っている最中でございます。 

○教育長 小川清美委員。 

〇小川（清）委員 自治体によってはどんどん民営化が進ん

でいるのですけれども、行政がやる、つまり区立・公立の

保育所は何園かは残すという方針を立てている行政もよ

くあります。その理由の一番大きいものは保育の質です。

保育の質を保つため、すべて民営化にしないで、やはり保

育の質というところで、しっかりと保育者たちが研修をし

ていけるような、そしてそれがちゃんと民営化になってい

る私立保育園の保育者の方たちとともに保育の質を上げ

ようということが主たる目的だと思います。 

  すべて民営化してしまうということをやっている自治

体もありますが、やはりそれよりは最も大事な保育の質と

いうのを担保するためには、どうしても公立の保育所とい

うものは必要になると思いますので、すべて民営化という

ことにするのか、そうでないのか。まだ平成３３年以降決

まっていないのでしたら、そのあたりを中身的にしっかり

検討していってほしいなという要望でございます。 

〇教育長 ありがとうございました。従前からこれも課題に

なっていて、例えばその保育から幼児教育、就学前の教育

をどうするのかということ。それから、最近では障がい児

の教育をどうするのかということ。それから、地域の保育

のコーディネーターとしての役割が公立にあったのか、こ

んなところも議論しなければいけないところだと思いま

して、来年度きちんと議論をした上で方針を立てていきた

いなと考えております。また、ご意見いただきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

  ほかはいかがでしょうか。花岡委員。 

〇花岡委員 ２月７日に第７回中学生「東京駅伝」が開催さ

れました。そこで足立区が男子、女子ともに優勝。そして

念願の総合優勝。素晴らしい成績・結果だったと思います。

私は残念ながら応援に行けなかったので、その状況を教え

ていただければありがたいなと思います。よろしくお願い

します。 

〇教育長 教育指導室長 

〇教育指導室長 今、花岡委員からお話があったように、初

めて男女ともに１位で総合１位という状況です。今年度は、

例年ですと何人か非常にいい記録を持った子どもたちも

いたのですが、今回は最初の時点ではそれほど抜きんでた
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子はいなかったようです。ただ、チームが１つにまとまれ

たのはやはり遅い子たちは一歩でも前の生徒、相手の他区

の選手に近づこうと。他区より前に出ている子は一歩でも

先に行こうというのがチームで共通の約束になっていた

ようで、私もスタンドで見ておりましたけれども、もう本

当に他区の陸上部の素晴らしい走り方の子たちにまじっ

て、今回は野球部の子もおりましたけれども、パソコン部

の子もおりまして、そういう中でもある程度の成績を持っ

た子たちが一所懸命、本当に一所懸命走っているような状

況でした。 

  東京都の担当の方に聞くと、「今年はほぼ足立が絶対に

あの状況では優勝だったね」というようなことで、危なげ

ない勝ち方をして、逆に私は正直最初に聞いたときには八

王子市とかが非常に強いチームでしたので、今年はそこま

で行かないかなと思ったのですけれども、いい意味で驚か

せてもらいました。それもやはり区としても応援をしまし

たけれども、多くの先生方から定期的に練習のご指導をい

ただいて、その結果なのかなと思いました。 

  区長への報告等でもキャプテンの子たちが男女ともに

立派に取り組みの説明もできましたし、来年度の後輩たち

につなげたいというような思いも持っておりましたので、

また来年も素晴らしい結果が期待できるかなと思ってい

ます。 

  これまで連覇はありませんので、来年は連覇ということ

で頑張れればと思います。以上です。 

〇教育長 わかりました。勝ち負けではないと思っているの

ですけれども、やっぱり勝ったことは素晴らしいなと。教

育指導室長からありましたけれども、有名な元マラソンの

アスリートが解説をしてくださるのです、味の素スタジア

ムで。いくつかのポイントにカメラが置いてあって、走っ

ている姿が出るのですね。そうすると、足立区が戦ってい

る町田市とか八王子市にはすごく走り方もすてきだし、そ

ういう練習しているなという子が走っていると、そのアス

リートの方はその子を褒めるのですよ。「すごく走り方が

いいですね」とか「これから伸びる」とか。うちの子はあ

まり褒めてくれないのです。それは走り方がちょっとぎこ

ちなかったり。ところが要するに、粘って、粘って、つい

ていって、そしてどこかで抜いて、それで１位になったと。

これはやっぱり４２人の全員が一致してできたことだと

思っていて、格好じゃないなと思いました。そんな状況な

のです。僕もやればできるという感動を、見ている子ども

たちもそうですけれども、走っている子どもたちも、見て

いる子どもたちも、親も、向こうの先生方も勇気をもらっ

たと、元気をもらったと思うのですね。 

  来年、別に勝ち負けは僕、問いませんけれども、頑張っ

てほしいなと思います。そうやって頑張っている子どもた

ちがたくさんいると。これは今回駅伝ですけれども、そう

でないところでもたくさんいるということですよね。 

  ほかはいかがでしょうか。よろしいですか。ないようで

すので、報告事項を終了いたします。 

それでは、以上をもちまして、本年第３回足立区教育委

員会定例会を閉会いたします。 

お疲れさまでした。ありがとうございました。 

午後４時４８分閉会 
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第１２号議案 

   足立区教育委員会教育目標の変更について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 定 野  司 

 

   足立区教育委員会教育目標の変更について 

 足立区教育委員会教育目標を足立区教育大綱として改める。 

 

 （提案理由） 

 足立区教育大綱の制定に伴い、教育目標を改める必要があるので、こ

の案を提出いたします。 

 

 



件   

所管部課

内

今後の方

 

名 足立

課名 学校

容 

  教

育目

育大

  な

とあ

 

 

足

 

 足

によ

くみ

その

に推

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

 
 

方針 

 

教育

 

第 １

立区教育委員

校教育部 教

教育委員会

目標（Ｈ20.

大綱の策定

なお、足立

あわせて改定

変

足立区教育

足立区教育委

よる生涯にわ

みを整え、以

の実現に向け

推進していき

思いやりの

社会に貢献

自ら学び、

と創造力豊

心身ともに

実現する自

文化と伝統

する人を育

育委員会の方

２ 号

員会教育目

教育政策課

全体が取り

.2.26 策定

に伴い、

区教育委員

定作業を進

変更前 

育委員会の教

委員会は、区

わたる学びを

以下の教育目

けた教育施策

きます。 

の心と規範意

献する人を育

考え、行動

豊かな人を育

に健やかな、夢

自立した人を

統を大切にし

育てる 

方針及び教
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議 案

目標の変更

課 

り組むべき

定）」は、区

「足立区教

員会の教育

進めていく

教育目標 

民との協働

を支えるし

目標を定め、

策を総合的

意識をもつ、

育てる 

動する、個性

育てる 

夢や希望を

を育てる 

し、郷土を愛

教育振興計

説 明 資

について

き目標を定め

区の教育に

育大綱」に

育方針は、
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働

的

性

愛

※

画の策定作
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平

めた「足立

関する基本

に改めるこ

２８年度策

変更

足立区教

※添付リーフ

作業を同時

平成２８年

立区教育委

本的な姿勢

ととする。

策定の教育

更後 

教育大綱 
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員会の教

を示す教

 

振興計画
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1,2 面） 

3,4 面） 

いく。 
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第１３号議案 

   平成２７年度足立区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執

行の状況の点検及び評価について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 定 野  司 

 

   平成２７年度足立区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執

行の状況の点検及び評価について 

 平成２７年度足立区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の

状況の点検及び評価について、別添報告書のとおりとする。 

 

 （提案理由） 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定に基づき、

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び

評価を行う必要があるので、この案を提出いたします。 
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第 １ ３ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年３月１４日 

件   名 平成２７年度足立区教育委員会の権限に属する事務の管理及

び執行の状況の点検及び評価について 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

 １ 目的 

   地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定に基づい

て、足立区教育委員会自らの権限に属する事務の管理及び執行の状況

の点検及び評価を実施し、その結果に対する報告書を別添資料のとお

り報告する。 

 

 ２ 「足立区教育委員会の権限に属する事務（平成２７年度）の管理及

び執行の状況の点検及び評価報告書（案）」の内容 

  （１）検証内容 

    小中一貫教育学校について 

①概要 

       目的、点検・評価の内容、点検・評価のスケジュール、こ

れまでの取り組みの経緯 

     ②評価結果報告書 

       

  （２）検証のための視察先 

      ①興本扇学園 

     ②新田学園 

 

  （３）評価結果報告書の主な内容 

      ①興本扇学園、新田学園の現状 

     ②小中一貫教育学校の課題 

       生活指導面、学力調査面 等 

     ③今後の方向性        

    

 

 

 

今後の方針 

 

足立区議会文教委員会へ報告後、区ホームページで公表する。 
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第１４号議案 

   足立区放課後子ども総合プランの策定について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 定 野  司 

 

   足立区放課後子ども総合プランの策定について 

 足立区放課後子ども総合プランを別紙のとおり定める。 

 

 （提案理由） 

 足立区放課後子ども総合プランの策定の必要があるので、この案を提

出いたします。 
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足立区放課後子ども総合プラン 

 

 １ 趣旨・目的  

文部科学省と厚生労働省は平成２６年７月に、共働き家庭等の「小１の壁」（※１）を打破する

とともに、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な

体験・活動を行うことができるよう、一体型（※２）を中心とした放課後児童健全育成事業（足立

区では「学童保育」という。）及び地域住民等の参画を得て、放課後等に全ての児童を対象として

学習や体験・交流活動などを行う事業（足立区では「あだち放課後子ども教室」という。）の計画

的な整備等を進めることとし、各地方自治体に「放課後子ども総合プラン」についての通知を出し

た。次いで平成２６年１１月に次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定指針が告示された。 

これを受けて、平成３１年度までの学童保育室と放課後子ども教室の整備計画について、一体型

を中心とした放課後子ども教室と学童保育室の設置目標などについて具体的な方策を示した、足立

区放課後子ども総合プランを下記のとおり定める。なお本計画は平成２８年度以降は次世代育成支

援対策推進法に基づく計画（子ども・子育て支援事業計画に含む）の中に位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 整備計画（計画期間 平成２７年度～３１年度）  

（１） 学童保育の目標事業量 

①  平成２６年度までの足立区内の学童保育室の状況（平成２６年４月１日現在） 

 保育室数 利用定員 入室者数 

学童保育室 106 室 4,210 人 3,851 人 

② 学童保育室におけるニーズ量の見込みと確保方策に関する基本的な考え方 

 ア 現状 

現状は、小学校２年生までの児童については、申請者のほとんどが入室できている。ま

た、一日子どもだけで過ごすことになる夏休みが終わると３年生以上の退室児童が増え

るなど、児童の成長などにより学年が上がるにつれて申請数が減少している。 

 イ 整備方針 

  ○ 学童保育の利用対象は小学校１～６年生とするが、学童保育の必要性が高い４年生ま 

でのニーズ量を学童保育での確保目標とする。 

○ ５・６年生は学習塾や習い事などに通う児童が多く、学童保育よりも自由度の高い児 

童館がニーズに即していると考え、児童館機能の強化を図る。 

○ 学童保育室を新規に整備する際には、児童の安全確保や放課後子ども教室との連携な 

どの面において望ましいため、小学校内への整備を検討する。 

  

※１ 小１の壁：子どもが小学校に入学するにあたり、学童保育に希望どおり入室できなかったり、

保育時間が保育園よりも短いために、働き方を見直さなければならない問題。 

※２ 一体型：学童保育とあだち放課後子ども教室の児童が、同一の小学校内（隣接含む）等にあ 

って、両方の児童が放課後子ども教室の実施する体験プログラムに共に参加できるよ

う連携がとられること。 

別 紙 
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③ 量の見込みと確保方策の整備計画（平成２７年度～３１年度）       【単位:人】 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

低学年 4,213 4,254 4,266 4,254 4,232

高学年 1,651 1,640 1,637 1,685 1,702

合計　Ａ 5,864 5,894 5,903 5,939 5,934

4,210 4,465 4,625 4,625 4,705

255 160 0 80 0

4,465 4,625 4,625 4,705 4,705

325 333 333 341 341

④５･６年 707 640 645 673 672

⑤１～４年 381 297 312 247 271

区全域

量の見込み
（※３）

確
保
方
策

年
度
中
整
備

①年度当初定員

合計（①＋②)

そ
の
他

③定数弾力化運用(※４)

児童館
特例利用
（※５）

②定数見直し･増室

 

※確保方策の数値は、入室申請状況や人口推計等により見直す。 

 

 

 

 

ア 学童保育ニーズの補完策として、土曜日や夏休みなど学校休業日の児童館開館時間につ 

いて見直しを図り、平成２７年度より午前９時開館とした。 

イ 保護者が児童の居場所を確認できるように、学童保育需要の多い地域などの児童館に入 

退館管理システムの整備を行う。 

 

（２） あだち放課後子ども教室の目標事業量  

  平成２２年度に全校での実施となり、その後も開催日数及び参加児童数が着実に増加してい

る。今後は全校全学年実施を目指すとともに、体験プログラム（※６）の充実を目指す。 

① 平成２６年度までの放課後子ども教室実施状況（平成２６年度末現在） 

  区分 

年度 

全学年実

施校数 

開催日数 

(1 校当り） 

登録児童

数(人) 

在籍児童

数(人) 

参加児童

数（人） 

週５日開

催校数 

図書室開

催校数 

２２ 41 校 105 日 19,785 32,343 410,673 24 校 22 校

２３ 43 校 130 日 21,035 31,902 492,536 28 校 66 校

２４ 44 校 148 日 22,835 31,462 590,073 48 校 69 校

２５ 48 校 165 日 24,203 31,264 630,015 68 校 70 校

２６ 51 校 171 日 25,150 31,145 700,063 69 校 70 校

《参考》 

 平成２２年度：全校での実施達成 

平成２６年度：週５日開催(98％達成) 

 

 

 

  

※３ 量の見込み：平成２５年１２月実施のニーズ調査結果をもとに算定した。 

※４ 定数弾力化運用：定員の１割増までは受け入れる運用。 

※５ 児童館特例利用：小学校から一旦帰宅せずに直接児童館を利用できる登録制度。

※６ 体験プログラム：放課後子ども教室において自由遊び・学習のほか、意図的・計画的に宿

題や読書などの学習活動、工作や将棋などの文化活動、サッカーなどの

スポーツ活動を取り入れ、活動を支援するもの。（４）③で後述する。
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② 学年及び開催日拡大目標値 （各年度末の見込み数／２６年度は実績数） 

年 度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30・31 年度 

学校数 70 校 69 校 69 校 69 校     

全学年 

実施校数 
51 校 55 校 60 校 63 校 

施設ごとの環境整備に合

わせ全校実施を目指す。 

平均開催日数 171 日 171 日 173 日 175 日  

《参考》 

平成２６年度末現在：１年生～３年生未実施１校 

１年生～２年生未実施９校 

１年生未実施９校 

 

（３） 一体型の学童保育及びあだち放課後子ども教室の目標事業量 

国は、平成３１年度までに、全小学校(約２万か所)で一体的又は連携して実施し、うち１万

か所以上を一体型での実施を目指すこととしている。これにあわせ、区の目標事業量について

の考え方は次のとおりとする。 

① 小学校の大規模改修や統合時に小学校内への学童保育室の設置を促進し、全校のうち約半 

数（平成２６年度末現在７０校中３０校）での設置を目指す。 

② 小学校内に学童保育室のある全小学校において両事業の一体型での実施を目指す。 

③ 住区センター内学童保育室など小学校外の学童保育室も、可能な範囲で連携型（※７）の 

放課後子ども総合プランの実施を検討していく。 

 

 

 
 

（４)  一体型の学童保育及びあだち放課後子ども教室の目標事業量を達成するための 

具体的方策 

① 児童の参加・利用および周知について 

ア 学童保育室の児童があだち放課後子ども教室に参加できるものとして受け入れ態勢を 

整えるとともに、保護者向け利用案内等により周知する。 

② 情報連絡会等について 

   ア 両事業の担当課および公益財団法人足立区生涯学習振興公社の職員は、定期的に連絡会 

を開催し、必要な情報の共有、協議等を行う。 

イ あだち放課後子ども教室のスタッフ・学校関係者・学童保育室従事者は定期的に会議に 

出席し、情報共有や意見交換等を行う。 

③ 体験プログラムの充実について 

ア 放課後子ども教室の中で体験プログラムを実施することで、「家庭学習の補完と学習習 

慣の定着（学習活動）」「興味関心・意欲の醸成、体力の向上（文化・スポーツ活動）」「規 

範意識やコミュニケーション能力の向上（交流）」などが期待できる。 

イ 各校の放課後子ども教室において、実行委員会等の地域住民の協力、足立区生涯学習 

振興公社による人材育成事業、企業・ＮＰＯとの連携、ボランティアセンターやあだ 

ち皆援隊等の人材の活用等により、全校における体験プログラムの導入とさらなる充 

実を目指す。  

※７ 連携型：学童保育が小学校外の場所にあるが、放課後子ども教室が実施する体験プログラ

ムに、学童保育室の児童が参加できるもの。 



 

（５） 学

特別

２１か

検討し

※足立区

学童保育の開

別延長保育ニ

か所）。なお

していく。 

区児童の放

足立
編集
  
  
  

開所時間の延

ニーズの高い

、実施場所

放課後の居

立区放課後
集・発行 足立
    東京
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    メー

延長について

い地域で２５

所については

居場所イ

後子ども総合
立区教育委員会
京都足立区中央
話０３-３８８
ール k-seisa

9 

て 

５か所程度整

は、特別延長

メージ 

合プラン
会学校教育部教
央本町一丁目 1
０-５９６２
aku@city.adac

整備するこ

長保育の需要

   
教育政策課 
17 番 1 号 
ＦＡＸ ０３

chi.tokyo.jp

とを目指す

要数など地域

３-３８８０-５

（平成２６

域状況を分

５６４１ 

年度末現在

析しながら

在

 



 

 

 

10 

第 １ ４ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年３月１４日 

件   名 足立区放課後子ども総合プランの策定について 

所管部課名 
学校教育部 教育政策課、地域のちから推進部 住区推進課、 

足立区生涯学習振興公社 

内 容 

１ 制定の理由 

   文部科学省と厚生労働省は平成２６年７月に「放課後子ども総合プ

ラン」を発表。次いで平成２６年１１月に次世代育成支援対策推進法

に基づく行動計画策定指針が告示されました。これを受けて、平成３

１年度までの放課後子ども教室と学童保育室の整備計画の目標や具体

策を策定する必要があるため。 

 ２ 足立区放課後子ども総合プラン（詳細は別紙１） 

パブリックコメントを平成２８年１月６日から２月４日まで実施し

２名から４件の意見がよせられた。今回の意見によるプラン修正は無

し。 

№ 寄せられた意見の内容 区の考え方 

1 

 

学童保育室の需要見込み

は慎重な対応を希望する。

 

高学年の需要見込みや、３年生の夏

休み以降の減少など、様々な状況を分

析しながら安全・安心な居場所作りを

検討していきます。 

2 

 

学童保育室の質の向上

として、専門資格を保有し

た職員の一定数配置を希

望する。 

国の方針にしたがい放課後児童支

援員の配置を進めていきます。 

3 

 

児童館とのイベントを

共同開催する方法はあり

得るのではないでしょう

か。 

現在もクリスマスなどの行事や昔

遊びなどで多世代の交流を実施して

おります。今後も多世代交流事業の充

実を図ってまいります。 

4 制度が新しくなること

で、学童保育の目的があや

ふやになったり、現場が戸

惑うことのないよう希望

する。 

学童保育と放課後子ども教室は、そ

れぞれの特性を生かしながら連携を

取って、質の向上を図っていきます。

今後、関係者で打ち合わせを密にし、

混乱のないようにしていきます。 

  

今後の方針 
施行年月日  平成２８年３月１４日 

パブリックコメントの実施結果は、ホームページに３月下旬公表予定 
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第１５号議案 

   足立区青少年問題協議会条例施行規則の一部を改正する規則の送

付について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区青少年問題協議会条例施行規則の一部を改正する規則 

 足立区青少年問題協議会条例施行規則（昭和４１年足立区規則第２

号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第３項第１７号中「生活支援課長」を「くらしとしごとの相談

センター所長」に改め、同項第２１号中「教育指導室長」を「教育指導

課長」に改め、同項第２２号中「子ども家庭課長」を「子ども政策課

長」に改める。 

   付 則 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 区長部局及び教育委員会事務局の組織の改正に伴い、規定を整備する

必要があるので、この規則案を提出いたします。 
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第 １ ５ 号 議 案 説 明 資 料  
平成２８年３月１４日 

件 名 足立区青少年問題協議会条例施行規則の一部を改正する規則について 

所管部課名 子ども家庭部 青少年課 

内  容 

 

１ 改正の理由 

「足立区組織規則」及び「足立区教育委員会事務局組織規則」の一

部改正に伴い、関係規定の整備を行う必要あるため。 

 

 

２ 改正の概要（詳細は、別紙１・新旧対照表のとおり） 

条文中の「福祉部生活支援課」を「福祉部くらしとしごとの相談セ

ンター」に、「学校教育部教育指導室」を「学校教育部教育指導課」

に、「子ども家庭部子ども家庭課」を「子ども家庭部子ども政策課」

に改める。 

 

 

３ 施行年月日 

   平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 

 

 

 

 

 



 

 
足立区青少年問題協議会条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

 

 改  正  前 改  正  後 

第１条～第４条 省略 第１条～第４条 省略 

 

（幹事、書記及び事務局） （幹事、書記及び事務局） 

第５条 協議会に幹事及び書記を置く。 第５条 協議会に幹事及び書記を置く。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 幹事は、次に掲げる職にあるものとする。 ３ 幹事は、次に掲げる職にあるものとする。 

(１)～(16) 省略 (１)～(16) 省略  

(17) 福祉部生活支援課長 (17) 福祉部くらしとしごとの相談センター所長 

(18)～(20) 省略 (18)～(20) 省略 

(21) 教育委員会事務局学校教育部教育指導室長 (21) 教育委員会事務局学校教育部教育指導課長 

(22) 教育委員会事務局子ども家庭部子ども家庭課長 (22) 教育委員会事務局子ども家庭部子ども政策課長 

(23) 省略 (23) 省略 

４～６ 省略 

 

４～６ 省略 

第６条～第７条 省略 第６条～第７条 省略 

  

 付 則（平成28年３月 日教委規則第 号） 

 この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

  

 

別紙１ 
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第１６号議案 

   足立区教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

 足立区教育委員会事務局組織規則（平成１２年足立区教育委員会規則

第４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条の見出し中「分課」を「分課等」に改める。 

 第２条第１項中「分課」の次に「及び第４条第２項に規定する室長の

担任する課（以下「課等」という。）」を加え、同項の表学校教育部の

部教育政策課の項の次に次のように加える。 

学校経理課 

教育指導課 

第２条第１項の表学校教育部の部教育指導室の項及び教職員課の項

を削り、同部の次に次のように加える。 

学力定着対策室長 

学力定着推進課 

就学前教育推進課 

第２条第１項の表子ども家庭部の部子ども家庭課の項中「子ども家庭

課」を「子ども政策課」に改め、同部子ども・子育て支援課の項及び子

ども・子育て施設課の項を削り、同部青少年課の項の前に次のように加

える。 

子ども施設整備課 

子ども施設運営課 

子ども施設入園課 

第２条第２項中「部の分課」を「課等」に改める。 
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第３条の見出し中「分掌事務」の次に「及び担任事務」を加え、同条

中「第１項の部」の次に「の分掌事務、次条第２項に規定する室長の担

任事務」を加え、「部の分課」を「課等」に改め、同条の表学校教育部

の部教育政策課の款９の項を削り、同款８の項を同款９の項とし、同款

７の項を同款８の項とし、同款６の項の次に次のように加える。 

   ７ 事務局の調整管理に関すること。 

 第３条の表学校教育部の部教育政策課の款１０の項及び１１の項を

削り、同款１３の項を同款１１の項とし、同款１２の項を同款１０の項

とし、同部教育政策課の款の次に次のように加える。 

学校経理課 

１ 学校勤務区職員の人事・服務に関すること。 

２ 都費行政系職員（事務・栄養士）の人事に係る東京都教育委員

会との調整に関すること。 

３ 教職員の給与、旅費及び福利厚生並びに学校勤務区職員の旅費

に関すること。 

４ 教職員及び学校勤務区職員の労働安全衛生に関すること。 

５ 区立学校の運営及び経理に関すること。 

６ 区立学校の公費及び私費会計の検査等に関すること。 

教育指導課 

１ 教育管理職及び教職員の人事・服務に係る東京都教育委員会と

の調整に関すること。 

２ 区立学校における教育課程等、学校教育に関すること。 

３ 区立学校への支援に関すること。 

４ 教科書その他教材の取り扱いに関すること。 

５ 教科用図書の採択に関すること。 

６ 教育施策の推進に関すること。 

７ 教職員の育成に関すること。 

８ 区立学校におけるいじめ防止対策に関すること 
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第３条の表学校教育部の部教育指導室の款及び教職員課の款を削り、

同部の次に次のように加える。 

学力定着対策室長 

１ 基礎学力定着の推進及び区立学校経営の指導・支援に関するこ

と。 

２ 就学前教育施策の推進及び区立園の指導・支援に関すること。 

学力定着推進課 

１ 基礎学力定着の推進に関すること。 

２ 区立学校経営の指導・支援に関すること。 

３ 区立学校への支援に係る区専門非常勤職員等に関すること。 

４ 学力調査・分析及び学力定着施策・事業の実施に関すること。 

５ 室長の担任事務の調整管理に関すること。 

就学前教育推進課 

１ 就学前教育施策の推進に関すること。 

２ 区立園の指導・支援に関すること。 

第３条の表子ども家庭部の部２の項を次のように改める。 

２ 子育て支援に関すること。 

第３条の表子ども家庭部子ども家庭課の款を次のように改める。 

  子ども政策課 

   １ 子ども施策の推進及び総合調整に関すること。 

   ２ 新たな子ども支援及び子育て支援の仕組みに関すること。 

   ３ 子ども・子育て支援制度の総合調整に関すること。 

   ４ 区立認可保育所及び区立認定こども園職員の人事計画に関

すること。 

   ５ 私立幼稚園・認定こども園及び私立専修学校並びに私立各種

学校等に関すること。 

   ６ 就園援助に関すること。 

   ７ 未就学児の家庭教育の支援に関すること。 
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   ８ 子ども・子育て施設整備基金に関すること。 

   ９ 旧こども家庭支援センターの施設管理に関すること。 

   １０ 子育て支援サービス利用者負担適正化審議会の運営に関

すること。 

   １１ 部の調整管理に関すること。 

   １２ 部内他の課及び係に属しないこと。 

第３条の表子ども家庭部の部子ども・子育て支援課の款及び子ども・

子育て施設課の款を削り、同部青少年課の款の前に次のように加える。 

子ども施設整備課 

１ 保育施設等の整備に関すること。 

２ 保育士確保対策に関すること。 

３ 私立認可保育所に関すること。 

子ども施設運営課 

１ 保育施設等の指導検査及び相談に関すること。 

２ 区立認可保育所に関すること。 

３ 区立認定こども園に関すること。 

子ども施設入園課 

１ 保育の認定及び保育施設の入所に関すること。（東京都認証

保育所を除く。） 

２ 地域型保育（小規模保育・家庭的保育・事業所内保育・居宅

訪問型保育）事業に関すること。 

３ 東京都認証保育所に関すること。 

４ 子ども・子育て支援システム等に関すること。 

５ 保育コンシェルジュ事業に関すること。 

第４条中第４項を第５項とし、同条第３項中「部長」の次に「（第２

項の室長を含む。以下同じ。）」を加え、同項を同条第４項とし、同条

中第２項を第３項とし、第１項の次に次のように加える。 

２ 学校教育部に学力定着対策室長を置く。 
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第５条第１項中「、室に室長を」を削り、同条第３項中「（第１項の

室長を含む。以下同じ。）」及び「又は室」を削る。 

第６条第２項中「分課」を「課等」に改める。 

第７条第１項中「教育政策課」を「青少年課」に改め、同条第２項中

「教育指導室」を「教育指導課及び学力定着推進課」に改める。 

第１０条を削り、第１１条を第１０条とし、第１２条を第１１条とす

る。 

別表を次のように改める。 

別表（第１０条関係） 

所属 教育機関及び行政機関等 

子ども家庭部 子ども施設運

営課 

保育所 

 こども支援センターげんき 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（足立区教育委員会会議規則の一部改正） 

２ 足立区教育委員会会議規則（平成１２年足立区教育委員会規則第４

５号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第２項の表第１順位の項中「教育次長」を「学校教育部長」

に改め、同表第２順位の項中「学校教育部長」を「子ども家庭部長」

に改め、同表第３順位の項を削る。 

 

 （提案理由） 

 教育委員会事務局の組織の改正に伴い、規定を整備する必要があるの

で、この規則案を提出いたします。 
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第 １ ６ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年３月１４日 

件   名 足立区教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

教育委員会事務局の組織改正に伴い、以下のとおり足立区教育委員会事務

局組織規則の一部を改正する。 

 

 １ 主な改正内容（詳細は、別紙２・新旧対照表のとおり） 

（１）教育次長 

教育次長組織を廃止する。新たに、「学力定着対策室」を設置し、

学校教育部内に置く。 

（２）学校教育部 

学力定着対策室の設置に伴い、「教育指導室」を「教育指導課」に

名称変更。「教職員課」を廃止し、係は「教育指導課」と新たに設置

される「学校経理課」へ移管。 

（３）子ども家庭部 

    「子ども家庭課」を「子ども政策課」に名称変更。「子ども・子育

て支援課」及び「子ども・子育て施設課」を廃止し、「子ども施設

整備課」、「子ども施設運営課」、「子ども施設入園課」を設置。

こども支援センターげんき所長を部長級とし、「支援管理課」等

を設置。 

（４）その他 

各課における分掌事務を規定 

 

２ 教育長職務代理者の職務代行者 

教育次長組織の廃止に伴い、足立区教育委員会会議規則第８条の職務

代行者の順位を改める。（付則による改正） 

 

３ 施行年月日 

平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

 

今後の方針 本件議決後、関連する訓令等の改正処理を行う。 

 

 

 



 

足立区教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 新旧対照表（案） 
 

 改  正  前 改  正  後 

（目的） （目的） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年

法律第162号）第17条第２項の規定に基づき足立区教育委員会事務局（以下

「事務局」という。）の組織等に関し定めるものとする。 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年

法律第162号）第17条第２項の規定に基づき足立区教育委員会事務局（以下

「事務局」という。）の組織等に関し定めるものとする。 

（部の設置及び分課） （部の設置及び分課等） 

第２条 事務局に次の部を置き、部の分課は次のとおりとする。 第２条 事務局に次の部を置き、部の分課及び第４条第２項に規定する室長

の担任する課（以下「課等」という。）は次のとおりとする。 

学校教育部 学校教育部 

教育政策課 教育政策課 

 学校経理課 

 教育指導課 

学校施設課 学校施設課 

学務課 学務課 

教育指導室  

教職員課  

 学力定着対策室長 

 学力定着推進課 

 就学前教育推進課 

子ども家庭部 子ども家庭部 

子ども家庭課 子ども政策課 

子ども・子育て支援課  

子ども・子育て施設課  

 子ども施設整備課 

 子ども施設運営課 

 子ども施設入園課 

青少年課 青少年課 

別紙２ 



 

 改  正  前 改  正  後 

２ 足立区教育委員会教育長（以下「教育長」という。）は、足立区教育委

員会（以下「教育委員会」という。）の承認を得て、前項の部の分課に係

を置くことができる。 

２ 足立区教育委員会教育長（以下「教育長」という。）は、足立区教育委

員会（以下「教育委員会」という。）の承認を得て、前項の課等に係を置

くことができる。 

（分掌事務） （分掌事務及び担任事務） 

第３条 前条第１項の部及び部の分課の分掌事務は、次のとおりとする。 第３条 前条第１項の部の分掌事務、次条第２項に規定する室長の担任事務

及び課等の分掌事務は、次のとおりとする。 

学校教育部 学校教育部 

１ 教育委員会に関すること。 １ 教育委員会に関すること。 

２ 教育行政の企画及び調整に関すること。 ２ 教育行政の企画及び調整に関すること。 

３ 学校教育施策の推進に関すること。 ３ 学校教育施策の推進に関すること。 

４ 学校施設の維持管理及び更新に関すること。 ４ 学校施設の維持管理及び更新に関すること。 

５ 児童・生徒の就学に関すること。 ５ 児童・生徒の就学に関すること。 

６ 教職員等の人事に関すること。 ６ 教職員等の人事に関すること。 

７ 事務局の調整管理に関すること。 ７ 事務局の調整管理に関すること。 

教育政策課 教育政策課 

１ 教育委員会に関すること。 １ 教育委員会に関すること。 

２ 教育行政の基本的な政策の立案及び重要施策の総合調整に関する

こと。 

２ 教育行政の基本的な政策の立案及び重要施策の総合調整に関する

こと。 

３ 学校教育に係る支援の全体調整に関すること。 ３ 学校教育に係る支援の全体調整に関すること。 

４ 開かれた学校づくりの推進に関すること。 ４ 開かれた学校づくりの推進に関すること。 

５ 学校運営協議会に関すること。 ５ 学校運営協議会に関すること。 

６ 事務局職員の人事に関すること。 ６ 事務局職員の人事に関すること。 

７ 文書及び公印に関すること。 ７ 事務局の調整管理に関すること。 

８ 法規及び庁規に関すること。 ８ 文書及び公印に関すること。 

９ 区立学校の運営及び経理に関すること。  

10 区立学校の公費及び私費会計の検査等に関すること。  

11 事務局の調整管理に関すること。 ９ 法規及び庁規に関すること。 

12 放課後子ども教室事業に関すること。 10 放課後子ども教室事業に関すること。 
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13 公益財団法人足立区生涯学習振興公社との連絡調整に関するこ

と。 

11 公益財団法人足立区生涯学習振興公社との連絡調整に関するこ

と。 

（新設） 学校経理課 

 １ 学校勤務区職員の人事・服務に関すること。 

 ２ 都費行政系職員（事務・栄養士）の人事に係る東京都教育委員会

との調整に関すること。 

 ３ 教職員の給与、旅費及び福利厚生並びに学校勤務区職員の旅費に

関すること。 

 ４ 教職員及び学校勤務区職員の労働安全衛生に関すること。 

 ５ 区立学校の運営及び経理に関すること。 

 ６ 区立学校の公費及び私費会計の検査等に関すること。 

（新設） 教育指導課 

 １ 教育管理職及び教職員の人事・服務に係る東京都教育委員会との

調整に関すること。 

 ２ 区立学校における教育課程等、学校教育に関すること。 

 ３ 区立学校への支援に関すること。 

 ４ 教科書その他教材の取り扱いに関すること。 

 ５ 教科用図書の採択に関すること。 

 ６ 教育施策の推進に関すること。 

 ７ 教職員の育成に関すること。 

 ８ 区立学校におけるいじめ防止対策に関すること 

学校施設課 学校施設課 

１ 区立学校の施設更新計画及び維持管理に関すること。 １ 区立学校の施設更新計画及び維持管理に関すること。 

２ 区立学校の設備に関すること。 ２ 区立学校の設備に関すること。 

３ 区立学校の改修等の設計及び工事に関すること。 ３ 区立学校の改修等の設計及び工事に関すること。 

４ 区立学校の施設・設備の維持管理に関する指導・助言に関するこ

と。 

４ 区立学校の施設・設備の維持管理に関する指導・助言に関するこ

と。 

５ 区立学校の設置並びに廃止の事務に関すること。 ５ 区立学校の設置並びに廃止の事務に関すること。 
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６ 区立学校の改築及び大規模改修の総合調整に関すること。 ６ 区立学校の改築及び大規模改修の総合調整に関すること。 

７ 教育委員会の所管する教育財産の管理に関すること。 ７ 教育委員会の所管する教育財産の管理に関すること。 

学務課 学務課 

１ 学齢児童及び生徒の就学に関すること。 １ 学齢児童及び生徒の就学に関すること。 

２ 区立学校の学級編制に関すること。 ２ 区立学校の学級編制に関すること。 

３ 区立学校の学区域に関すること。 ３ 区立学校の学区域に関すること。 

４ 就学援助及び進学援助に関すること。 ４ 就学援助及び進学援助に関すること。 

５ 学校保健及び学校環境衛生に関すること。 ５ 学校保健及び学校環境衛生に関すること。 

６ 学校給食に関すること。 ６ 学校給食に関すること。 

７ 自然教室及び校外施設の運営・維持管理に関すること。 ７ 自然教室及び校外施設の運営・維持管理に関すること。 

教育指導室 （削除） 

１ 教職員の人事の統括に関すること。  

２ 区立学校における教育課程、学習指導及びその他の学校教育に関

すること。 

 

３ 教育課題への取組みと実践に関すること。  

４ 区立学校への支援に関すること。  

５ 教科用図書の採択に関すること。  

６ 教育施策の推進に関すること。  

７ 教職員の育成に関すること。  

８ 小中一貫教育及び幼・保・小・中連携教育に関すること。  

９ 学校評価に関すること。  

10 学力向上及び学力調査に関すること。  

11 区立学校におけるいじめ防止対策に関すること。  

教職員課 （削除） 

１ 教職員（非常勤講師を含む。）及び学校勤務区職員の人事・服務

に関すること。 

 

２ 教職員の給与、旅費及び福利厚生並びに学校勤務区職員の旅費に

関すること。 
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３ 教職員及び学校勤務区職員の労働安全衛生に関すること。  

（新設） 学力定着対策室長 

 １ 基礎学力定着の推進及び区立学校経営の指導・支援に関すること。 

 ２ 就学前教育施策の推進及び区立園の指導・支援に関すること。 

（新設） 学力定着推進課 

 １ 基礎学力定着の推進に関すること。 

 ２ 区立学校経営の指導・支援に関すること。 

 ３ 区立学校への支援に係る区専門非常勤職員等に関すること。 

 ４ 学力調査・分析及び学力定着施策・事業の実施に関すること。 

 ５ 室長の担任事務の調整管理に関すること。 

（新設） 就学前教育推進課 

 １ 就学前教育施策の推進に関すること。 

 ２ 区立園の指導・支援に関すること。 

子ども家庭部 子ども家庭部 

１ 児童福祉に関すること。 １ 児童福祉に関すること。 

２ 幼児教育の振興に関すること。 ２ 子育て支援に関すること。 

３ 青少年及び家庭教育施策の推進に関すること。 ３ 青少年及び家庭教育施策の推進に関すること。 

４ 教育相談及び特別支援教育に関すること。 ４ 教育相談及び特別支援教育に関すること。 

子ども家庭課 子ども政策課 

１ 子ども施策の推進及び調整に関すること。 １ 子ども施策の推進及び総合調整に関すること。 

２ 新たな子ども支援及び子育て支援の仕組みに関すること。 ２ 新たな子ども支援及び子育て支援の仕組みに関すること。 

３ 幼児教育の振興に関すること。 ３ 子ども・子育て支援制度の総合調整に関すること。 

４ 区立保育所及び区立認定こども園職員の人事計画に関すること。 ４ 区立認可保育所及び区立認定こども園職員の人事計画に関するこ

と。 

５ 私立幼稚園・認定こども園及び私立専修学校並びに私立各種学校

等に関すること。 

５ 私立幼稚園・認定こども園及び私立専修学校並びに私立各種学校

等に関すること。 

６ 就園援助に関すること。 ６ 就園援助に関すること。 

７ 未就学児の家庭教育の支援に関すること。 ７ 未就学児の家庭教育の支援に関すること。 
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８ 子ども・子育て施設整備基金に関すること。 ８ 子ども・子育て施設整備基金に関すること。 

９ 子ども・子育て支援新制度に関すること。  

10 旧こども家庭支援センターの施設管理に関すること。 ９ 旧こども家庭支援センターの施設管理に関すること。 

 10 子育て支援サービス利用者負担適正化審議会の運営に関するこ

と。 

11 部の調整管理に関すること。 11 部の調整管理に関すること。 

 12 部内他の課及び係に属しないこと。 

子ども・子育て支援課 （削除） 

１ 保育計画に関すること。  

２ 保育施設の指導調整に関すること。  

３ 保育の認定及び保育施設（東京都認証保育所を除く。）の入所に

関すること。 

 

４ 保育システムに関すること。  

子ども・子育て施設課 （削除） 

１ 認可保育所に関すること。  

２ 特別保育に関すること。  

３ 東京都認証保育所に関すること。  

４ 区立認定こども園に関すること。  

５ 地域型保育給付に関すること。  

６ 認証保育所等利用者助成事業に関すること。  

（新設） 子ども施設整備課 

 １ 保育施設等の整備に関すること。 

 ２ 保育士確保対策に関すること。 

 ３ 私立認可保育所に関すること。 

（新設） 子ども施設運営課 

 １  保育施設等の指導検査及び相談に関すること。 

 ２  区立認可保育所に関すること。 

 ３  区立認定こども園に関すること。 
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（新設） 子ども施設入園課 

 １  保育の認定及び保育施設の入所に関すること。（東京都認証保育

所を除く。） 

 ２  地域型保育（小規模保育・家庭的保育・事業所内保育・居宅訪問

型保育）事業に関すること。 

 ３  東京都認証保育所に関すること。 

 ４  子ども・子育て支援システム等に関すること。 

 ５  保育コンシェルジュ事業に関すること。 

青少年課 青少年課 

１ 青少年教育及び青少年対策の推進及び調整に関すること。 １ 青少年教育及び青少年対策の推進及び調整に関すること。 

２ 家庭教育支援の推進及び調整に関すること。 ２ 家庭教育支援の推進及び調整に関すること。 

３ 青少年活動及び家庭教育支援のための研修、人材育成に関するこ

と。 

３ 青少年活動及び家庭教育支援のための研修、人材育成に関するこ

と。 

４ 青少年活動及び家庭教育に関する調査研究及び関連資料の収集及

び提供に関すること。 

４ 青少年活動及び家庭教育に関する調査研究及び関連資料の収集及

び提供に関すること。 

５ 青少年及び家庭教育の相談に関すること。 ５ 青少年及び家庭教育の相談に関すること。 

６ 青少年、青少年団体及び青少年健全育成団体の活動の支援及び相

互の交流の促進に関すること。 

６ 青少年、青少年団体及び青少年健全育成団体の活動の支援及び相

互の交流の促進に関すること。 

７ 家庭教育に関わる団体の活動の支援及び相互の交流の促進に関す

ること。 

７ 家庭教育に関わる団体の活動の支援及び相互の交流の促進に関す

ること。 

８ こども未来創造館及び西新井文化ホールの施設の提供に関するこ

と。 

８ こども未来創造館及び西新井文化ホールの施設の提供に関するこ

と。 

９ 学校教育活動を支援するための体験学習に関すること。 ９ 学校教育活動を支援するための体験学習に関すること。 

10 社会教育委員に関すること。 10 社会教育委員に関すること。 

（部長等の職及び職責） （部長等の職及び職責） 

第４条 部に部長を置く。 第４条 部に部長を置く。 

 ２ 学校教育部に学力定着対策室長を置く。 

２ 部に参事を置くことができる。 ３ 部に参事を置くことができる。 
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３ 部長は、教育長の命を受け、その事務をつかさどり、所属職員を指揮監

督する。 

４ 部長（第２項の室長を含む。以下同じ。）は、教育長の命を受け、その

事務をつかさどり、所属職員を指揮監督する。 

４ 参事は、部長を補佐し、担任の事務をつかさどり、所属職員を指揮監督

する。 

５ 参事は、部長を補佐し、担任の事務をつかさどり、所属職員を指揮監督

する。 

（課長等の職及び職責） （課長等の職及び職責） 

第５条 課に課長を、室に室長を置く。 第５条 課に課長を置く。 

２ 部に副参事を置くことができる。 ２ 部に副参事を置くことができる。 

３ 課長（第１項の室長を含む。以下同じ。）は、上司の命を受け、その課

又は室の事務をつかさどり、所属職員を指揮監督する。 

３ 課長は、上司の命を受け、その課の事務をつかさどり、所属職員を指揮

監督する。 

４ 副参事は、上司の命を受け、担任の事務をつかさどり、所属職員を指揮

監督する。 

４ 副参事は、上司の命を受け、担任の事務をつかさどり、所属職員を指揮

監督する。 

（係長等の職及び職責） （係長等の職及び職責） 

第６条 係に係長を置く。 第６条 係に係長を置く。 

２ 部長は、教育長の承認を得て、第２条第１項の分課に担当係長を置くこ

とができる。 

２ 部長は、教育長の承認を得て、第２条第１項の課等に担当係長を置くこ

とができる。 

３ 部長は、教育長の承認を得て、第２条第２項の係（前項の担当係長を含

む。以下この項及び第６項において同じ。）に主査を置くことができる。

３ 部長は、教育長の承認を得て、第２条第２項の係（前項の担当係長を含

む。以下この項及び第６項において同じ。）に主査を置くことができる。 

４ 係長は、上司の命を受け、その係の事務を処理し、所属職員を指揮監督

する。 

４ 係長は、上司の命を受け、その係の事務を処理し、所属職員を指揮監督

する。 

５ 担当係長は、上司の命を受け、担任の事務を処理し、所属職員を指揮監

督する。 

５ 担当係長は、上司の命を受け、担任の事務を処理し、所属職員を指揮監

督する。 

６ 主査は、上司の命を受け、係の事務のうち特定の事務を処理する。 ６ 主査は、上司の命を受け、係の事務のうち特定の事務を処理する。 

（専門職の設置及び職責） （専門職の設置及び職責） 

第７条 教育政策課に社会教育主事を置く。 第７条 青少年課に社会教育主事を置く。 

２ 教育指導室に統括指導主事及び指導主事を置く。 ２ 教育指導課及び学力定着推進課に統括指導主事及び指導主事を置く。 

３ 前２項に定めるもののほか、部に社会教育主事及び社会教育主事補を置

くことができる。 

３ 前２項に定めるもののほか、部に社会教育主事及び社会教育主事補を置

くことができる。 

４ 社会教育主事は、上司の命を受け、社会教育行政の指導及び助言に関す４ 社会教育主事は、上司の命を受け、社会教育行政の指導及び助言に関す
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る事務に従事する。 る事務に従事する。 

５ 社会教育主事補は、上司の命を受け、社会教育主事の職務を補助する。５ 社会教育主事補は、上司の命を受け、社会教育主事の職務を補助する。 

６ 統括指導主事及び指導主事は、上司の命を受け、学校における教育課程

学習指導その他学校教育に関する専門的事項の指導に関する事務に従事す

る。 

６ 統括指導主事及び指導主事は、上司の命を受け、学校における教育課程

学習指導その他学校教育に関する専門的事項の指導に関する事務に従事す

る。 

（その他の職員の職及び職責） （その他の職員の職及び職責） 

第８条 第４条から第７条までの職のほか、必要な職を置くことができる。第８条 第４条から第７条までの職のほか、必要な職を置くことができる。 

２ 第４条から第７条までに定める職員以外の職員は、上司の命を受け、事

務に従事する。 

２ 第４条から第７条までに定める職員以外の職員は、上司の命を受け、事

務に従事する。 

（職責の分任） （職責の分任） 

第９条 部長は、必要があるときは、教育長の承認を得て、部長、課長又は

係長の職責の一部を、それぞれ参事、副参事又は担当係長に分任させるこ

とができる。 

第９条 部長は、必要があるときは、教育長の承認を得て、部長、課長又は

係長の職責の一部を、それぞれ参事、副参事又は担当係長に分任させるこ

とができる。 

（教育次長の設置等）  

第10条 事務局に教育次長を置く。 （削除） 

２ 教育次長の担任事務は、次のとおりとする。  

(１) 基礎学力定着の推進及び区立学校経営の指導・支援に関すること。  

(２) 就学前教育施策の推進及び区立園の指導・支援に関すること。  

(３) 事務局の施策の全体調整に関すること。  

３ 教育次長に、統括指導主事及び指導主事を置くことができる。  

４ 第４条第２項から前条までの規定は、教育次長に準用する。この場合に

おいて、第４条第２項中「部」とあるのは「教育次長」と、同条第３項及

び第４項中「部長」とあるのは「教育次長」と、第５条第２項中「部」と

あるのは「教育次長」と、第６条第２項中「部長」とあるのは「教育次長」

と、同項中「第２条第１項の分課」とあるのは「その所属する副参事」と、

同条第３項中「部長」とあるのは「教育次長」と、第７条第３項中「部」

とあるのは「教育次長」と、前条中「部長」とあるのは「教育次長」と読

み替えるものとする。 

 



 

 改  正  前 改  正  後 

（教育機関等の組織） （教育機関等の組織） 

第11条 教育委員会で所管する教育機関等及び区長の権限に属する事務の委

任等に関する条例（平成23年足立区条例第３号）に基づき教育委員会に委

任された事務に係る機関（以下「行政機関」という。）の内部組織は、教

育委員会が別に定める。 

第10条 教育委員会で所管する教育機関等及び区長の権限に属する事務の委

任等に関する条例（平成23年足立区条例第３号）に基づき教育委員会に委

任された事務に係る機関（以下「行政機関」という。）の内部組織は、教

育委員会が別に定める。 

２ 教育機関及び行政機関等の組織上の所属は、別表のとおりとする。ただ

し、足立区教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規則（平成

23年足立区教育委員会規則第17号）に規定する補助執行させる事務に係る

教育機関等の組織上の所属は、教育委員会が別に定める。 

２ 教育機関及び行政機関等の組織上の所属は、別表のとおりとする。ただ

し、足立区教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規則（平成

23年足立区教育委員会規則第17号）に規定する補助執行させる事務に係る

教育機関等の組織上の所属は、教育委員会が別に定める。 

（準用） （準用） 

第12条 服務関係については区長部局の職員について定められているものの

例による。 

第11条 服務関係については区長部局の職員について定められているものの

例による。 

 付 則（平成28年３月 日教委規則第 号） 

 （施行期日） 

 １ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

 （足立区教育委員会会議規則の一部改正） 

 ２ 足立区教育委員会会議規則（平成１２年足立区教育委員会規則第45号）

の一部を次のように改正する。 

 第８条第２項の表第１順位の項中「教育次長」を「学校教育部長」に改

め、同表第２順位の項中「学校教育部長」を「子ども家庭部長」に改め、

同表第３順位の項を削る。 

 

別表（第11条関係） 別表（第10条関係） 

 所属 教育機関及び行政機関等   所属 教育機関及び行政機関等  

 子ども家庭部 子ども・子育

て施設課 

保育所   子ども家庭部 子ども施設運

営課 

保育所  

   こども支援センターげんき    こども支援センターげんき  
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第１７号議案 

   足立区教育委員会公印規程の一部を改正する規則 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区教育委員会公印規程の一部を改正する規則 

 足立区教育委員会公印規程（昭和４４年足立区教育委員会規則第２号）

の一部を次のように改正する。 

 別表第１足立区教育委員会印の部２の５の項中 

「            「 

   子ども施設整備課長  

保育課長   を 子ども施設運営課長   に改め、

  子ども施設入園課長  

         」                」 

同部２の６の項を削り、同表足立区教育委員会事務局部長印の部名称

の欄中「足立区教育委員会事務局部長印」を「足立区教育委員会事務局

部（室）長印」に改め、同部管守者の欄中「各部」を「各部（室）」に

改め、同表足立区教育委員会事務局課（室）長印の部名称の欄中「足立

区教育委員会事務局課（室）長印」を「足立区教育委員会事務局課長印」

に改め、同部管守者の欄中「各課（室）長」を「各課長」に改め、同表

足立区教育委員会教育次長印の部を削り、同表足立区こども支援センタ

ーげんき印の部管守者の欄中「こども支援センターげんき所長」を「支

援管理課長」に改め、同表足立区こども支援センターげんき所長印の部

の次に次のように加える。 

足立区こども支援セ

ンターげんき課長印 

60 同 方 20粍 同 こども支援センタ

ーげんき各課長 



 

31 

 別表第２中 

「 

２の３・５・６ 

 

 

 

 

           」 を 

「 

２の３・５ 

 

 

 

 

           」 に、 

「 

１０ 

 

 

 

 

           」 を 

「 

１０ 
 

  

何 

専 
 

用 

足

立

区

教

育 

委 

員 

会 

印 

何 

専 
 

用 

足

立

区

教

育 

委 

員 

会 

印 

足

立

区 

教

育

委

員

会 

事

務

局 

何

部

長

印 
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           」 に、 

「 

１１ 

 

 

 

 

           」 を 

「 

１１ 

 

 

 

 

           」に改め、 

「 

５７ 

 

 

 

 

           」を削り、同表に次のように加える。 

６０ 
 

足

立

区 

教

育

委

員

会 

事

務

局 

何
部(

室)

長
印 

足

立

区 

教

育

委

員

会 

事

務

局 

何

部

何

課 

（

室

）

長

印 

足

立

区 

教

育

委

員

会 
事

務

局 
何
部
何
課
長
印 

足

立

区 

教

育

委

員 

会

事

務

局 

教

育

次

長

印 
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   付 則 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 教育委員会事務局の組織の改正に伴い、規定を整備する必要があるの

で、この規則案を提出いたします。 

足
立
区
こ
ど
も 

支

援

セ 

ン
タ
ー
げ
ん
き 

何

課

長

印 
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第 １ ７ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年３月１４日 

件   名 足立区教育委員会公印規程の一部を改正する規則 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

 

教育委員会事務局の組織改正に伴い、以下のとおり足立区教育委員会公印

規程の一部を改正する。 

 

 １ 主な改正内容（詳細は、別紙３・新旧対照表のとおり） 

（１）別表第１ 

①保育関連所属の組織改正に伴い、保育事務専用印の管主者を変更 

②改正漏れに伴う保育計画事務専用印の廃止 

③学力定着対策室長の設置に伴い、部長印を部（室）長印へ変更 

④教育指導課への名称変更に伴い、課（室）長印を課長印へ変更 

⑤こども支援センターげんき所長が部長級となることに伴い、管主者

を支援管理課長へ変更 

⑥こども支援センターげんき課長印を追加 

 

（２）別表第２ 

①上記（１）②・③・④を理由とするひな型の変更 

②教育次長組織の廃止に伴うひな型の削除 

③こども支援センターげんき課長印のひな型を追加 

 

 

２ 施行年月日 

平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針  

 



足立区教育委員会公印規程の一部を改正する規則 新旧対照表（案） 
 

 改  正  前 改  正  後 

第１条～第１７条 （略） 第１条～第１７条 （略） 

  

 付 則（平成28年３月 日教委規則第 号） 

 この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

  

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

 名称 番号 書体 寸法 用途 管守者   名称 番号 書体 寸法 用途 管守者  

 足立区教育委員

会印 

１ てん書 方 30粍 一般文書 教育政策課

長 

  足立区教育委員

会印 

１ てん書 方 30粍 一般文書 教育政策課

長 

 

 ２ 同 方 60粍 職記用 同   ２ 同 方 60粍 職記用 同  

 ２の２ 同 方 10.5粍証明書その

他 

同   ２の２ 同 方 10.5粍証明書その

他 

同  

 ２の３ 同 方 30粍 電子計算機

事務専用 

同   ２の３ 同 方 30粍 電子計算機

事務専用 

同  

 ２の５ 同 方 30粍 保育事務専

用 

保育課長   ２の５ 同 方 30粍 保育事務専

用 

子ども施設

整備課長 

子ども施設

運営課長 

子ども施設

入園課長 

 

 ２の６ 同 方 30粍 保育計画事

務専用 

保育計画課

長 

   

 足立区教育委員

会事務局印 

３ 同 方 30粍 一般文書 教育政策課

長 

  足立区教育委員

会事務局印 

３ 同 方 30粍 一般文書 教育政策課

長 

 

 （中略）   （中略）  

 足立区教育委員

会割印 

８ 同 長径26粍 一般文書割

印用 

各公印管守

者 

  足立区教育委員

会割印 

８ 同 長径26粍 一般文書割

印用 

各公印管守

者 

 

   短径13粍     短径13粍  

別紙３ 



 改  正  前 改  正  後 

 足立区教育委員

会事務局部長印 

10 同 方 21粍 一般文書 各部庶務担

当課長 

  足立区教育委員

会事務局部（室）

長印 

10 同 方 21粍 一般文書 各部（室）

庶務担当課

長 

 

 足立区教育委員

会事務局課（室）

長印 

11 同 方 21粍 同 各課（室）

長 

  足立区教育委員

会事務局課長印 

11 同 方 21粍 同 各課長  

 足立区立中学校

印 

12 同 方 30粍 同 各中学校長  足立区立中学校

印 

12 同 方 30粍 同 各中学校長  

 13 同 方 60粍 卒業証書用同   13 同 方 60粍 卒業証書用同  

 （中略）   （中略）  

 足立区立こども

園長印 

56 同 方 21粍 一般文書 同   足立区立こども

園長印 

56 同 方 21粍 一般文書 同  

 足立区教育委員

会教育次長印 

57 同 方 21粍 一般文書 教育政策課

長 

   

 足立区こども支

援センターげん

き印 

58 同 方 30粍 同 こども支援

センターげ

んき所長 

  足立区こども支

援センターげん

き印 

58 同 方 30粍 同 支援管理課

長 

 

 足立区こども支

援センターげん

き所長印 

59 同 方 20粍 同 同   足立区こども支

援センターげん

き所長印 

59 同 方 20粍 同 同  

         足立区こども支

援センターげん

き課長印 

60 同 方 20粍 同 こども支援

センターげ

んき各課長 

 

  

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 
 

1～2 の 2 2 の 3・5・6 3 ６ ７

 

1～2 の 2 2 の 3・5 3 ６ ７ 



 改  正  前 改  正  後 

足

立

区 

教

育

委 

員

会

印 

 

専

用 

足

立

区

教

育

委

員

会

印

何 

足
立
区
教
育

委

員

会 

事

務

局

印 

 

足

立

区

教 

育

委

員

会 

教

育

長

印 

足

立

区

教 

育

委

員 

会

教

育

長 

職
務
代
理
印 

8 10 11 12・13 14

 
足

立

区 

教

育

委

員 

会

事

務

局 

何

部

長

印 

足

立

区 

教

育

委

員 

会

事

務

局 

何

部

何

課 

（
室
）
長
印 

 

足

立

区 

立

何 

中

学

校

印 

足

立

区 

立

何

中 

学

校

長

印 

14 の 2 14 の 3 15・16 17 17 の 2

足

立

区

立

何

中

学

校

長

代

理

印
 

足

立

区

立

何

中

学
校
長
代
理
印 

足

立

区

立

何

小

学

校

印
 

足

立

区

立

何

小

学

校

長

印 

足

立

区

立

何

小

学
校
長
代
理
印

17 の 3 43 51 52 55

足

立

区

立

何

小

学
校
長
代
行
印

 

足

立

区

（
付
属
機
関
名

称

）

長

印

足

立

区

立

何

保

育

園

印
 

足

立

区

立

何

保

育

園

長

印

足

立

区

立

何 

こ
ど
も
園
印

20 の 3 57 58 59

足

立

区

立 

何 

こ
ど
も
園
長
印 

 

足

立

区

教

育

委

員

会

事

務

局

教

育

次

長

印

足

立

区

こ

ど

も

支

援

セ

ン

タ

ー

げ

ん

き

印
 

足

立

区

こ

ど

も

支

援

セ

ン
タ
ー
げ
ん
き

所

長

印

 

足

立

区 

教

育

委 

員

会

印 

 

専

用 

足

立

区

教

育

委

員

会

印

何 

足
立
区
教
育

委

員

会 

事

務

局

印 

足

立

区

教 

育

委

員

会 

教

育

長

印 

足

立

区

教 
育

委

員 
会

教

育

長 

職
務
代
理
印 

8 10 11 12・13 14 

 
足

立

区 

教

育

委

員 

会

事

務

局 

何
部(

室)

長
印 

足

立

区 

教

育

委

員 

会

事

務

局 

何
部
何
課
長
印 

足

立

区 

立

何 
中

学

校

印 
足

立

区 

立

何

中 

学

校

長

印 

14 の 2 14 の 3 15・16 17 17 の 2 

足

立

区

立

何

中

学

校

長

代

理

印
 

足

立

区

立

何

中

学
校
長
代
理
印 

足

立

区

立

何

小

学

校

印

足

立

区

立

何

小
学
校
長
印

足

立

区

立

何

小

学
校
長
代
理
印

17 の 3 43 51 52 55 

足

立

区

立

何

小

学
校
長
代
行
印

 

足

立

区

（
付
属
機
関
名

称

）

長

印

足

立

区

立

何

保

育

園

印

足

立

区

立

何

保

育

園

長

印

足

立

区

立

何 

こ
ど
も
園
印

20 の 3 58 58 60

足

立

区

立 

何 

こ
ど
も
園
長
印 

 

足

立

区

こ

ど

も

支

援

セ

ン

タ

ー

げ

ん

き

印

足
立
区
こ
ど 

も

支

援

セ 

ン
タ
ー
げ
ん
き 

所

長

印 

 

足
立
区
こ
ど 

も

支

援

セ 

ン
タ
ー
げ
ん
き 

何

課

長

印 

 

  
 

足

立

区

教

育 

委

員

会

割

印 

足

立

区

教

育 

委

員

会

割

印 
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第１８号議案 

   足立区子育て支援サービス利用者負担適正化審議会条例施行規則

及び足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例施行規則の一

部を改正する規則 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区子育て支援サービス利用者負担適正化審議会条例施行規則

及び足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例施行規則の一

部を改正する規則 

 （足立区子育て支援サービス利用者負担適正化審議会条例施行規則の

一部改正） 

第１条 足立区子育て支援サービス利用者負担適正化審議会条例施行規

則（平成２３年足立区教育委員会規則第５号）の一部を次のように改

正する。 

  第５条中「子ども家庭課」を「子ども政策課」に改める。 

 （足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例施行規則の一部改

正） 

第２条 足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例施行規則（平成

２３年足立区教育委員会規則第２３号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

足立区子ども施設指定管理者選定等審査会条例施行規則 

  第７条中「子ども家庭課」を「子ども政策課」に改める。 

   付 則 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 
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 教育委員会事務局の組織の改正に伴い、規定を整備する必要があるの

で、この規則案を提出いたします。 
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第 １ ８ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年３月１４日 

件   名 
足立区子育て支援サービス利用者負担適正化審議会条例施行規則及び足立

区子ども施設指定管理者等選定審査会条例施行規則の一部を改正する規則

所管部課名 子ども家庭部 子ども家庭課 

内 容 

 

１ 概要 

教育委員会事務局組織改正に伴う規程整備 

 

２ 改正内容（詳細は、別紙４・新旧対照表のとおり） 

（１）組織改正に伴い、以下の審議会及び審査会の庶務を担当する課

の名称を「子ども家庭課」から「子ども政策課」に改める。 

① 足立区子育て支援サービス利用者負担適正化審議会 

② 足立区子ども施設指定管理者等選定審査会 

 

（２）条例名変更に伴い、規則名を以下のとおり変更する。 

旧）足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例施行規則 

新）足立区子ども施設指定管理者選定等審査会条例施行規則 

 

 

 ３ 施行年月日 

平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 

 

 

 

 

  



 

足立区子育て支援サービス利用者負担適正化審議会条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表（案） 

改  正  前 第１条による改正案 

（庶務） 

第５条 審議会の庶務は、子ども家庭部子ども家庭課において処理す

る。 
 

 

（庶務） 

第５条 審議会の庶務は、子ども家庭部子ども政策課において処理す

る。 
 

付 則 

この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 
 
 

足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表（案） 

改  正  前 第２条による改正後 

○足立区子ども施設指定管理者等選定審査会条例施行規則 

 

（庶務） 

第７条 審査会の庶務は、子ども家庭部子ども家庭課において処理す

る。 
 

○足立区子ども施設指定管理者選定等審査会条例施行規則 

 

（庶務） 

第７条 審査会の庶務は、子ども家庭部子ども政策課において処理す

る。 
 

付 則 

この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

別紙４ 
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第１９号議案 

   足立区教育委員会の権限の委任に関する規則の一部を改正する規

則 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区教育委員会の権限の委任に関する規則の一部を改正する規

則 

 足立区教育委員会の権限の委任に関する規則（平成２７年足立区教育

委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１０号中「、異議申立て」を削る。 

   付 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 （提出理由） 

改正行政不服審査法の施行に伴い、規定を整備するする必要があるの

で、この規則案を提出いたします。 
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第 １ ９ 号 議 案 説 明 資 料  

 平成２８年３月１４日 

件   名 足立区教育委員会の権限の委任に関する規則の一部を改正する規則 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

 

１ 改正理由 

改正行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の施行に伴い、所要の

規定整備をする必要が生じたため。 

 

２ 改正内容 

不服申立ての種類が「審査請求」に一元化（異議申立てと審査請求の一

本化）されたことに伴い、文言整理を行う。 

詳細は、別紙５・新旧対照表のとおり。 

 

３ 施行年月日 

平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

今後の方針  

 

 

 

 



 

 
足立区教育委員会の権限の委任に関する規則の一部を改正する規則 新旧対照表（案） 

 

 改  正  前 改  正  後 

第１条 （省略） 第１条 （省略） 

  

（委任事項） （委任事項） 

第２条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する事務を教

育長に委任する。 

第２条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する事務を教

育長に委任する。 

(１)～（９） （省略） (１)～（９） （省略） 

(10) 審査請求、異議申立て及び訴訟に関すること。 (10) 審査請求及び訴訟に関すること。 

(11) （省略） (11)  （省略） 

  

第３条～第４条 （省略） 第３条～第４条 （省略） 

  

 付 則 

 この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

  

 

別紙５ 
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第２０号議案 

   足立区立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

 足立区立学校の管理運営に関する規則（昭和５３年足立区教育委員

会規則第１０号）の一部を次のように改正する。 

 第１３条の見出し及び同条第１項中「課長補佐」を「課長代理」に改

め、同条第２項及び第３項を削る。 

第１３条の２第１項中「課長補佐」を「課長代理」に改め、同条第２

項及び第３項を削り、同条第４項中「前３項」を「前項」に改め、同項

を同条第２項とする。 

   付 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

（提出理由） 

東京都立学校の管理運営に関する規則の改正に伴い、東京都の事務職

員及び栄養士の職務名の変更が必要となったため、この規則案を提出い

たします。 
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第 ２ ０ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年３月１４日 

件   名 足立区立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

所管部課名 学校教育部 教職員課 

内 容 

 

１ 改正の理由 

東京都が「東京都立学校の管理運営に関する規則」の一部を改正した

ことに伴い、東京都の事務職員及び栄養士の職務名の変更が必要となっ

たため、本規則を改正する。 

 

２ 改正内容 

東京都の事務職員及び栄養士の職務名について、「課長補佐」を「課

長代理」に改める。（※ 詳細は、別紙６・新旧対照表のとおり。） 

 

３ 施行年月日 

平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

今後の方針  

 



足立区立学校の管理運営に関する規則 新旧対照表 

 

改  正  前 改  正  後 

（課長補佐等） 

第13条 小中学校に課長補佐を置くことができる。 

２ 小中学校に主査を置くことができる。 

３ 小中学校に次席を置くことができる。 

第13条の２ 課長補佐は上司の命を受け担任の事務を処理し、上

司を補佐する。 

２ 主査は、上司の命を受け担任の事務を処理する。 

３ 次席は、上司の命を受け担任の事務を処理する。 

４ 前３項に定める職員以外の職員は、上司の命を受けその事務

に従事する。 

 

（課長代理等） 

第13条 小中学校に課長代理を置くことができる。 

 

 

第13条の２ 課長代理は上司の命を受け担任の事務を処理し、上

司を補佐する。 

 

 

２ 前項に定める職員以外の職員は、上司の命を受けその事務に

従事する。 

 

付 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

別紙６
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○足立区立学校の管理運営に関する規則 

昭和53年９月27日教育委員会規則第10号 

改正 

昭和55年教育委員会規則第７号 

昭和58年教育委員会規則第４号 

昭和59年教育委員会規則第11号 

昭和63年教育委員会規則第９号 

平成10年教育委員会規則第８号 

平成11年教育委員会規則第２号 

平成12年教育委員会規則第26号 

平成13年12月14日教育委員会規則第26号 

平成14年４月９日教育委員会規則第10号 

平成15年１月15日教育委員会規則第１号 

平成15年12月９日教育委員会規則第15号 

平成16年10月15日教育委員会規則第17号 

平成17年３月10日教育委員会規則第３号 

平成18年12月20日教育委員会規則第18号 

平成19年３月14日教育委員会規則第２号 

平成19年８月16日教育委員会規則第10号 

平成20年３月13日教育委員会規則第３号 

平成23年３月31日教育委員会規則第16号 

平成24年２月15日教育委員会規則第３号 

平成25年12月10日教育委員会規則第６号 

足立区立学校の管理運営に関する規則を公布する。 

足立区立学校の管理運営に関する規則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第33条の

規定に基づき、足立区立小学校及び中学校（以下「学校」という。）の管理運営に関し、必要な

事項を定めることを目的とする。 
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（任務） 

第２条 校長及び職員は、この規則及び他の法令等の定めるところに従い、適正にして円滑な学校

の管理運営に努めなければならない。 

（学校運営協議会） 

第２条の２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第47条の５に規定

する学校運営協議会については、別に定める。 

第２章 小学校及び中学校 

（学期及び休業日） 

第３条 学校教育法施行令（昭和28年政令第340号。以下「施行令」という。）第29条の規定に基づ

く小学校及び中学校（以下「小中学校」という。）の学期及び休業日は、次のとおりとする。 

(１) 学期 

ア 前期 ４月１日から国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第２条に規定する体

育の日（以下「体育の日」という。）まで 

イ 後期 体育の日の翌日から３月31日まで 

(２) 休業日 

ア 夏季休業日 ７月21日から８月24日まで 

イ 冬季休業日 12月26日から１月７日まで 

ウ 春季休業日 ３月26日から４月５日まで 

エ 開校記念日 

オ 都民の日条例（昭和27年東京都条例第75号）の規定する日 

カ その他足立区教育委員会（以下「委員会」という。）が定める日 

２ 休業日に授業を行い、又は授業日に休業しようとするときは、校長は、委員会の許可を受けな

ければならない。ただし、運動会、学芸会、遠足その他の年間行事計画に基づく恒常的行事の実

施のため、休業日に授業を行い、又は授業日に休業しようとする場合は、あらかじめ届け出るこ

とをもつて足りるものとする。 

（臨時休業の報告） 

第４条 学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号。以下「施行規則」という。）第63条及び

同条を準用する施行規則第79条の規定による臨時休業の報告書には、次の事項を記載しなければ

ならない。 

(１) 臨時休業の期日 
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(２) 事由 

(３) 措置 

(４) その他参考となる事項 

（校長の職務） 

第５条 学校教育法（昭和22年法律第26号。以下「法」という。）第37条第４項及び同項を準用す

る法第49条に規定する校長の職務は、おおむね次のとおりとする。 

(１) 学校教育の管理、所属職員の管理、学校施設の管理及び学校事務の管理に関すること。 

(２) 所属職員の職務上及び身分上の監督に関すること。 

(３) 前各号に規定するもののほか、職務上委任又は命令された事項に関すること。 

２ 校長は、所属職員に校務を分掌させることができる。 

（統括校長） 

第５条の２ 学校に、委員会が別に定める基準に基づき、特に重要かつ困難な職責を担う校長の職

として、統括校長を置くことができる。 

（副校長） 

第６条 小中学校に副校長を置く。 

２ 副校長は、校長を助け、命を受けて校務をつかさどり、及び校務を整理する。 

３ 副校長は、校長の命を受け、所属職員を監督し、及び必要に応じ児童又は生徒の教育をつかさ

どる。 

４ 副校長がつかさどる校務は、所属職員の服務に関する事務の一部とし、その範囲は、委員会が

別に定める。 

５ 法第37条第６項及び同項を準用する法第49条に規定する副校長が校長の職務を代理し、又は行

う場合とは、次の場合とする。 

(１) 職務を代理する場合 校長が海外出張、海外旅行、休職又は長期にわたる病気等で職務を

執行することができない場合 

(２) 職務を行う場合 校長が死亡、退職、免職又は失職により欠けた場合 

６ 前項の規定に基づき副校長が校長の職務を代理し、又は行う場合及びそれが終了した場合は、

校長又は副校長は、委員会に報告しなければならない。 

（副校長の職務代理の順序等） 

第７条 ２人以上の副校長のいる学校の校長は、法第37条第６項に定める順序をあらかじめ委員会

に報告しなければならない。 
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（主幹教諭） 

第７条の２ 小中学校に主幹教諭を置く。ただし、特別の事情のあるときは、主幹教諭を置かない

ことができる。 

２ 主幹教諭は、校長及び副校長を助け、命を受けて校務の一部を整理し、並びに児童又は生徒の

教育をつかさどる。 

３ 主幹教諭は、担当する校務について、所属職員（第12条に規定する事務職員及び学校栄養職員

並びに第14条に規定する職員を除く。）を監督する。 

４ 主幹教諭が担当する校務の範囲は、委員会が別に定める基準に基づき、校長が決定する。 

５ 校長は、前項の規定に基づき主幹教諭が担当する校務の範囲を決定したときは、委員会に報告

しなければならない。 

６ 学校の実情に照らし必要があると認めるときは、校長及び副校長を助け、命を受けて校務の一

部を整理し、並びに児童又は生徒の養護をつかさどる主幹教諭を置くことができる。 

（主任教諭及び主任養護教諭） 

第７条の３ 学校に、特に高度の知識又は経験を必要とする教諭の職として、主任教諭を置くこと

ができる。 

２ 学校に、特に高度の知識又は経験を必要とする養護教諭の職として、主任養護教諭を置くこと

ができる。 

（指導教諭） 

第７条の４ 小中学校に指導教諭を置くことができる。 

２ 指導教諭は、児童又は生徒の教育をつかさどり、並びに教諭その他の職員に対して、教育指導

の改善及び充実のために必要な指導及び助言を行う。 

（主任） 

第８条 小中学校に教務主任、生活指導主任、保健主任及び学年主任を置く。ただし、これらの主

任の担当する校務を整理する主幹教諭を置くときその他特別の事情のあるときは、これらの主任

を置かないことができる。 

２ 小学校に研究主任を置く。ただし、当該主任の担当する校務を整理する主幹教諭を置くときそ

の他特別の事情のあるときは、これを置かないことができる。 

３ 中学校に進路指導主任を置く。ただし、当該主任の担当する校務を整理する主幹教諭を置くと

きその他特別の事情のあるときは、これを置かないことができる。 

第９条 前条に規定する主任は、次の各号に掲げる主任ごとに、当該各号に定める事項について企
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画立案及び連絡調整に当たり、必要に応じて指導、助言を行うものとする。 

(１) 教務主任 教務に関する事項 

(２) 生活指導主任 生活指導に関する事項 

(３) 保健主任、保健に関する事項 

(４) 学年主任 学年の教育活動に関する事項 

(５) 研究主任 研究活動に関する事項 

(６) 進路指導主任 進路指導に関する事項 

第10条 第８条に規定する主任は、当該学校の教諭（保健主任については、養護教諭を含む。）の

中から、校長の具申により、委員会が命ずる。ただし、特別の事情がある場合は、指導教諭の中

から、校長の具申により、委員会が命ずることができる。 

２ 第８条第２項に規定する研究主任は、当該学校の指導教諭又は教諭の中から、校長の具申によ

り、委員会が命ずる。 

３ 前２項に規定する主任の任期は、４月１日から翌年の３月31日までとし、再任を妨げない。 

第11条 校長は、第８条に規定する主任のほか、必要に応じ、校務を分掌する主任等を置くことが

できる。 

２ 校長は、前項に規定する主任等を命じたとき、委員会に報告しなければならない。 

３ 前条第２項の規定は、前２項に規定する主任等に準用する。 

（事務職員等の職名） 

第12条 市町村立学校職員給与負担法（昭和23年法律第135号）第１条に規定する事務職員及び学校

栄養職員（以下「都費負担事務職員等」という。）の職名は、職層名及び職務名による。 

２ 職層名は、主事とする。 

３ 職務名は、別表のとおりとする。 

（課長代理等） 

第13条 小中学校に課長代理を置くことができる。 

第13条の２ 課長代理は上司の命を受け担任の事務を処理し、上司を補佐する。 

２ 前項に定める職員以外の職員は、上司の命を受けその事務に従事する。 

（必要な職員） 

第14条 第12条に定めるもののほか、法第37条第２項及び同項を準用する法第49条に規定する必要

な職員については、別に定める。 

（事案の決定） 
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第14条の２ 校長の権限に属する事務及び補助執行をする事務に係る事案の決定手続等については、

委員会が別に定める。 

（職員会議） 

第14条の３ 小中学校に、校長がつかさどる校務を補助させるため、職員会議を置く。 

２ 職員会議は、次の各号に掲げる事項のうち、校長が必要と認めるものを取り扱う。 

(１) 校長が学校の管理運営に関する方針等を周知すること。 

(２) 校長が校務に関する決定等を行うに当たつて、所属職員等の意見を聞くこと。 

(３) 校長が所属職員等相互の連絡を図ること。 

３ 職員会議は、校長が招集し、その運営を管理する。 

４ 前３項に掲げるもののほか、職員会議の組織及び運営について必要な事項は、校長が定める。 

（教育課程の編成） 

第15条 小中学校は、法に掲げる教育目標を達成するために、適正な教育課程を編成するものとす

る。 

（教育課程編成の基準） 

第16条 小中学校が、教育課程を編成するに当たっては、学習指導要領及び委員会が別に定める基

準による。 

（教育課程の届出） 

第17条 校長は、翌年度において実地する教育課程について、次の事項を毎年３月末日までに、委

員会に届け出なければならない。 

(１) 教育目標 

(２) 指導の重点 

(３) 学年別授業日数及び授業時数の配当 

(４) 学校行事 

（部活動） 

第17条の２ 中学校は、その管理下において、部活動を行うものとする。 

（宿泊を伴う学校行事） 

第18条 校長は、修学旅行、夏季施設その他の小中学校が計画する行事で宿泊を伴うものについて

は、委員会が別に定める基準により企画し、その実施期日14日前までに、委員会に計画書を届け

出なければならない。 

（教材の使用） 
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第19条 小中学校は、有益適切と認められる教科書以外の図書その他の教材（以下「教材」という。）

を使用し、教育内容の充実に努めるものとする。 

（教材の選定） 

第20条 小中学校は、教材を使用する場合、学習指導要領及び委員会が定める基準により編成する

教育課程に準拠し、かつ、次の各号の要件を備えるものを選定するものとする。 

(１) 内容が正確中正であること。 

(２) 学習の進度に即応していること。 

(３) 表現が正確適切であること。 

２ 前項に規定する教材の選定に当たつては、保護者の経済的負担について、特に考慮しなければ

ならない。 

（承認又は届け出を要する教材） 

第21条 校長は、教科書の発行されていない教科の主たる教材として使用する教科用図書について

は、使用開始期日30日前までに、委員会の承認を求めなければならない。 

２ 校長は、学年若しくは学級全員又は特定の集団全員の教材として次のものを継続使用する場合、

使用開始期日14日前までに、委員会に届け出なければならない。 

(１) 教科書又は教科書の発行されていない教科の主たる教材として使用する教科用図書と併せ

て使用する副読本、解説書その他の参考書 

(２) 学習の過程又は休業中に使用する各種の学習帳、練習帳、日記帳の類 

（指導要録及び抄本） 

第22条 施行規則第24条に規定する指導要録及びその抄本の様式は、別に定める。 

２ 施行規則第24条に規定する指導要録の抄本及び写の送付は、児童又は生徒の進学又は転学後30

日以内にしなければならない。 

（出席簿） 

第23条 施行規則第25条に規定する出席簿の様式は、別に定める。 

（懲戒） 

第24条 法第11条に規定する懲戒は、訓告、訓戒その他とする。 

２ 訓告は校長が行い、訓戒その他の懲戒は教育上必要な範囲内で校長が定める。 

（原学年留め置き） 

第25条 小中学校において、児童又は生徒の平素の成績を評価した結果、各学年の課程の修了又は

卒業を認めることができないと判定したときは、校長は、その児童又は生徒を原学年に留め置く
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ことができる。 

（出席停止） 

第25条の２ 教育委員会は、次に掲げる行為の１又は２以上を繰り返し行う等性行不良であって他

の児童又は生徒の教育に妨げがあると認める児童又は生徒があるときは、その保護者に対して、

児童又は生徒の出席停止を命ずることができる。 

(１) 他の児童又は生徒に傷害、心身の苦痛又は財産上の損失を与える行為 

(２) 職員に傷害又は心身の苦痛を与える行為 

(３) 施設又は設備を損壊する行為 

(４) 授業その他の教育活動の実施を妨げる行為 

２ 前項の規定により出席停止を命ずる場合には、あらかじめ保護者の意見を聴取するとともに、

理由及び期間を明記した文書を交付する。 

３ 前項に規定するもののほか、出席停止の命令の手続き及び教育上必要な措置に関し必要な事項

は、別に定める。 

（卒業証書） 

第26条 施行規則第58条及び同条を準用する施行規則第79条に規定する卒業証書の様式は、別に定

める。 

（表簿） 

第27条 小中学校において備えなければならない表簿は、施行規則第28条に規定するもののほか、

次のとおりとする。 

(１) 学校沿革誌 

(２) 卒業証書授与台帳 

(３) 旧職員履歴書綴 

(４) 辞令交付簿 

(５) 職員の人事に関する書類綴 

(６) 公文書綴 

(７) 文書件名簿 

(８) 諸願書届書綴 

(９) 統計資料綴 

(10) 学校一覧表 

２ 前項の表簿中第１号から第５号までは永年、第６号は10年、第７号から第８号までは５年、第
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９号は２年、第10号は１年保存しなければならない。 

第３章 削除 

第27条の２から第30条まで 削除 

第４章 雑則 

（委任） 

第31条 この規則の施行について必要な事項は、足立区教育委員会教育長が定める。 

付 則 

１ この規則は、昭和53年10月１日から施行する。 

２ この規則施行の際、この規則第８条に規定する教務主任、生活指導主任、保健主任、学年主任、

進路指導主任の職務に相当する職務を現に校務分掌として校長により命ぜられている者は、昭和

54年３月31日までの間、この規則第７条の規定による教務主任、生活指導主任、保健主任、学年

主任、進路指導主任に命ぜられたものとみなす。 

付 則（平成12年３月31日教委規則第26号） 

この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

付 則（平成13年12月14日教委規則第26号） 

この規則は、平成14年１月11日から施行する。 

付 則（平成14年４月９日教委規則第10号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

付 則（平成15年１月15日教委規則第１号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。ただし、改正規定中委員会が必要と認めることに

関する部分は、公布の日から施行する。 

付 則（平成15年12月９日教委規則第15号） 

この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

付 則（平成16年10月15日教委規則第17号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成17年３月10日教委規則第３号） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

付 則（平成18年12月20日教委規則第18号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第３条の改正規定は、平成19年４月１日から施行

する。 
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付 則（平成19年３月14日教委規則第２号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

付 則（平成19年８月16日教委規則第10号） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

付 則（平成20年３月13日教委規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

（足立区立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則の一部改正） 

２ 足立区立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則（平成19年足立区教育委員会規則

第10号）の一部を次のように改正する。 

第７条の４を第７条の３とする。 

付 則（平成23年３月31日教委規則第16号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

付 則（平成24年２月15日教委規則第３号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成24年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

付 則（平成25年12月10日教委規則第６号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

別表（第12条関係） 

 

都費負担事務職員等 職務名 

事務職員 一般事務 

学校栄養職員 栄養士 

委員会が指定する都費負担事務職員等 委員会が指定する名称 

付 則（平成28年３月14日教委規則第 号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 
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第２１号議案 

足立区幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する

規則 

上記の議案を提出する。 

平成２８年３月１４日 

提出者  足立区教育委員会教育長 定 野  司 

 

足立区幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する

規則 

足立区幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則（平成１２年足立区教

育委員会規則第３４号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項第１号中「１００分の９０」を「１００分の８５」に、

「１００分の１１０」を「１００分の１０５」に改め、同項第２号中「１

００分の４２．５」を「１００分の４０」に、「１００分の５２．５」を

「１００分の５０」に改める。 

付 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

（提案理由） 

特別区人事委員会勧告の趣旨に沿った給与改定を行うにあたり、文言

の修正を行う必要があるので、この規則案を提出いたします。 
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第 ２ １ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年３月１４日 

件  名 足立区幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

所管部課名 子ども家庭部 子ども家庭課 

内   容 

 

特別区人事委員会勧告の主旨に沿った職員の給与改定実施に伴い、

足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例が一部改正された。 

条例改正に伴い、関連規定についての一部改正を行う。 

 

記 

１ 改正の概要 

（１） 民間における特別給の支給状況を勘案し、年間の支給月数を

０．１月引上げる（現行４．２月→４．３月） 

 

（２） 支給月数の引上げ分については、民間の状況等を考慮し、 

勤勉手当に割り振る 

 

  （３） 勧告を受け、平成２７年度については、年間支給分を１２月

にまとめて支給したが、２８年度以降については年２回の支給

割合に戻す必要がある 

 

２ 施行年月日 

平成２８年４月１日から施行する。 

 

３ 新旧対照表 

別紙７のとおり 

 

 

 

 

今後の方針 所属長及び職員に対して、周知を図っていく。 

 



足立区幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 新旧対照表（案） 

改  正  前 改  正  後 

（支給割合） 
第４条 条例第 30 条第２項の教育委員会規則で定める支給割合は、次の

各号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める割合に勤務期間におけ

るその者の別表第１左欄に掲げる欠勤等日数の区分に応じ同表右欄に定

める割合を乗じて得た割合に次項に規定する成績率を乗じて得た割合と

する。 
（１） 法第 28 条の４第１項、第 28 条の５第１項又は第 28 条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」

という。）以外の職員 100 分の 90（条例第 10 条の規定に基づき管理

職手当の支給を受ける職員にあっては 100 分の 110） 
（２） 再任用職員 100 分の 42.5（条例第 10 条の規定に基づき管理

職手当の支給を受ける職員にあっては 100 分の 52.5） 
 

２・３ （略） 

（支給割合） 
第４条 条例第 30 条第２項の教育委員会規則で定める支給割合は、次の各

号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める割合に勤務期間における

その者の別表第１左欄に掲げる欠勤等日数の区分に応じ同表右欄に定め

る割合を乗じて得た割合に次項に規定する成績率を乗じて得た割合とす

る。 
（１） 法第 28 条の４第１項、第 28 条の５第１項又は第 28 条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」

という。）以外の職員 100 分の 85（条例第 10 条の規定に基づき管理

職手当の支給を受ける職員にあっては 100 分の 105） 
（２） 再任用職員 100 分の 40（条例第 10 条の規定に基づき管理職

手当の支給を受ける職員にあっては 100 分の 50） 
 

２・３ （略） 
 

付 則 

この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 
 

 

別紙７ 



49 

第２２号議案 

   足立区特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に

関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 定 野  司 

 

   足立区特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に

関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 足立区特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関す

る条例施行規則（平成２７年足立区教育委員会規則第１７号）の一部を次

のように改正する。 

 第５条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。 

２ 前項に規定するもののほか、減免の申請に係る支給認定子どもが、１

号認定子どもにあってはＢ階層（特別区（市町村）民税均等割課税世帯

に限る。）及びＣ階層、２号若しくは３号認定こどもにあってはＣ階層

及びＤ階層である場合であって、利用者が次に掲げる者であるときの利

用者負担額の減額は、当該各号に定めるところにより算定して得られた

特別区（市町村）民税（当該申請に係る利用者負担が４月から８月まで

の月分にあっては前年度分のものとし、９月から翌年３月までの月分に

あっては当該年度分のものとする。）に対応する階層に適用される額に

減額する。 

 （１）地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１１

号イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者

又は夫の生死が明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「婚

姻をしたことがないものであって母となったことのある女子」と、

「扶養親族その他その者と生計を一にする親族」とあるのを「扶養

親族（子に限る。）又はその者と生計を一にする親族（子に限る。）」
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と読み替えた場合において、同イに該当する者 当該者を同号イに

定める寡婦とみなして、同法に定める特別区（市町村）民税を算定

して得られた額 

 （２）地方税法第２９２条第１項第１２号中「妻と死別し、若しくは妻

と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死が明らかでない者で

政令で定めるもの」を「婚姻をしたことがないものであって父とな

ったことのある男子」と読み替えた場合において、同号に該当する

者 当該者を同号に定める寡夫とみなして、同法に定める特別区（市

町村）民税を算定して得られた額 

３ 前項の規定の適用を受ける者の第１項の規定の適用については、前

項の規定を適用した後の階層区分及び特別区（市町村）民税額を、当

該者の階層区分及び特別区（市町村）民税額とみなして、別表第１及

び別表第２の規定を適用する。 

 第７条中「（昭和２５年法律第２２６号）」を削る。 

 別表第２Ｄ階層の部適用される額（附加基準は適用しない）の欄中「特

別区（市町村）民税額（」を「特別区（市町村）民税所得割額（」に、

「特別区（市町村）民税額に」を「特別区（市町村）民税所得割額に」

に、「仮定特別区（市町村）民税額が」を「仮定特別区（市町村）民税

所得割額が」に、同部７の項適用される額（附加基準は適用しない）の

欄中「仮定特別区（市町村）民税額―」を「仮定特別区（市町村）民税

所得割額―」に、「特別区（市町村）民税額―」を「特別区（市町村）

民税所得割額―」に改め、同部８の項適用される額（附加基準は適用し

ない）の欄中「仮定特別区（市町村）民税額」を「仮定特別区（市町村）

民税所得割額」に、「特別区（市町村）民税額―」を「特別区（市町村）

民税所得割額―」に改め、同部９の項適用される額（附加基準は適用し

ない）の欄中「仮定特別区（市町村）民税額」を「仮定特別区（市町村）

民税所得割額」に、「特別区（市町村）民税額―」を「特別区（市町村）

民税所得割額―」に改め、同部１０の項適用される額（附加基準は適用
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しない）の欄中「仮定特別区（市町村）民税額」を「仮定特別区（市町

村）民税所得割額」に、「特別区（市町村）民税額―その者特別区（市

町村）民税額」を「特別区（市町村）民税所得割額―その者の特別区（市

町村）民税所得割額」に、「特別区（市町村）民税＋」を「特別区（市

町村）民税所得割額＋」に改め、同表に備考として次のように加える。 

 備考 

  この表の条件番号９における仮定特別区（市町村）民税所得割額の

算出に用いる扶養控除額は、地方税法に定める扶養控除額を適用す

る。ただし、同法に扶養控除額の定めがない扶養親族に係る控除額は、

３３万円とする。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の足立区特定教育・保育施設、特定地域型保

育事業等の利用者負担に関する条例施行規則第５条の規定は、平成２

８年４月以後の月分の特定教育・保育施設、特定地域型保育事業者及

び認可外保育施設の利用に係る利用者負担額について適用し、同年３

月以前の月分の特定教育・保育施設、特定地域型保育事業者及び認可

外保育施設の利用に係る利用者負担については、なお従前の例によ

る。 

 

 （提案理由） 

 婚姻歴のないひとり親世帯に対する寡婦（夫）控除のみなし適用の導

入にあたり、規定を整備する必要があるので、この規則案を提出いたし

ます。 
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第 ２ ２ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年３月１４日 

件   名 
足立区特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関する

条例施行規則の一部を改正する規則 

所管部課名 
子ども家庭部 子ども家庭課、子ども・子育て支援課、 

子ども・子育て施設課 

内 容 

１ 改正の理由 

ひとり親世帯において、地方税法上の寡婦（夫）控除の適用を受ける死

別、離婚等による世帯と、適用を受けない婚姻歴がない世帯の間で、教育・

保育施設等の利用者負担額の算定において、差異が生じないようにするた

め、寡婦（夫）控除をみなし適用（以下、みなし寡婦（夫）控除という。）

する。 

 

２ 主な改正内容 

（１）寡婦（夫）控除のみなし適用（別紙８・新旧対照表第５条参照） 

  ア 対象事業 

    幼稚園、認定こども園、認可保育所、小規模保育、家庭的保育（足

立区認定保育ママ含む）の利用者負担額 

イ 対象者 

    婚姻歴がないひとり親世帯 

  ウ みなし寡婦（夫）控除額 

・ 一般寡婦控除（２６万円）を適用 

婚姻歴がない母で、扶養親族である子又は生計を一にする子（総

所得金額が３８万円以下で他の人の配偶者控除、扶養控除の対象と

なっていない）がいるもの 

・ 特別寡婦控除（３０万円）を適用 

婚姻歴がない母で、扶養親族である子を有し、合計所得金額が５

００万円以下であるもの 

・ 寡夫控除（２６万円）を適用 

婚姻歴のない父で、生計を一にする子（総所得金額が３８万円以

下で他の人の配偶者控除、扶養控除の対象となっていない）を有し、

合計所得金額が５００万円以下であるもの 

エ 利用者負担額の算定方法 

寡婦（夫）とみなして、地方税法に定める特別区民税を算定した額

に対応する階層区分に定める利用者負担額を適応する。 

オ 手続き方法 

本人からの申請に基づき、申請時に添付する戸籍謄本で確認の上、

みなし寡婦（夫）対象者とする。 
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（２）その他の規定の整備（別紙８・新旧対照表別表第２参照） 

ア 別表第２中の「特別区（市町村）民税額」を「特別区（市町村）民

税所得割額」に改める。 

イ 別表第２の備考として、「この表の条件番号９における仮定特別区

（市町村）民税所得割額の算出に用いる扶養控除額は、地方税法に定

める扶養控除額を適用する。ただし、同法に扶養控除額の定めがない

扶養親族に係る控除額は、３３万円とする。」を加える。 

 

３ 施行日 

平成２８年４月１日から施行する。 

 

４ その他 

  幼稚園保護者補助金及び認証保育所利用者助成についても、補助金等

の算定において寡婦（夫）控除をみなし適用する。 

 

 

今後の方針 
保育施設利用者に対して、寡婦（夫）控除のみなし適用に関する案内文を

通知するとともに、区ホームページ等で区民に周知していく。 

 



 

足立区特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関する条例施行規則 新旧対照表 

 改  正  前 改  正  後 

第１条～第４条 （略） 第１条～第４条 （略） 

（利用者負担の減免） 

第５条 条例第９条の規定による利用者負担の減額は、支給認定子どもごと

に別表第１及び別表第２に定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （利用者負担の減免） 

第５条 条例第９条の規定による利用者負担の減額は、支給認定子どもごと

に別表第１及び別表第２に定めるところによる。 

２ 前項に規定するもののほか、減免の申請に係る支給認定子どもが、１号

認定子どもにあってはＢ階層（特別区（市町村）民税均等割課税世帯に限

る。）及びＣ階層、２号若しくは３号認定こどもにあってはＣ階層及びＤ

階層である場合であって、利用者が次に掲げる者であるときの利用者負担

額の減額は、当該各号に定めるところにより算定して得られた特別区（市

町村）民税（当該申請に係る利用者負担が４月から８月までの月分にあっ

ては前年度分のものとし、９月から翌年３月までの月分にあっては当該年

度分のものとする。）に対応する階層に適用される額に減額する。 

 （１） 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１１

号イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は

夫の生死が明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻をし

たことがないものであって母となったことのある女子」と、「扶養親族

その他その者と生計を一にする親族」とあるのを「扶養親族（子に限る。）

又はその者と生計を一にする親族（子に限る。）」と読み替えた場合に

おいて、同イに該当する者 当該者を同号イに定める寡婦とみなして、

同法に定める特別区（市町村）民税を算定して得られた額 

 （２） 地方税法第２９２条第１項第１２号中「妻と死別し、若しくは妻

と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死が明らかでない者で政令

で定めるもの」を「婚姻をしたことがないものであって父となったこと

のある男子」と読み替えた場合において、同号に該当する者 当該者を

同号に定める寡夫とみなして、同法に定める特別区（市町村）民税を算

定して得られた額 

３ 前項の規定の適用を受ける者の第１項の規定の適用については、前項の

別紙８ 



 

 

 

 

２ 条例第９条の規定による利用者負担の免除は、支給認定子どもが傷病等

のため一時的に保育の利用ができなくなった場合において、原則として申

請のあった日以降２箇月を限度として保育の利用を停止した期間について

行う。 

規定を適用した後の階層区分及び特別区（市町村）民税額を、当該者の階

層区分及び特別区（市町村）民税額とみなして、別表第１及び別表第２の

規定を適用する。 

４ 条例第９条の規定による利用者負担の免除は、支給認定子どもが傷病等

のため一時的に保育の利用ができなくなった場合において、原則として申

請のあった日以降２箇月を限度として保育の利用を停止した期間について

行う。 

第６条 （略） 第６条 （略） 

 （特別区民税課税額の算出） 

第７条 条例別表第１備考第１項第２号に規定する規則で定める法令の規定

は、地方税法（昭和25年法律第226号）第314条の７から第314条の９まで

並びに附則第５条第３項、第５条の４第６項及び第５条の４の２第６項の

規定とする。 

 （特別区民税課税額の算出） 

第７条 条例別表第１備考第１項第２号に規定する規則で定める法令の規定

は、地方税法第314条の７から第314条の９まで並びに附則第５条第３項、

第５条の４第６項及び第５条の４の２第６項の規定とする。 

第８条～第９条 （略） 第８条～第９条 （略） 

別表第１（第５条関係） （略） 別表第１（第５条関係） （略） 

別表第２（第５条関係） 別表第２（第５条関係） 

２号又は３号認定子ども ２号又は３号認定子ども 

 
階層区分 

条 件

番号
条件 

適用される額（附加基準は

適用しない） 

  
階層区分 

条 件

番号
条件 

適用される額（附加基準は

適用しない） 

 

 Ｂ階層、

Ｃ階層及

びＤ階層 

１ 生活保護法による保護を受

けたとき。 

Ａ階層に適用する額（当月

分のみ） 

  Ｂ階層、

Ｃ階層及

びＤ階層 

１ 生活保護法による保護を受

けたとき。 

Ａ階層に適用する額（当月

分のみ） 

 

 ２ その世帯の収入額が生活保

護法による基準に満たない

とき。 

Ａ階層に適用する額   ２ その世帯の収入額が生活保

護法による基準に満たない

とき。 

Ａ階層に適用する額  



 

 Ｃ階層及

びＤ階層 

３ 地方税法第15条又は課税団

体の条例において前年度又

は当該年度分の特別区（市

町村）民税の徴収を猶予さ

れ、又は納期を延期された

とき。 

① Ｃ階層についてはＢ

階層に適用する額 

② Ｄの１及び２階層に

ついてはＣ階層に適用

する額 

③ Ｄの３階層以上につ

いては３階層低位に適

用する額 

  Ｃ階層及

びＤ階層 

３ 地方税法第15条又は課税団

体の条例において前年度又

は当該年度分の特別区（市

町村）民税の徴収を猶予さ

れ、又は納期を延期された

とき。 

① Ｃ階層についてはＢ

階層に適用する額 

② Ｄの１及び２階層に

ついてはＣ階層に適用

する額 

③ Ｄの３階層以上につ

いては３階層低位に適

用する額 

 

 Ｂ階層及

びＣ階層 

４ その年に前年の所得額の10

分の１を超える災害又は盗

難若しくは横領による損失

（損害保険金等で補てんさ

れる金額を控除する。）を

生じたとき（損失額の認定

及び災害の範囲は地方税法

の例による。）。 

① Ｂ階層についてはＡ

階層に適用する額 

② Ｃ階層についてはＢ

階層に適用する額 

  Ｂ階層及

びＣ階層 

４ その年に前年の所得額の10

分の１を超える災害又は盗

難若しくは横領による損失

（損害保険金等で補てんさ

れる金額を控除する。）を

生じたとき（損失額の認定

及び災害の範囲は地方税法

の例による。）。 

① Ｂ階層についてはＡ

階層に適用する額 

② Ｃ階層についてはＢ

階層に適用する額 

 

 ５ その年に前年の所得額の

100分の５又は地方税法に

定める最高限度額を超える

医療費（保険金等で補てん

される金額を控除する。）

を支出したとき（医療費の

認定及びその範囲は地方税

法の例による。）。 

   ５ その年に前年の所得額の

100分の５又は地方税法に

定める最高限度額を超える

医療費（保険金等で補てん

される金額を控除する。）

を支出したとき（医療費の

認定及びその範囲は地方税

法の例による。）。 

  

 ６ その年に稼働能力のない世

帯員が増加したとき、又は

その年の主たる稼働者が失

業したとき。 

   ６ その年に稼働能力のない世

帯員が増加したとき、又は

その年の主たる稼働者が失

業したとき。 

  

 Ｄ階層 ７ その年に前年の所得額の10特別区（市町仮定特別（市  Ｄ階層 ７ その年に前年の所得額の10特別区（市町仮 定 特 別 区 



 

分の１を超える災害又は盗

難若しくは横領による損失

（損害保険金等で補てんさ

れる金額を控除する。）を

生じたとき（損失額の認定

及び災害の範囲は地方税法

の例による。）。 

村）民税額

（４月から

８月までの

月分の利用

者負担額に

あっては前

年度分のも

のとし、９月

から翌年３

月までの月

分の利用者

負担額にあ

っては当該

年度分のも

のとする。以

下同じ。）を

右記の算式

のとおり仮

定し、仮定し

た特別区（市

町村）民税額

に対応する

階層に適用

される額（仮

定特別区（市

町村）民税額

が０円以下

のときはＢ

階層に適用

町村）区民税

額 ＝ 特 別 区

（市町村）民

税額－（損害

金額－保険金

等で補てんさ

れる金額－前

年の所得額の

10分の１）×

階層ごとに次

に定める値 

①Ｄの１から

８階層 

0.3 

②Ｄの９から

13階層 

0.25 

③Ｄの14から

16階層 

0.2 

④Ｄの17から

19階層 

0.15 

⑤Ｄの20階層

以上 

0.1 

分の１を超える災害又は盗

難若しくは横領による損失

（損害保険金等で補てんさ

れる金額を控除する。）を

生じたとき（損失額の認定

及び災害の範囲は地方税法

の例による。）。 

村）民税所得

割額（４月か

ら８月まで

の月分の利

用者負担額

にあっては

前年度分の

ものとし、９

月から翌年

３月までの

月分の利用

者負担額に

あっては当

該年度分の

ものとする。

以下同じ。）

を右記の算

式のとおり

仮定し、仮定

した特別区

（市町村）民

税所得割額

に対応する

階層に適用

される額（仮

定特別区（市

町村）民税所

得割額が０

円以下のと

（市町村）民

税所得割額＝

特別区（市町

村）民税所得

割額－（損害

金額－保険金

等で補てんさ

れる金額－前

年の所得額の

10分の１）×

階層ごとに次

に定める値 

①Ｄの１から

８階層 

0.3 

②Ｄの９から

13階層 

0.25 

③Ｄの14から

16階層 

0.2 

④Ｄの17から

19階層 

0.15 

⑤Ｄの20階層

以上 

0.1 

 ８ その年に前年の所得額の

100分の５又は地方税法に

仮 定 特 別 区

（市町村）民

  ８ その年に前年の所得額の

100分の５又は地方税法に

仮 定 特 別 区

（市町村）民

 



 

定める最高限度額を超える

医療費（保険金等で補てん

される金額を控除する。）

を支出したとき（医療費の

認定及びその範囲は地方税

法の例による。）。 

する額） 税額＝｛特別

区（市町村）

民税額－｛支

払った医療費

－保険金等で

補てんされる

金額－特別区

（市町村）民

税額の100分

の５（当該金

額が地方税法

に定める最高

限度額を超え

る場合にはそ

の 最 高 限 度

額）｝×階層

ごとに次に定

める値 

①Ｄの１から

８階層 

0.3 

②Ｄの９から

13階層 

0.25 

③Ｄの14から

16階層 

0.2 

④Ｄの17から

19階層 

定める最高限度額を超える

医療費（保険金等で補てん

される金額を控除する。）

を支出したとき（医療費の

認定及びその範囲は地方税

法の例による。）。 

きはＢ階層

に適用する

額） 

税所得割額＝

｛特別区（市

町村）民税所

得割額－｛支

払った医療費

－保険金等で

補てんされる

金額－特別区

（市町村）民

税額の100分

の５（当該金

額が地方税法

に定める最高

限度額を超え

る場合にはそ

の 最 高 限 度

額）｝×階層

ごとに次に定

める値 

①Ｄの１から

８階層 

0.3 

②Ｄの９から

13階層 

0.25 

③Ｄの14から

16階層 

0.2 

④Ｄの17から



 

0.15 

⑤Ｄの20階層

以上 

0.1 

19階層 

0.15 

⑤Ｄの20階層

以上 

0.1 

 ９ その年に稼働能力のない世

帯員が増加したとき。 

 仮 定 特 別 区

（市町村）民

税額＝特別区

（市町村）民

税額－（扶養

控除額×増加

人員）×階層

ごとに次に定

める値 

①Ｄの１から

８階層 

0.3 

②Ｄの９から

13階層 

0.25 

③Ｄの14から

16階層 

0.2 

④Ｄの17から

19階層 

0.15 

⑤Ｄの20階層

以上 

0.1 

  ９ その年に稼働能力のない世

帯員が増加したとき。 

 仮 定 特 別 区

（市町村）民

税所得割額＝

特別区（市町

村）民税所得

割額－（扶養

控除額×増加

人員）×階層

ごとに次に定

める値 

①Ｄの１から

８階層 

0.3 

②Ｄの９から

13階層 

0.25 

③Ｄの14から

16階層 

0.2 

④Ｄの17から

19階層 

0.15 

⑤Ｄの20階層

以上 

 



 

0.1 

 10 その年の主たる稼働者が失

業したとき。 

 仮 定 特 別 区

（市町村）民

税額＝（その

世帯の特別区

（市町村）民

税額－その者

特別区（市町

村）民税額＋

退職所得に係

る特別区（市

町村）民税額）

  10 その年の主たる稼働者が失

業したとき。 

 仮 定 特 別 区

（市町村）民

税所得割額＝

（その世帯の

特別区（市町

村）民税所得

割額－その者

の特別区（市

町村）民税所

得割額＋退職

所得に係る特

別区（市町村）

民税額） 

 

 Ｂ階層、

Ｃ階層及

びＤ階層 

11 その世帯の前３箇月の平均

収入額（賞与を除く。）が

前年の平均収入月額（賞与

を除く。）より１割以上低

額と認められるとき。 

１階層低位に適用する額

（１階層低位に適用して

もなお減額されない場合

は最初に減額されるまで

順次低位に適用する額）

※適用期間は３箇月を限

度とする。 

  Ｂ階層、

Ｃ階層及

びＤ階層 

11 その世帯の前３箇月の平均

収入額（賞与を除く。）が

前年の平均収入月額（賞与

を除く。）より１割以上低

額と認められるとき。 

１階層低位に適用する額

（１階層低位に適用して

もなお減額されない場合

は最初に減額されるまで

順次低位に適用する額） 

※適用期間は３箇月を限

度とする。 

 

 12 生計を一にする世帯から同

時に２人以上の小学校就学

前子どもが幼稚園（特定教

育・保育施設を除く。）、

特別支援学校の幼稚部、若

しくは情緒障害児短期治療

施設通所部に通い、在学し、

若しくは在籍し、又は児童

条例第５条第１項及び第

２項の規定に準じ、算定し

た額 

  12 生計を一にする世帯から同

時に２人以上の小学校就学

前子どもが幼稚園（特定教

育・保育施設を除く。）、

特別支援学校の幼稚部、若

しくは情緒障害児短期治療

施設通所部に通い、在学し、

若しくは在籍し、又は児童

条例第５条第１項及び第

２項の規定に準じ、算定し

た額 

 



 

発達支援若しくは医療型児

童発達支援を受けている場

合であって、当該小学校就

学前子どもらのうち最年長

でない子どもが特定教育・

保育施設、認可外保育施設

又は特定地域型保育事業を

利用しているとき。 

発達支援若しくは医療型児

童発達支援を受けている場

合であって、当該小学校就

学前子どもらのうち最年長

でない子どもが特定教育・

保育施設、認可外保育施設

又は特定地域型保育事業を

利用しているとき。 

 Ｂ階層、

Ｃ階層及

びＤの１

から３階

層 

13 母子及び父子並びに寡婦福

祉法第６条に規定する配偶

者のない者で現に児童を扶

養しているとき。 

１階層低位に適用する額   Ｂ階層、

Ｃ階層及

びＤの１

から３階

層 

13 母子及び父子並びに寡婦福

祉法第６条に規定する配偶

者のない者で現に児童を扶

養しているとき。 

１階層低位に適用する額  

 Ｂ階層、

Ｃ階層及

びＤ階層 

14 条件番号１から13までの各

号により難いもので、教育

委員会が特に調査のうえ必

要と認めたとき。 

２階層低位に適用する額

の範囲内で認定した額（２

階層低位に適用してもな

お減額されない場合は最

初に減額されるまで順次

低位に適用する額） 

  Ｂ階層、

Ｃ階層及

びＤ階層 

14 条件番号１から13までの各

号により難いもので、教育

委員会が特に調査のうえ必

要と認めたとき。 

２階層低位に適用する額

の範囲内で認定した額（２

階層低位に適用してもな

お減額されない場合は最

初に減額されるまで順次

低位に適用する額） 

 

 備考 この表の条件番号９における仮定特別区（市町村）民税所得割額の算

出に用いる扶養控除額は、地方税法に定める扶養控除額を適用する。た

だし、同法に扶養控除額の定めがない扶養親族に係る控除額は、３３万

円とする。 

  

別表第３（第８条関係） （略） 別表第３（第８条関係） （略） 

  



 

    付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の足立区特定教育・保育施設、特定地域型保育事

業等の利用者負担に関する条例施行規則第５条の規定は、平成２８年４月

以後の月分の特定教育・保育施設、特定地域型保育事業者及び認可外保育

施設の利用に係る利用者負担額について適用し、同年３月以前の月分の特

定教育・保育施設、特定地域型保育事業者及び認可外保育施設の利用に係

る利用者負担については、なお従前の例による。 
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第２３号議案 

足立区教育財産の用途廃止の承認について 

上記の議案を提出する。 

平成２８年３月１４日 

提出者  足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区教育財産の用途廃止の承認について 

 下記のとおり教育財産の用途廃止を承認する。 

              記  

１  用途廃止する教育財産 

   名     称  第八中学校 

   所   在   地  足立区江北七丁目１７番１１号 

   種     類  別紙のとおり 

   名     称  別紙のとおり 

   数     量  別紙のとおり 

   価     格  別紙のとおり 

用途廃止の日 平成２８年４月１日 

 

（提案理由） 

鹿浜中学校と第八中学校の統合による新校改築工事に伴い、教育財産

の用途廃止をする必要があるので、この案を提出いたします。 
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別 紙 

(内訳) 

第八中学校 

足立区江北七丁目１７番１１号 

 

 

種 類 名 称 数 量 価 格（円）

建物 体育館便所 16.25 ㎡ 3,449,000 

建物 給食シャワー室 3.15 ㎡ 193,000 

建物 校舎１ 1,430.10 ㎡ 73,203,000 

建物 校舎２ 1,493.45 ㎡ 126,121,000 

建物 校舎３ 1,702.60 ㎡ 98,373,000 

建物 校舎４ 517.22 ㎡ 28,144,000 

建物 校舎５ 975.22 ㎡ 53,068,000 

建物 体育館 1,011.29 ㎡ 101,081,000 

建物 陶芸小屋 12.70 ㎡ 1,098,000 

建物 変電室 20.25 ㎡ 5,250,000 

工作物 門 5 基 1,595,000 

工作物 万年塀 426.80m 3,041,000 

工作物 水飲場 1 基 163,000 

工作物 雑工作物 3 基 1,216,000 

工作物 プール 1 基 7,605,000 

工作物 防球フェンス 31.50m 993,000 

工作物 渡り廊下 1 基 876,000 

工作物 外構 1 基 6,700,000 

工作物 碑塔 1 基 222,000 

立木 樹木（どうだんつつじ他） 420 本 162,300 



 

65 

第 ２ ３ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年３月１４日 

件   名 足立区教育財産の用途廃止の承認について 

所管部課名 学校教育部 学校施設課 

内 容 

１ 提案の理由 

鹿浜中学校と第八中学校の統合による新校改築工事に伴い、教育財産の

用途廃止をする必要があるので、この案を提出いたします。 

２ 用途を廃止する財産 

名   称   第八中学校 

  所 在 地   足立区江北七丁目１７番１１号 

種 類 名 称 数 量 価 格（円）

建物 体育館便所 16.25 ㎡ 3,449,000

建物 給食シャワー室 3.15 ㎡ 193,000

建物 校舎１ 1,430.10 ㎡ 73,203,000

建物 校舎２ 1,493.45 ㎡ 126,121,000

建物 校舎３ 1,702.60 ㎡ 98,373,000

建物 校舎４ 517.22 ㎡ 28,144,000

建物 校舎５ 975.22 ㎡ 53,068,000

建物 体育館 1,011.29 ㎡ 101,081,000

建物 陶芸小屋 12.70 ㎡ 1,098,000

建物 変電室 20.25 ㎡ 5,250,000

工作物 門 5 基 1,595,000

工作物 万年塀 426.80m 3,041,000

工作物 水飲場 1 基 163,000

工作物 雑工作物 3 基 1,216,000

工作物 プール 1 基 7,605,000

工作物 防球フェンス 31.50m 993,000

工作物 渡り廊下 1 基 876,000

工作物 外構 1 基 6,700,000

工作物 碑塔 1 基 222,000

立木 樹木（どうだんつつじ他） 420 本 162,300
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３ 施行年月日(用途廃止日) 

 平成２８年４月１日 

今後の方針 

 教育委員会で議決後、足立区公有財産規則に基づき、資産管理課長あて行

政財産の用途廃止について協議する。また、財産の取り壊し完了後は資産管

理部長あて公有財産の取り壊しについて通知する。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 足立区立六月中学校の学校運営協議会設置校の再指定について 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４７条の５及び足立区

学校運営協議会規則第３条に基づき、六月中学校開かれた学校づくり協

議会会長、同校校長の連名により、「足立区学校運営協議会設置校指定

申請書（再指定分）」が提出された。 

指定申請書等の提出書類の検討、ならびに協議会会長、学校長との協

議を踏まえ、同校を足立区学校運営協議会規則第３条第１項に掲げる事

項を達成することのできる学校であると判断し、下記のとおり学校運営

協議会を置く学校（コミュニティ・スクール）として再指定することを

決定したので報告する。 

記 

１ 指定した学校   足立区立六月中学校 

２ 指定期間 

平成２８年４月１日から平成３２年３月３１日まで（４年間） 

３ 学校運営協議会委員の任期 

平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日まで（２年間） 

 

≪参考≫コミュニティ・スクール指定校(学校運営協議会設置指定校)一覧

〔学校名〕 

栗原北小学校 

大谷田小学校 

平野小学校 

西新井第二小学校 

弥生小学校 

西新井第一小学校 

弘道小学校 

谷中中学校 

第四中学校 

六月中学校 

第五中学校 

〔指定日〕 

平成２４年 ７月 １日 

平成２５年 ２月 １日 

平成２５年 ３月 １日 

平成２５年 ５月 １日 

平成２５年 ９月 １日 

平成２６年 ９月 １日 

平成２７年１２月 １日 

平成１９年１０月１２日 

平成２３年１１月 １日 

平成２４年 ４月 １日 

平成２５年 ９月 １日 
 

今後の方針 
学校と地域、保護者間の十分な協議が整い、思いが合致した学校から

順次、学校運営協議会を設置していく。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 足立区立小・中学校の適正規模・適正配置の進捗状況について 

所管部課名 学校教育部 学校適正配置担当課 

内 容 

 

１ 鹿浜中学校と第八中学校の適正規模・適正配置実施計画について 

（１）統合地域協議会の開催状況 

①開催日 

対象校 第十三回 

鹿浜中学校と第八中学校 2/19 

②主な協議事項 

・平成２８年度開かれた学校づくり協議会について 

 

（２）統合地域協議会ニュースの発行について 

統合地域協議会での協議内容や教育委員会で決定したことなどを

保護者や地域に周知するため、統合地域協議会ニュースを発行した。

（第十三回統合地域協議会の内容を、第 13 号として 3月 8日に発行）

 

 

２ 上沼田中学校と江北中学校の適正規模・適正配置実施計画について 

（１）統合地域協議会の開催状況 

①開催日 

対象校 第十回 第十一回 

上沼田中学校と江北中学校 2/9 3/7 

②主な協議事項 

【第十回統合地域協議会】 

・統合新校の新校舎の設計等について 

・統合新校の校歌について 

【第十一回統合地域協議会】 

・統合新校の新校舎の設計等について 

 

（２）統合地域協議会ニュースの発行について 

統合地域協議会での協議内容や教育委員会で決定したことなどを

保護者や地域に周知するため、統合地域協議会ニュースを発行した。

（第九回統合地域協議会の内容を、第 7号として 2月 9日に発行） 
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３ 平成２８年度入学者向け説明状況 

月日 対象校 

2/1 江北小学校 

2/2 高野小学校 

2/5 江北中学校 

2/6 上沼田中学校 

2/13 鹿浜中学校と第八中学校（合同） 

・対象校の入学説明会において、統合に向けた情報提供や意見交換

を行った。 

 

 

 

 

 

今後の方針 

【鹿浜地区の中学校】 

今回をもって、統合地域協議会は終了となるが、必要に応じて、統

合後のサポートを継続していく。 

【江北地区の中学校】 

  統合に向けた様々な課題については、統合地域協議会において、具

体的な検討を進めていく。 

 



 

 

別紙２ 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 千寿小学校施設更新事業に伴う基本構想・基本計画書（案）について 

所管部課名 学校教育部 学校施設課、学校改築担当課 

内 容 

千寿小学校施設更新事業に伴う基本構想及び基本計画（案）について、

以下のとおり報告する。 
 
１ 基本構想 

（１）基本方針 

①成長を実感できる教育施設 

②時代の変化に対応できる施設 

③健康で安全な環境が整った施設 

④利用しやすく人と環境にやさしい施設 

⑤情報社会に対応できる施設 

⑥地域のシンボルとしての施設 

   ⑦防災拠点としての施設 

   ⑧地域に開かれた施設  
 
２ 基本計画（基本設計）の概要等 

構造：鉄筋コンクリート造  階数：５階建 

敷地面積：7,807.00 ㎡ 延床面積：11,500 ㎡程度 

種別 階数 主要諸室・校庭内訳 

校 

舎 

Ｒ階 太陽光パネル、室外機置場 

５階 
普通教室（ ７教室）、屋上プール、ランチルー
ム 

４階 普通教室（１１教室）、理科室 

３階 普通教室（１１教室）、音楽室 

２階 普通教室（ ７教室）、体育館、家庭科室 

１階 
校長室、職員室、事務室、図工室、図書室、ＰＣ
室、保健室、給食室、地域連携室、備蓄倉庫 等 

校 

庭 
－ 

１００ｍトラック（５コース）、５０ｍ直線（５
コース）、体育倉庫 等 

※ 詳細は別添「基本構想・基本計画書（案）」のとおり 

 

３ 今後の予定 

平成２８年１２月・・・・・・仮設校舎に引越し    

平成２９年 １月～６月・・・既存校舎解体工事  

平成２９年 ７月～平成３１年 ２月 

・・・・・・新校舎改築工事 

平成３１年 ４月・・・・・・新校舎開校   

今後の方針 

地元住民、開かれた学校づくり協議会等との十分な協議を行いながら、

事業期間を厳守するなど、学校運営に支障のないようスケジュール管理

を徹底していく。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 平成３０年度以降の小学校学校選択制度について 

所管部課名 学校教育部 学務課 

内 容 

小学校で選択できる学校の範囲が、平成３０年４月１日以降に入学又は転

学する児童から変更となるので、選択可能な小学校について報告する。 

なお、各通学区域の選択可能な小学校は別紙９のとおりである。 

 

１ 平成３０年度から選択できる小学校の原則 

（１）通学区域の小学校 

（２）通学区域に隣接する小学校 

※荒川で分断されている学区域は、橋でつながっている場合は隣接と

みなす。 

 

２ 隣接学区域の特例 

 （１）特例措置 

    全校に上記１を適用とした場合、選択できる学校の数が最低１校か

ら最高９校と差が生じてしまうので、通学の安全性等を考慮しなが

ら、全学区域で、通学区域を含めて最低４校までは選択できるよう、

以下のような特例措置を実施する。 

通学区域校 特例措置校 隣接校 

桜花小 渕江第一小  花畑西小 花畑第一小 

新田小 宮城小 江北小 鹿浜西小  

舎人第一小 古千谷小  舎人小 足立入谷小 

長門小 北三谷小 東渕江小 大谷田小  

六木小 辰沼小  中川北小 花畑小 

 （２）小中一貫校の選択 

    小中一貫校である新田小学校と興本小学校は、区内全域からの選択

を可能とする。 

 

３ 経過措置 

 現在、隣接学区域校（上記２の特例を含む）以外の小学校に兄姉が在学

し、弟妹が同一の小学校への入学を希望した場合は、経過措置として「兄

姉と同じ学校の選択」を認める。ただし、希望する学校の応募人数が受入

可能人数を超えた場合は、抽選の対象とする。 

 

今後の方針 平成３０年度実施に向けて、区民への周知を十分に行っていく。 

 



別紙９　　小 学 校　 選択可能な学校一覧

小学校名 1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 青　  井 弘道小 弘道第一小 栗島小 加平小 東加平小 綾瀬小

2 足　　立 梅島第二小 梅島小 弥生小 弘道第一小 弘道小 千寿双葉小 千寿本町小

3 足立入谷 舎人小 舎人第一小 皿沼小

4 綾　  瀬 弘道小 青井小 東加平小 東綾瀬小

5 伊  　興 西伊興小 皿沼小 舎人小 古千谷小 東伊興小 栗原北小

6 梅　  島 梅島第二小 亀田小 梅島第一小 弥生小 足立小

7 梅島第一 梅島小 亀田小 栗原小 島根小 中島根小 平野小 栗島小 弥生小

8 梅島第二 関原小 亀田小 梅島小 足立小 千寿双葉小 千寿本町小

9 桜　  花 花畑西小 花畑第一小 渕江第一小

10 扇 江北小 高野小 興本小 寺地小 宮城小

11 大 谷 田 長門小 北三谷小 東渕江小 中川小 中川東小

12 興  　本 寺地小 扇小 高野小 西新井第一小 西新井小 本木小

13 加　  平 青井小 栗島小 東栗原小 花保小 花畑小 東加平小

14 亀　  田 梅島第二小 関原小 栗原小 梅島第一小 梅島小

15 北 三 谷 東綾瀬小 東渕江小 大谷田小

16 北 鹿 浜 鹿浜五色桜小 鹿浜西小 皿沼小 鹿浜第一小

17 栗　  島 弘道第一小 弥生小 梅島第一小 平野小 東栗原小 加平小 青井小

18 栗　  原 関原小 西新井小 西新井第一小 西新井第二小 栗原北小 島根小 梅島第一小 亀田小

19 栗 原 北 栗原小 西新井第一小 西新井第二小 西伊興小 伊興小 東伊興小 竹の塚小 島根小

20 弘　  道 足立小 弥生小 弘道第一小 青井小 東加平小 綾瀬小

21 弘道第一 足立小 弥生小 栗島小 青井小 弘道小

22 江　  北 鹿浜西小 鹿浜五色桜小 高野小 扇小 宮城小

23 高　  野 扇小 江北小 鹿浜五色桜小 西新井第一小 興本小

24 古 千 谷 伊興小 舎人小 東伊興小

25 皿  　沼 鹿浜第一小 北鹿浜小 足立入谷小 舎人小 伊興小 西伊興小 西新井第二小

26 鹿浜五色桜 高野小 江北小 鹿浜西小 北鹿浜小 鹿浜第一小 西新井第一小

27 鹿浜第一 鹿浜五色桜小 北鹿浜小 皿沼小 西伊興小 西新井第二小 西新井第一小

28 鹿 浜 西 北鹿浜小 鹿浜五色桜小 江北小 新田小

29 島　  根 栗原小 栗原北小 竹の塚小 保木間小 中島根小 梅島第一小

30 新　  田 鹿浜西小 宮城小 江北小

31 関　  原 本木小 西新井小 栗原小 亀田小 梅島第二小 千寿双葉小

32 千　　寿 千寿桜小 千寿本町小 千寿常東小 千寿第八小

33 千 寿 桜 千寿小 宮城小 千寿双葉小 千寿本町小

34 千寿常東 千寿第八小 千寿小 千寿本町小

35 千寿第八 千寿常東小 千寿小 千寿本町小

36 千寿双葉 千寿本町小 千寿桜小 足立小 梅島第二小 関原小 本木小

37 千寿本町 千寿第八小 千寿小 千寿桜小 千寿双葉小 千寿常東小 足立小 梅島第二小

38 竹 の 塚 島根小 栗原北小 東伊興小 渕江小 保木間小



小学校名 1 2 3 4 5 6 7 8 9

39 辰　  沼 中川小 東加平小 花畑小 中川北小 中川東小

40 寺  　地 扇小 興本小 本木小 宮城小

41 舎　  人 皿沼小 足立入谷小 舎人第一小 古千谷小 伊興小

42 舎人第一 舎人小 足立入谷小 古千谷小

43 中  　川 東渕江小 東加平小 辰沼小 中川東小 大谷田小

44 中 川 北 辰沼小 花畑小 六木小 中川東小

45 中 川 東 大谷田小 東渕江小 中川小 辰沼小 中川北小

46 中 島 根 梅島第一小 島根小 保木間小 平野小

47 長　  門 大谷田小 北三谷小 東渕江小

48 西 新 井 本木小 興本小 西新井第一小 栗原小 関原小

49 西　  一 西新井小 興本小 高野小 鹿浜五色桜小 鹿浜第一小 西新井第二小 栗原北小 栗原小

50 西　  二 西新井第一小 鹿浜第一小 皿沼小 西伊興小 栗原北小 栗原小

51 西 伊 興 西新井第二小 鹿浜第一小 皿沼小 伊興小 栗原北小

52 西保木間 渕江小 東伊興小 花畑西小 渕江第一小

53 花　  畑 加平小 花保小 花畑第一小 六木小 中川北小 辰沼小 東加平小

54 花畑第一 花保小 渕江第一小 花畑西小 桜花小 花畑小

55 花 畑 西 渕江第一小 西保木間小 桜花小 花畑第一小

56 花  　保 加平小 東栗原小 渕江第一小 花畑第一小 花畑小

57 東 綾 瀬 綾瀬小 東加平小 東渕江小 北三谷小

58 東 伊 興 伊興小 古千谷小 西保木間小 渕江小 竹の塚小 栗原北小

59 東 加 平 綾瀬小 弘道小 青井小 加平小 花畑小 辰沼小 中川小 東渕江小 東綾瀬小

60 東 栗 原 栗島小 平野小 渕江第一小 花保小 加平小

61 東 渕 江 北三谷小 東綾瀬小 東加平小 中川小 中川東小 大谷田小

62 平　  野 栗島小 梅島第一小 中島根小 保木間小 渕江第一小 東栗原小

63 渕  　江 保木間小 竹の塚小 東伊興小 西保木間小 渕江第一小

64 渕江第一 東栗原小 平野小 保木間小 渕江小 西保木間小 花畑西小 花畑第一小 花保小

65 保 木 間 中島根小 島根小 竹の塚小 渕江小 渕江第一小 平野小

66 宮　  城 千寿桜小 扇小 江北小 寺地小

67 六　  木 中川北小 花畑小 辰沼小

68 本　  木 寺地小 興本小 西新井小 関原小 千寿双葉小

69 弥    生 足立小 梅島小 梅島第一小 栗島小 弘道第一小

＊小中一貫校（興本小、新田小）は、区内全域から選択可能。
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名  平成２７年度第３回いじめに関する調査の結果について 

所管部課名 学校教育部 教育指導室 

内 容 

平成２７年度第３回いじめに関する調査の結果について、４月から３

月までの取組概要を以下のとおり報告する。 

 結果は、別紙「資料１」のとおりである。 

 

１ いじめの認知数（２月末現在） 

 

 

 

 

２ 「いじめの個票」作成（平成２７年１１月より実施） 

学校がいじめと認知したものについて作成。 

 

  

 

 

３ 「いじめ受付票」作成（平成２７年１１月より実施） 

いじめの認知に関係なく、いじめ訴え等の記録。 

 

 

 

 

４ 「いじめに関するアンケート」の実施（平成２６年度より実施） 

（１）実施期間  平成２８年２月１日（月）～２９日（月） 

（２）対象    全区立小・中学校 全児童・生徒 

（３）実施方法  児童・生徒が家庭で記入後、学校に提出 

 （４）アンケート集計結果 

  

 

 

 

（５）内容：「相談できる人がいる」の項目について 

 

 

 

 

 認知校数 いじめ認知数 継続対応中 

小学校 ５７/６９校 ５９５件 ７３件 

中学校 ３４/３７校 ４４０件 ４２件 

 個票作成校数 個票数 

小学校 ４９/６９校 ３０３件 

中学校 ２９/３７校 １５９件 

 受付票作成校数 受付数 

小学校 ６６/６９校 ３，４２６件 

中学校 ３４/３７校 ５９２件 

 回収率 アンケートによるいじめ認知 

小学校 ９９％ ２８４件 

中学校 ９５．５％ ３２件 

 相談できる人 相談相手 

小学校 ９７．３％ ①家の人 ②先生 ③友人 

中学校 ９１．９％ ①家の人 ②友人 ③先生 
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（６）内容：いじめの態様の項目について 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ いじめ相談ネット受付窓口 

                      

 

 

 いじめの態様 ※いじめの認知ではなく本人の訴えによる 

小学校 ①冷やかし、からかい、悪口  

②仲間はずれ、無視 

③軽く叩かれる、蹴られる 

中学校 ①冷やかし、からかい、悪口  

②軽く叩かれる、蹴られる 

③物を取られる、隠される 

 受付件数 

平成２７年度（１２～３月） ２件 

平成２７年度（７～１１月） ２件 

平成２７年度（ ４～６ 月） ６件 

平成２７年度 合計 １０件 

平成２６年度 ２０件 

今後の方針 
解決に至っていないいじめ事案については、学校と教育委員会及び関

係諸機関が十分な連携を図りながら、早急な解決に向けた取組を進める。
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３ いじめ発見のきっかけ（複数回答） 

４ 相談できる相手がいる 

平成２８年３月 
教 育 指 導 室 

平成２７年度 いじめ状況調査結果（第３回：２月） 

 
※数値は、各調査月現在のもの 

 

＜参考＞ 平成２６年度問題行動等調査より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成２７年度 

  受付票数 認知件数 継続対応中 解決数 解消率

小学校 

６月  １７２件   ７５件 ９７件 ５６％

１１月 ２，５３９件 ４５１件 ９６件 ３５５件 ７９％

２月 ３，４２６件 ５９５件 ７３件 ５２２件 ８８％

中学校 

６月  ２４０件 ９３件 １４７件 ６１％

１１月 ４４７件 ３６０件 ５０件 ３１０件 ８６％

２月 ５９２件 ４４０件 ４２件 ３９８件 ９０％

Ｈ２６ 認知件数 解消数 解消率 

小学校 ９５７件 ８８０件 ９２％ 

中学校 ４４９件 ３９０件 ８７％ 

 いじめの態様 

小学校 

①冷やかし、からかい、悪口  

②仲間はずれ、無視 

③軽く叩かれる、蹴られる 

中学校 

①冷やかし、からかい、悪口  

②軽く叩かれる、蹴られる 

③物を取られる、隠される 

 いじめ発見のきっかけ 

小学校 

中学校 

①アンケート調査等  

②本人からの訴え 

③学級担任が発見 

④保護者からの訴え 

 相談できる人がいる 相談相手 

小学校 ９７．３％ ①家の人 ②先生 ③友人 

中学校 ９１．９％ ①家の人 ②友人 ③先生 

１ 認知件数 

２ いじめの態様 （複数回答） 

資料１



 

 

 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 足立はばたき塾について 

所管部課名 学校教育部 教育指導室 

内 容 

平成２８年２月２０日(土)をもって、足立はばたき塾、足立土曜塾とも

に、平成２７年度生（第４期生）の授業が全て終了した。 

■足立はばたき塾生 

【平成２７年度生の進学先（３月２日現在）】           （人）
 進学先 
 

年度 
進学指導 
重点校 

進学指導
特別推進校

進学指導
推進校 

中高 
一貫校

国立 その他都立･
私立･未定 

 

総計
うち
難関
私立

Ｈ２７ １ ３ ２３ １ ０ ６５ ２ ９３

Ｈ２６ ４ １ ３０ ３ １ ５１ ２ ９０

Ｈ２５ ６ ５ １９ ２ ０ ４２ ２ ７４

Ｈ２４ ５ １ ３１ ６ ０ ５７ ０ １００

■足立土曜塾生（参考） 

【平成２７年度生の進学先（３月２日現在）】 （人） 
 進学先 
 

年度 

進学指導 
推進校 

その他都立・ 
私立・未定 総計 

Ｈ２７ ０ ３２ ３２ 

Ｈ２６ ２ １７ １９ 

Ｈ２５ ５ １５ ２０ 

Ｈ２４ ４ １５ １９ 

 

【平成２８年度足立はばたき塾の実施について】 

 （１）実施事業者 

・平成２７年度に引き続き、下記事業者が実施する。（継続２年目）

   ㈱エデュケーショナルネットワーク 

（２）平成２８年度塾生（第５期生）の募集 

・希望する生徒・保護者に平成２８年２月１１日（木）に説明会を

実施した。 

・入塾申込者には、所得審査を経て、学力診断テストを以下のとお

り実施し、塾生を決定する。 

＜学力診断テスト＞ 実施日 平成２８年３月１２日（土） 

会 場 足立区役所 庁舎ホール 

（３）講座内容 

・４月２日（土）より講座開始 

（定期講座４０回、夏季・冬季集中講座１５日） 

・数学・英語を中心とした５教科 

※足立土曜塾についても、４月からの授業開始に向けて準備を進める。 

今後の方針 

効果的な事業運営のため、在籍校及び事業者との連絡を密にして実施し

ていく。 

また、第１期生（平成２５年２月卒塾）が、平成２８年３月で高校を卒

業する年次にあたるため、高校卒業後の進路先の追跡調査を実施する。 

77 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 平成２８年４月１日付教育管理職異動内示について 

所管部課名 学校教育部 教育指導室 

内   容 

 東京都教育委員会から校長及び副校長の異動内示があったので報告す

る。 

 《小学校》 

種  別 校 長 副校長 

再任用 ５名 ０名 

内 転  １名   ６名 

現副校長・主幹教諭から

の昇任で内転   
４名 ８名 

現副校長・主幹教諭から

の昇任で区外からの転入 
４名   ３名 

現校長・副校長で区外か

らの転入 
２名   ３名 

統括校長（継続） １名 ― 

合  計 １７名  ２０名 

 《中学校》 

 種  別 校 長 副校長 

再任用 ４名 １名 

内 転 ４名  ５名 

現副校長・主幹教諭から

の昇任で内転 
  １名 １名 

現副校長・主幹教諭から

の昇任で区外からの転入 
  ０名 ０名 

現校長・副校長で区外か

らの転入 
  ２名 １名 

統括校長（継続）   ４名 ― 

合  計 １５名 ８名 

 ※ 内転･･･区内での異動 

 

今後の方針 
・異動対象者に対し３月９日電話連絡を行った。（内示は本人止まり）

・４月１日に辞令交付を行う。 
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教 育 委 員 会 報 告 
平成２８年３月１４日 

件 名 学校事故報告について（平成２８年２月分） 

所管部課名 学校教育部 教育指導室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 学校事故状況 
管理下 ８件（小学校 ５件、中学校３件） 

 管理外 ０件 
合 計 ８件  
 

２ 事故内容 
 (1) 交通事故 
  ア 登校中、横断歩道を青信号で横断していた際、右折してきた車

と接触し転倒、左上前歯を欠損。       （小学校管理下）
 イ 児童が、他の児童からの言葉に腹を立て、校外へ出た際、車両

と接触し転倒、救急搬送。          （小学校管理下）
 ウ 登校中、横断歩道を青信号で横断していた際、右折車に衝突さ

れ、打撲。                 （中学校管理下）
(2) 授業中の傷害、打撲等 

  ア 体育の授業中、跳び箱を跳んだ際、上体が前のめりになり支え
ていた手を捻り、左手小指骨折。       （小学校管理下）

  イ 家庭科で布を縫う学習をしていた際、ミシン操作を誤りミシン
針が左手親指先に刺さり負傷。        （小学校管理下）

 (3) 休憩時間、放課後、登・下校時、部活動等における傷害、打撲等
ア 給食の準備中に手を洗いに廊下に出た際、追いかけっこをした
児童がコップの入った給食袋を振り回し、近くにいた児童の目に
当たった。右目の内出血、眼圧上昇の負傷。  （小学校管理下）

  イ サッカー部の練習中、ボールを追いかけバランスを崩し、ゴー
ルキーパーの右膝に前頭部をぶつけ負傷。   （中学校管理下）

  ウ バスケットボール部の活動中、ゴール下でボールの取り合いに
なった生徒同士がぶつかり、右眉横の切創と左こめかみの打撲。
                        （中学校管理下）

３ 各学校への事故防止の指導 
(1) 交通事故防止について 

   学校管理（内・外）を含めた事故発生状況を踏まえ、児童・生徒
に対し正しい交通マナーを具体的に指導するとともに、家庭等へ注
意喚起を促し、未然防止に努める。  

(2) 学習活動における事故防止について 
   学習道具の正しい使い方、学習環境の整え方、怪我の防止につい

ての指導を図り、事故の未然防止に努める。 
  (3) 休憩時間、放課後等における事故防止について 
   校舎内外の過ごし方、危険行為の未然防止についての指導を図

り、運動器具等の定期的な点検・整備による安全対策の推進に努め
る。 

今後の方針 

いじめや不登校等の未然防止と早期発見・早期解決に向けた取り組み

において、家庭訪問等による実態把握、教育相談・生徒会活動・学級委

員会等による早期対応を図り、未然防止を図る。 
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   学校事故状況       平成２８年２月分（児童・生徒）   教 育 指 導 室 
 

 
内             訳 

管 理 下   管 理 外  
 合 計

 幼稚園  小学校  中学校  小学校  中学校

 
交 通 事 故 

 自転車・バイク       

 歩行者・ｷｯｸﾎﾞｰﾄﾞ  ２ １   ３ 

 
 
 
授業中の傷害打撲等の
 
事故 

 
 

 骨折・脱臼・捻挫  １    １ 

 裂傷・打撲・暴行       

 火傷・熱傷       

 歯目鼻耳等の損傷  １    １ 

発症・発作・火傷       

 
 休憩時間・放課後・登
 
下校時の傷害打撲等の
 
事故（学校行事含む）

 骨折・脱臼・捻挫       

 裂傷・打撲・暴行   １   １ 

 歯目鼻耳等の損傷  １ １   ２ 

発症・発作・火傷       

教師の指導上による傷

害・打撲等の事故 

 骨折・脱臼・捻挫       

歯目鼻耳等の損傷       

 暴力・暴行傷害事件       

 家出・外泊・行方不明       

 窃盗・万引き・恐喝       

 対教師暴力       

 火災・火傷・火遊び       

 その他・地域での怪我       

 
死      亡 

病    死       

事 故 死       

合           計  ５ ３   ８ 

 
 
 
 
 
 （施 設） 
 

  区      分  幼稚園  小学校  中学校     内            容 

 窓ガラス及び施設破損     

 不法侵入・盗難     

 その他       

   合    計 ０ ０ ０  
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 足立区待機児童解消アクション・プランの整備内容の変更について 

所管部課名 子ども家庭部 待機児ゼロ対策担当課 

内 容 

平成２７年８月に改定した「足立区待機児童解消アクション・プラン」

に基づき保育施設の整備を進めているが、公募の応募状況及び計画地域

外の需要の状況から、以下のとおり整備計画を見直す。 

 

１ 変更内容 

（１）千住地域 

従前計画 開設時期  変更後 開設時期 

認可保育所 

（千住） 
平成２９年４月 →

認可保育所（千住）１か所追加

（１か所→２か所） 
平成２９年４月

千住大橋の大規模開発による保育需要増及び既存施設の廃業予

定があるため、平成２９年４月開設予定の認可保育所（定員８５

人程度）１か所を追加整備する。 

（２）加平地域、東和地域 

従前計画 開設時期  変更後 開設時期 

小規模保育 

（加平） 
平成２９年４月 →

認可保育所(北綾瀬駅周辺)に

変更。 

平成２９年４月 

～平成 30 年４月

小規模保育 

（東和） 
平成２９年４月 →

認可保育所（東和・中川）に変

更。 

平成２９年４月 

～平成 30 年４月

平成２７年１０月の待機児童数から綾瀬地域で整備計画を上回

る需要増加が見られ、今後も周辺地域で複数のマンションの建設

計画があることから、小規模保育２か所について施設種別を変更

し、平成２９年４月から３０年４月までのできるだけ早い時期に

開設予定の認可保育所として整備する。 

（３）小台地域、興野・本木地域 

従前計画 開設時期  変更後 開設時期 

認可保育所 

（小台） 
平成２９年４月

→

認可保育所（江北） 

※アクション・プランで計画済み。
平成 30 年４月

小規模保育 

（興野・本木）
平成２8 年４月 認可保育所（扇）に変更。 平成 30 年４月

   募集対象地域に適した物件がなく、公募が不調となったため、同

地域の公募は取りやめ、計画済みの江北地域の認可保育所に加え、

新規で扇地域に認可保育所を１か所整備し、需要に対応する。小台

地域については、平成２８年４月の待機児童状況を踏まえ、更に整

備が必要な場合は（５）の小規模保育を整備する。 
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（４）中央本町地域 

従前計画 開設時期  変更後 開設時期 

認可保育所 

（青井駅周辺） 
平成２９年４月

→
認可保育所（中央本町）に 

変更。 
平成２９年４月

小規模保育 

（中央本町）
平成２8 年４月

  募集対象地域に適した物件がなく、公募が不調となったため、認

可保育所の募集地域を一部拡大し、平成２９年４月までの整備を図

る。また、平成２８年４月の待機児童状況を踏まえ、更に整備が必

要な場合は（５）の小規模保育を整備する。 

（５）小規模保育の整備について 

 平成２８年４月の待機児童状況を踏まえ、整備が必要な地域に平

成２９年４月開設予定の小規模保育２か所を整備する。 

２ 変更後の年度別整備数  28～29 年 2 年間で 930 人分の新規整備 

年度 整備数 定員 

28 年度 

認可保育所 ６施設 

（千住×２、六町、中央本町、加平、東和･中川） 

認証保育所 ２施設（千住、西新井駅周辺） 

小規模保育 ２施設（未定） 

560 

29 年度 

認可保育所 ５施設 

（扇、六町、西新井、舎人、江北） 

認証保育所 １施設（保木間） 

小規模保育 ２施設（竹の塚、新田一丁目） 

370 

３ 平成２８年度整備スケジュール 

平成２８年２月 認可保育所（平成２９年４月開設分）公募 

３月 選定審査会⇒事業者選定 

５月 待機児童数の算出（平成２８年４月分） 

    ７～８月 小規模保育・認証保育所（平成２９年４月開設分）

公募 

     ９月 選定審査会⇒事業者選定 

        アクション・プラン改定 

平成２９月４月 開設 

今後の方針 

１ 保育事業者が参入し易くするため、募集時期の変更や整備補助金の

改定を検討する。 

２ 平成２８年度から小規模保育施設の建設に対する補助制度が創設さ

れるため、建設も含めた形での公募を実施する。 

３ 今後も継続して金融機関、不動産事業者と連携し土地情報の取得を

行い、事業者及び土地所有者の相談に応じていく。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 保育所・幼稚園等の利用者負担軽減（幼児教育無償化）について 

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て支援課、子ども家庭課 

内 容 

国から、平成２８年度より実施予定の保育所・幼稚園等の利用者負担軽

減（幼児教育無償化）に関する方針が示された。 

ついては、概要及び現在の対応状況を、以下のとおり報告する。 

 

１ 多子世帯の保育料負担軽減対象者 

(１) 対象 

年収約３６０万円未満の世帯 

（区民税所得割課税額７７，１００円以下の世帯を想定） 

(２) 内容 

多子軽減に係る年齢制限を撤廃 

第２子半額、第３子以降無償化を完全実施 

 現行制度 改正後 

１号認定 小学校３年生まで 
年齢制限撤廃 

２・３号認定 小学校就学前まで 

 

２ ひとり親世帯等の保育料負担軽減 

(１) 対象 

年収約３６０万円未満のひとり親等の世帯 

（区民税所得割課税額７７，１００円以下の世帯を想定） 

(２) 内容 

ひとり親世帯等の保育料を第１子半額、第２子以降を無償化 

 現行制度 改正後 

第１子 軽減措置なし 半額 

第２子 半額 
無償 

第３子以降 無償 

 

３ 幼稚園について 

幼稚園についても上記１・２に基づき、保護者補助金を増額するこ

とで、実負担(＝保育料－補助金)を半額または無償とする。 
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４ 対応状況 

  現在、内閣府からは概要のみ示されている。具体的な内容が示され

た後、遅滞なく対応できるよう、システムの改修などを想定して準備を

進めている。 

今後の方針 
４月の保育料算定に対応する必要があるため、国から政令・通知等が

発出され次第、直ちに具体的な作業に着手する。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 平成２８年４月分保育施設利用調整結果（第一次）について 

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て支援課 

内 容 

認可保育所・認定こども園・小規模保育・家庭的保育（保育ママ）・

足立区認定保育ママにおける保育施設利用調整の結果について、以下の

とおり報告する。 

 

１ 前年度利用調整結果との対比（第一次分） 

 募集数 申請数 不承諾数 

28 年 4 月分 2,883 人 4,431 人 1,752 人 

27 年 4 月分 2,692 人 4,315 人 2,022 人 

前年比 191 人 116 人 ▲270 人 

※上記人数には、在園児の転園、区外からの入園等を含む。 

 

２ 利用調整後の空き状況（年齢別） 

0 歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4・5歳児 計 

28 年 4 月分 103 人 128 人 74 人 47 人 221 人 573 人 

27 年 4 月分 142 人 148 人 73 人 49 人 210 人 622 人 

前年比 ▲39 人 ▲20 人 1 人 ▲2 人 11 人 ▲49 人 

 

３ 利用調整後の空き状況（施設種別） 

認可保育所 認定こども園 小規模保育 家庭的保育 計 

28 年 4 月分 278 人 13 人 100 人 182 人 573 人 

27 年 4 月分 240 人 43 人 124 人 215 人 622 人 

前年比 38 人 ▲30 人 ▲24 人 ▲33 人 ▲49 人 

 

４ 利用調整の状況 

（１）不承諾数は、前年比２７０人減の１，７５２人となった。 

（２）空き状況は、前年比４９人減の５７３人となった。年齢別では 

０歳児・１歳児、施設種別では認定こども園、小規模保育、家庭

的保育において、ミスマッチの解消が進んだ。 

今後の方針 

利用調整の結果、保育施設にまだ多くの空きが生じていることから、

引き続き利用調整を実施していく。 

 待機児の人数については、５月頃までに確定させる。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 足立区子ども施設指定管理者の評価結果について  

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て施設課、子ども家庭課 

内 容 

 

平成２６年度の子ども施設指定管理者の業務について、足立区子ども施

設指定管理者選定等審査会（以下、「審査会」という。）による評価を行

ったので、以下のとおり報告する。 

 

１ 審査会委員の構成 

（１）学識経験者      ４名 

（２）区内関係団体の代表者 ２名 

（３）区職員        ３名 

合   計      ９名 

 

２ 審査会開催日時 

平成２８年１月２９日（金） 午前９時 

 

３ 業務評価の内容 

 （１）評価目的 

指定管理者の業務を適切に検証し、評価することにより、各子ど

も施設における利用者サービス向上を図ることを目的とする。 

（２）評価方法 

「指定管理者制度に関する基本的な考え方について」に基づき評

価シートを作成し実施した。なお、委員の各評価点の平均点（小数

点第２位四捨五入）を審査会評価点とした。 

①指定管理者による自己評価 

②担当課による実地調査・ヒアリング等に基づく評価 

③審査会による評価 

【評価基準】Ａ：２４点以上、Ｂ：１８点以上２４点未満、 

Ｃ：１８点未満 
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４ 各施設の評価結果等 

№ 施設名称 指定管理者 評価点 
評価

結果

① やよい保育園 社会福祉法人江北会 ２１．１ Ｂ 

② さつき保育園 社会福祉法人江北会 ２２．４ Ｂ 

③ せきや保育園 社会福祉法人桑の実会 ２４．０ Ａ 

④ 青井保育園 社会福祉法人からしだね ２３．８ Ｂ 

⑤ 東保木間保育園 社会福祉法人高砂福祉会 ２４．３ Ａ 

⑥ 谷在家保育園 社会福祉法人わかば会 ２３．６ Ｂ 

⑦ 伊興大境保育園 社会福祉法人高砂福祉会 ２２．６ Ｂ 

⑧ 新田さくら保育園 社会福祉法人じろう会 ２２．８ Ｂ 

⑨ 水神橋保育園 社会福祉法人あだちの里 ２３．６ Ｂ 

⑩ 千住保育園 社会福祉法人太陽会 ２５．０ Ａ 

⑪ 竹の塚保育園 
株式会社 

ベネッセスタイルケア 
２２．１ Ｂ 

⑫ 新田おひさま保育園 社会福祉法人太陽会 ２５．１ Ａ 

⑬ 青井おひさま保育園 社会福祉法人水の会 ２４．２ Ａ 

⑭ 
新田三丁目なかよし 

保育園 

社会福祉法人 

南流山福祉会 
２２．８ Ｂ 

※ 各施設の評価の詳細は、別添のとおり 

 

５ 公表 

 （１）方法 足立区ホームページ 

 （２）日程 平成２８年３月下旬予定 

 

今後の方針 

評価結果については、指定管理者へ通知し、ホームページに公表する。

来年度については、事前に説明会を開き、指定管理者評価についての

理解を深め、評価の精度を上げていく。 

 



1 　施設の保守点検 3

2 　施設の清掃等 3

3 　備品の保守点検 3

4 　人材育成の取り組み（保護者対応） 3

3

5 　施設・設備の安全性の確保 3

6 　防災への配慮 3

7 　防犯への配慮 3

8 　事故への対応 3

3

9 　個人情報保護の取り組み 3

10 　個人情報事故への対応 3

11 　各種法令等の遵守 3

3

12 　当期末支払資金残高の保有状況 3

13 　適正な資金貸付 3

14 　適正な本部繰入 3

3

15 　職員の保護者・地域への対応 6

16 　事業内容 6

17 　施設に関すること 6

18 　苦情・要望対応 6

19 　利用者アンケートの活用 6

6

20 　保育環境 6

21 　保育内容 6

22 　保育・教育の取り組み 6

23 　食事指導 6

6

24 　園児の健康管理 6

25 　保育衛生管理 6

26 　調理衛生管理 6

27 　安全管理 6

6

5.5 5.6

4.3 4.5 4.1 4.4 4.2 4.3 5.1

4.0

4.0

4.0

4.0

4.0

4.0

4.34.2

5.1

3.9

5.8

5.6 4.8 5.3

4.1 4.9 4.6 4.4 4.5 4.3 4.2 4.3 4.0 4.5 4.2 4.6 4.6 3.9

5.5 5.3 5.6 5.1 4.8

6.05.8

5.8

3.8

5.8

6.0

6.0

6.0

4.0

5.8

2.2 2.5

2.7 3.0

2.3 1.8 2.2 2.4 2.0 2.7 2.4 2.2

2.6 1.7 2.5 2.3 2.3

2.3 2.7 3.0 2.7 2.7 2.7

2.1 2.0 2.1 2.0 2.1 2.1 1.9

2.2 2.0 2.3

2.1

2.1

2.8

2.0

2.0 2.0 2.0

2.6 2.1 2.5

2.0 1.9 2.0

満点

2.1 2.4 2.2 1.9 2.5 2.2 2.1

2.2

2.0

2.1

2.0

1.6

2.0

2.1

2.3 2.2 1.9

30.0

4.3

4.0

4.0

3.5

4.0

4.7

4.0

4.0

4.0

4.2

Ａ

新田三丁目
なかよし

1.7

2.7

2.0

1.3

2.9

2.0

2.0

2.0

2.0

2.9

2.0

3.0

3.0

3.0

6.0

6.0

6.0

4.0

5.0

22.8

Ｂ

4.0

4.7

5.3

4.3

30.0

4.0

5.0

5.0

25.1

5.3

5.7

5.0

24.2

30.0

4.9

5.3

5.4

5.3

2.4

2.0

1.9

2.8

2.0

2.3

5.8

2.6

2.0

2.9

2.0

2.0

3.0

3.0

6.0

4.0

6.0

4.0

4.0

6.0

4.0

Ｂ

新田
おひさま

2.5

2.0

2.0

1.8

-

2.4

2.8

2.8

2.5

2.9

2.0

2.0

3.0

3.0

6.0

Ａ

5.0

4.0

4.0

4.0

4.4

22.1

4.0

4.0

4.9

4.0

4.0

30.0

2.2

1.7

2.0

2.0

2.0

2.0

2.0

4.0

2.1

1.1

2.0

2.0

3.0

3.0

5.8

5.4

4.1

25.0

Ａ

4.3

5.8

4.0

5.0

4.3

4.7

5.0

4.6

5.8

30.0

5.6

30.0

Ｂ

千住

2.0

2.1

2.2

2.1

1.7

2.9

2.0

2.8

2.4

2.9

2.4

2.0

3.0

3.0

6.0

6.0

6.0

4.0

4.5

5.0

3.0

5.9

22.6

2.0

2.0

2.0

2.8

2.0

2.0

2.0

2.0

2.9

2.5

3.0

3.0

5.8

4.0

5.0

6.0

4.0

4.8

4.0

3.7

23.6

4.0

Ｂ

新田さくら

2.0

2.7

2.3

1.5

1.3

2.0

2.0

2.0

1.8

2.8

2.0

2.0

3.0

3.0

6.0

22.8

Ｂ

4.0

4.0

30.0 30.0

4.5

2.1

2.9

2.5

1.0

3.0

3.0

4.4

4.0

5.0

4.0

5.8

6.0

4.0

4.2

4.8

4.0

2.5

3.0

3.0

5.8

2.4

2.3

2.4

2.4

2.0

2.0

2.4

2.9

2.8

3.0

2.2

2.7

3.0

30.0

Ａ Ｂ

4.3

4.8

4.4

6.0

4.0

4.0

3.9

30.0

4.3

4.0

3.8

23.6

4.0

4.3

4.5

24.3

6.0

6.0

4.0

4.0

4.3

2.0

1.6

2.0

2.0

3.0

2.3 2.6

2.4

2.1

2.9

2.8

2.9 1.9

2.0

3.0

2.8

2.5

2.0

3.0

6.0

4.5

5.0

6.0

2.7

平均点（小数点第2位四捨五入）

6.0

6.0

6.0

2.1 1.7 2.6 2.7

4.0 5.1

1.1 2.0

2.9

5.8 5.8 6.0

3.0

2.8

平均点（小数点第2位四捨五入）

5.2

4.6

23.8

Ｂ

4.0

4.3

4.3

4.9

4.3

4.0

4.0

4.0

4.0

30.0

4.0

　得点

　評価 Ｂ Ｂ Ａ

4.2 3.2 4.9

3.0

平均点（小数点第2位四捨五入）

2.0 2.0 2.8

3.0 2.9 2.9

1.9

2.3 2.1 2.4

2.0

3.0

平均点（小数点第2位四捨五入）

平均点（小数点第2位四捨五入）

4.0 5.8

5.8

3.8

21.1 22.4 24.0

30.0 30.0 30.0　満点

4.3 4.2 4.4平均点（小数点第2位四捨五入）

4.3

1.3 2.3

3.0 2.9 2.9

1.3 1.1

4.0 4.6 4.7

4.9 4.0

4.1 5.8 5.8

2.0 2.0

2.5 4.0

2.0

2.0

4.0 5.8

4.6 4.8

4.0 4.0 4.0

4.0 5.0

4.3 4.8 4.0

5.6

4.0 4.9 4.0

採点結果一覧表【詳細版】 H28.1.29

東保木間 伊興大境 水神橋 竹の塚

平均点（小数点第2位四捨五入）

2.0 2.0 2.4

2.2

2.5

2.2

2.9

谷在家

1.9

2.2

2.0

10 11 12

1.9 2.7 2.7

2.0 2.0 2.0

やよい さつき

13 14

番号 　審査項目

1 2 3 4 5 6 7 8 9

青井
おひさま

せきや

2.1 2.5 1.9

青井



 

 

 

89 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 小規模保育事業の設置者変更について  

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て施設課、待機児ゼロ対策担当課 

内 容 

小規模保育施設 SAKURA 保育園３施設について、一般社団法人東京保育

協会から社会福祉法人慈光明徳会に設置者を変更する旨の申し出があっ

た。新設置者を小規模保育事業者として、児童福祉法及び子ども・子育

て支援法に基づく認可・確認を行うこととしたので、以下のとおり報告

する。 

 

１ 設置者 

（１）現設置者 

一般社団法人東京保育協会（中央区新川 1-24-1  4 階） 

理事長 坂本 圭隆 

（２）新設置者 

社会福祉法人慈光明徳会（熊本県球磨郡湯前町上里 1962-1） 

理事長 藤岡 洋子 

 

２ 変更日 

  平成２８年４月１日 

 

３ 対象施設 

（１）SAKURA 保育園 竹の塚 

① 施設種別  小規模保育事業Ａ型 

② 施設所在地 竹の塚一丁目１２番１１号 

③ 認可定員 

0 歳児 1 歳児 2 歳児 合計 

6 人 6 人 7 人 19 人 

（２）SAKURA 保育園 西新井 

① 施設種別  小規模保育事業Ａ型 

② 施設所在地 関原三丁目４３番４号 細川ビル１階 

③ 認可定員 

0 歳児 1 歳児 2 歳児 合計 

5 人 6 人 6 人 17 人 
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（３）SAKURA 保育園 綾瀬 

① 施設種別  小規模保育事業Ａ型 

② 施設所在地 綾瀬四丁目６番５号 

③ 認可定員 

0 歳児 1 歳児 2 歳児 合計 

6 人 6 人 7 人 19 人 

 

４ 設置者変更にあたっての確認事項 

（１）３施設ともに、施設名、施設設備、運営方針、保育内容等を現状

のまま引継ぐことを確認した。 

（２）３施設ともに、園の職員の雇用継続及び法人内の異動により、職

員数を確保していることを確認した。 

（３）３施設ともに、在園児童は引き続き在園可能である。 

（４）譲受者は財務診断でＢ評価（※１）を受けており、経営について

問題ないことを確認した。 

   ※１ 財務診断の評価 

    Ａ評価：非常に良好、Ｂ評価：良好、Ｃ評価：やや不安、 

Ｄ評価：不安 

 

 

今後の方針 
４月１日から施設が保育をスムーズに継続できているか、巡回等により

確認し、必要に応じて運営や保育等の支援を行う。 

 



 

 

 

91 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 区立保育園の運営事業者の公募について  

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て施設課 

内 容 

区立保育園については、民営化計画により年度毎に対象園を定め、計画

的に進めている。平成３０年４月の民営化について、次のとおりとするの

で報告する。 

 

１ 平成３０年の民営化の考え方について 

民営化対象園は、沼田保育園、大谷田第二保育園、弘道保育園、本木

東保育園の４園であるが、沼田保育園と大谷田第二保育園の２園につい

ては、区がＵＲ都市再生機構の土地を使用貸借しており、ＵＲとの調整

期間が必要であるため、区有地に設置する他園に先行し、平成２８年３

月と５月にそれぞれ以下の手法で公募する。 

また、指定管理者が運営している東保木間保育園については、指定期

間の１０年間を経過するため、大谷田第二保育園の公募とあわせて２期

目の再公募を行う。 

 

２ 計画における平成３０年度民営化対象保育園と民営化手法 

（１）沼田保育園（現在定員：１３２名） 

所在地：江北六丁目２９番１号（単独施設）  

手 法：事業者がＵＲ都市再生機構の土地を賃借し、建物を新設

する。 

（２）大谷田第二保育園（現在定員：１１６名） 

所在地：大谷田一丁目１番９－１０１号（ＵＲ住宅併設） 

手 法：事業者がＵＲ都市再生機構の土地を賃借する。建物（区

所有）は無償譲渡する。 

 

３ 指定管理者の再公募を行う保育園 

東保木間保育園（現在定員：１０２名） 

所在地：東保木間一丁目２５番２－１０１号 

（都営東保木間アパート内） 

 

４ 民営化の理由 

（１）充実した保育サービスの提供 

午前７時から午後８時３０分までの延長保育、１２月２９日・３

０日の年末保育が可能になる。園児定数増等、保育サービスが充実

する。 

（２）運営経費の削減 

    民間ノウハウの活用によって施設運営の効率化が図られ、運営経

費を削減することができる。 
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５ スケジュール（予定） 

         園名 沼田 大谷田第２ 東保木間 

保護者・住民説明会 ２８年３月 ２８年４月 

公募開始 ３月 ５月 

運営予定事業者決定 ６月 ８月 

引継ぎ保育開始 ２９年４月 

民間事業者による運営開始 ３０年４月 

 

 

今後の方針 
保護者や近隣住民に向けて、民営化及び指定管理者が行う保育園運営

への理解を得るため、保護者説明会を開催する。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 特別支援教室の教員配置及び呼称等について 

所管部課名 子ども家庭部 こども支援センターげんき 

内 容 

 

 平成２８年度より特別支援教室を導入する２３校の教員配置、巡回及

び呼称について、以下のとおり報告する。 

 

１ 教員配置及び巡回の考え方について（別紙１０、１１のとおり） 

平成２８年度の導入校に、特別支援教室担当の教員を各 1名配置す

る。 

これにより、特別支援教室を利用する児童の状況を担当教員がより

詳細に把握し、またクラス担任の教員との連携を密にし、更に教育の

効果を高めていく。 

 

また、各校に配置される特別支援教室担当の教員への研修の機会を

十分に確保する必要があり、年度当初の研修のほか、毎週火曜日の午

後を研修等の時間とするなど、充実を図る。 

 

２ 「特別支援教室」の呼称について 

教員及び教育委員会事務局職員による特別支援教室検討委員会に

おいて検討し、これまで通級既設３校が使用し、親しまれている呼

称「コミュニケーションの教室」を引き続き使用することとした。 

また、加えて各校でも愛称を定め「コミュニケーションの教室〇

〇〇〇」とする。 

 

今後の方針 

今後も、円滑な導入に向け、「巡回指導教員」及び「特別支援教室指

導教員」（区非常勤）が適切に配置されるよう、関係所管と密に連携を

図っていく。 

 



別紙１０

平成２８年度　特別支援教室巡回指導教員配置について

平成２８年度の導入校に、各1名巡回指導教員を配置。

辰沼小、保木間小、鹿浜五色桜小に、通級利用児童数に応じ教員を配置。

　　　(下記通級教員数は現時点での想定であり、今後の児童数の推移により変化する見込み。)

巡回指導教員は、指導内容や児童数等に応じ、配置校から他校に巡回し、指導を行う。

小学校 教室教員 小学校 教室教員 通級教員

千寿桜 1 保木間 1 約7名を想定

千寿双葉 1 中島根 1

千寿 1 渕江第一 1

千寿常東 1 竹の塚 1

千寿本町 1 渕江 1

千寿第八 1 西保木間 1

6 6 約7名を想定

小学校 教室教員 通級教員 小学校 教室教員 通級教員

辰沼 1 約5名を想定 鹿浜五色桜 1 約7名を想定

中川北 1 皿沼 1

六木 1 鹿浜第一 1

中川東 1 鹿浜西 1

中川 1 北鹿浜 1

5 約5名を想定 新田 1

6 約7名を想定

12ブロック

10ブロック

7ブロック

1ブロック

○原則、児童数１０名につき１名の巡回教員を配置する。（児童数や各状況に応じ、調整する）

○巡回指導等の指導方法は、各グループを単位とし利用児童数、発達障がいの程度等を鑑み、各ブロックで計画する。

○毎週、火曜日及び水曜日の午後は、巡回指導を行わない。（研修、会議、打合せ等を実施する）



平成２８年度　特別支援教室巡回の考え方 別紙１１

　　　※１校１名配置、３校を１グループを想定している。　例）①の学校にＡ教員が所属。

　　　※巡回方法や組合せ、指導形態等は、児童の実態に応じて変更する。

　　　※毎週、火曜日の午後は研修や打合せの時間、水曜日は、各所属校での勤務（会議等の出席）とする。

【パターン１】　２名の巡回教員で小集団活動等を行い、１名の巡回教員は、自校での個別や入り込み指導を実

曜日
指導時間

勤務校 ①Ａ ②Ｂ ③Ｃ ①Ａ ②Ｂ ③Ｃ ①Ａ ②Ｂ ③Ｃ ①Ａ ②Ｂ ③Ｃ ①Ａ ②Ｂ ③Ｃ

学習形態 小集団 個別 個別 小集団 小集団 個別 個別 小集団 個別 小集団

午前（4H） ＡＢ Ｃ Ａ ＢＣ ＡＢ Ｃ Ｂ ＡＣ ＡＢＣ

午後（2H） ＡＢ Ｃ Ｂ ＡＣ Ａ ＢＣ

【パターン２】　３名の巡回教員が小集団活動、個別指導や入り込み指導等を実施。

曜日
指導時間

勤務校 ①Ａ ②Ｂ ③Ｃ ①Ａ ②Ｂ ③Ｃ ①Ａ ②Ｂ ③Ｃ ①Ａ ②Ｂ ③Ｃ ①Ａ ②Ｂ ③Ｃ

午前（4H） ＡＢＣ ＡＢＣ ＡＢＣ ＡＢＣ ＡＢＣ

午後（2H） ＡＢＣ ＡＢＣ ＡＢＣ

6H 4H 4H 6H 6H
月 火 水 木 金

巡回指導
教員打合せ

所属校勤務

月 火 水

巡回指導
教員打合せ

所属校勤務

金
6H 4H 4H 6H 6H

木
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 スクールソーシャルワーカーの配置について 

所管部課名 子ども家庭部 こども支援センターげんき 

内 容 

 

平成２７年度は、統括スクールソーシャルワーカー（統括ＳＳＷ）３

名を配置し、小学校５校及び中学校２校でモデル事業を行い、学校との

連携を進め、様々なケースへの支援を行ってきた。また、併せて統括Ｓ

ＳＷによるマニュアル作成など、本格導入に向け準備を行ってきたとこ

ろである。 

これを踏まえ、平成２８年度より以下のとおりＳＳＷを配置する。 

 

１ 平成２７年度配置した統括ＳＳＷ３名に加え、平成２８年度から、

ＳＳＷ６名を新たに配置する。 

統括ＳＳＷは、各々２名のＳＳＷを指導・育成するほか、ＳＳＷ

とともに困難ケースの対応を行う。 

 

２ 平成２８年度対象校は別紙１２のとおり 

５２校（小学校３５校、中学校１７校） 

 

別紙 1２のとおり、５２校を６グループに分け、各グループに１名

のスクールソーシャルワーカーを配置、各グループの拠点校を中心

に、各校からの依頼を受けて活動する。 

 

３ 平成２８年度対象校以外の学校から、緊急を要する重大なケース

等について依頼があった場合は、別途対応する。 

 

４ 平成２８年度の状況を踏まえながら、全区展開の準備を進める。 

 

今後の方針 
今後も、より効果的な事業展開に向け、関係所管と密に連携を図って

いく。 

 



別紙１２

グループ 拠点校

1 花畑中 渕江中 花畑北中 花畑第一小 花畑小 渕江小 渕江第一小 花西小 桜花小

2 六月中 東島根中 栗島中 中島根小 保木間小 平野小 栗島小 東栗原小

3 第十一中 第四中 青井中 加平小 弘道第一小 青井小 足立小 弘道小 弥生小

4 竹の塚中 第十四中 西保木間小 竹の塚小 東伊興小 西伊興小 栗原北小

5 蒲原中 第十二中 東綾瀬中 綾瀬小 東渕江小 中川東小 大谷田小 長門小 北三谷小 東綾瀬小

6 加賀中 西新井中
菜の花中
28統合

鹿浜五色桜 西新井第二小 皿沼小 鹿一小 北鹿浜小 鹿浜西小

平成２８年度 ＳＳＷ配置校について（案）

配置の方針
①２８年度は下記のとおり５２校（小３５校、中１７校）をＳＳＷの対象とする。

（２７年度のモデル校を含むグループは、２８年度も継続配置。）

②５２校を６グループに分け各グループにＳＳＷを１名配置。

グループ内の中学校１校を拠点校とし、グループ内の学校からの依頼を受け対応する。

なお３名の統括ＳＳＷは、それぞれ２名のＳＳＷを指導育成、２グループの活動を統括する。

③他の学校から緊急を要するケース等について依頼があった場合は、別途対応する。

依 頼 派 遣 対 応 校
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 
きかせて子育て訪問事業の委託に係る公募型プロポーザルの実施につ

いて 

所管部課名 子ども家庭部 こども支援担当課 

内 容 

出産・育児不安や孤立感から親が養育困難や児童虐待になることを防

止するため、ボランティアを派遣し傾聴等を行う事業を平成２８年度か

ら実施する。 

ついては、当該事業の委託に係る公募型プロポーザルを行う。 

 

１ 名  称 きかせて子育て訪問事業 

２ 対 象 者 妊婦及び小学校入学前までの子育てをしている保護者 

３ 支援内容 研修を受けたボランティアが訪問し、傾聴等を行う。 

４ 事業形態 訪問ボランティア（以下「きかせてサポーター」とい

う。）の養成及びサービス利用の決定、きかせてサポー

ターの派遣等を事業者に委託する。 

５ 契  約 

 （１）契約方法 プロポーザル方式による委託契約 

 （２）契約期間 ３年間 

 （３）事業者選定スケジュール 

  ２８年３月下旬 個人情報審議会諮問 

     －以下予定－ 

  ３月３１日   プロポーザル公募 

  ４月２０日頃  提案書提出者の選定 

  ６月初旬    提案書審査・決定 

  ６月中旬    委託開始・サポーター養成研修準備 

  ８月      サポーター養成研修開始 

  ９月      サービス開始 

６ 事業実施計画 

（１）サポーター養成研修計画 

年度 28 年度 29年度 30年度 

研修受講定員 40 60 60 

（２）サポーター数及び支援件数の見込 

年度 28 年度 29年度 30 年度 

サポーター数 25 50 75 

支援件数 25 60 100 
 

今後の方針 

サポーターには傾聴等の技術とともに、個人情報を漏洩しないよう研

修の充実を図っていく。また、児童虐待や養育に問題がある場合は、速

やかにサポーターから専門相談につなぐなど関係機関と連携していく。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年３月１４日 

件 名 施設型こどもショートステイの定員拡充について 

所管部課名 子ども家庭部 こども支援担当課 

内 容 

保護者が子どもの養育ができないとき宿泊で預かる「こどもショート

ステイ事業」について、施設型の定員を以下のとおり拡充する。 

 

１ 拡充理由 

  育児疲れを中心にショートステイの利用が増加しており、特に、土

日祝日は厳しい状況から、土日を含んだ長期間の利用や緊急避難的利

用が困難なため。 

                   定員４名（最大６名）   

施設型ショート   平日 土日祝日 全体 

26 年度 利用日数 568 日 421 日 989 日

 

稼働率(定員

４名換算) 
57.9% 92.3% 68.8%

27 年度（4月～12 月） 利用日数 505 日 392 日 897 日

 

稼働率(定員

４名換算) 
69.3% 108.8% 82.4%

 

利用要件 育児疲れ 疾病 入院 その他 

26 年度 47% 28% 12% 13% 

27 年度 56% 15% 13% 16% 

 

２ 増設する施設 

  現在ショートステイ施設を設置している児童養護施設に増設する。 

  【施設名】 児童養護施設 クリスマス・ヴィレッジ 

  【所在地】 足立区西新井本町４－１３－１６ 

 

３ 増設する定員 

  現行 ４名（最大６名） 変更後 ８名（最大１０名） 

 

４ 変更時期 

  平成２８年９月 

 

 

今後の方針 
利用にあたっては、申請時に利用者の状況を把握し、適切な利用に努

めていく。 
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教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２８年３月１４日 

件 名 平成２７年度足立区育英資金秋期募集の採用結果について 

所管部課名 学校教育部 学務課 

内 容 

１ 募集期間 

 平成２７年１０月１日～１１月３０日 

 

２ 採用結果 

 （１）高校生 

   募集人数 応募人数 採用人数 

通常枠 ２５名 ２０名 １９名 

特例枠 ３名 ４名 ４名 

 ※通常枠の１名は辞退。 

 

（２）大学生 

   募集人数 応募人数 採用人数 

通常枠 ２５名 ７名 ７名 

特例枠 ３名 １名 １名 

  

 

 

 

 
 

 

 

 

 

今後の方針  
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教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２８年３月１４日 

件 名 
新制度に移行した私立幼稚園・私立認定こども園の利用定員変更に 

ついて 

所管部課名 子ども家庭部 子ども家庭課 

内 容 

 以下の施設に関する、次年度の園児数見込みに合わせた利用定員変更に

ついて報告する。 

 

【新制度に移行した私立幼稚園】 

園 名 変更前 変更後

１ こだま幼稚園 210 240 

２ 八千代幼稚園 160 150 

 

【私立認定こども園】 

園 名 変更前 変更後

１ 西新井幼稚園 243 259 

２ キャッツ 

（東京白百合幼稚園）
91 85 

３ 六町駅前保育園 65 67 

 

変更日 

 平成２８年４月１日 

今後の方針  
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事業実施結果（２月） 

青少年課  

行事名 実施日 会場 参加者数 

 

中高生の居場所づくり 

 

毎週水・日曜日（8 回） 

 

新田地域学習センタ

ーほか 

延べ 

40 人 

毎週水・土曜日（8 回） 東京未来大 

福祉保育専門学校 

4 人 

星空くらぶ 

 

7 日（日） 

 

ギャラクシティ 15 人 

G ユニ定例会 

 

7 日（日） ギャラクシティ 9 人 

青少年対策地区委員会 

会長連絡協議会 

9 日（火） ギャラクシティ 23 人 

少連協創立５０周年記念事

業第８回ドッヂビー大会 

11 日（木） 総合スポーツセンタ

ー 

231 人 

東京藝術大学連携 

音楽教育支援活動 

12 日（金） 

13 日（土） 

栗原北小学校 

花保小学校 

千寿桜小学校 

537 人 

557 人 

460 人 

あだち日曜教室 

 

14 日（日） ギャラクシティ 46 人 

紙芝居講座 

 

16 日（火） 

 

ギャラクシティ 16 人 

青少年問題協議会 

 

17 日（水） 庁舎ホール 50 人 

ジュニアリーダー 

スーパー研修会 

20 日（土） ギャラクシティ 12 人 

ジュニアリーダー 

スーパー研修会 

21 日（日） ギャラクシティ 20 人 

星空くらぶ  

プラネタリウム投影 

27 日（土） ギャラクシティ 307 人 

 

科学ボランティア講座 27 日（土） 

 

ギャラクシティ 8 人 

星空観察ボランティア講座 27 日（土） 

 

ギャラクシティ 10 人 
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事業実施予定（３月） 

青少年課  

行事名 実施日 会場 参加予定者数

 

中高生の居場所づくり 

 

毎週水・日曜日（9 回） 

 

新田地域学習センタ

ーほか 

延べ 

40 人 

毎週水・土曜日（9 回） 東京未来大 

福祉保育専門学校 

  40 人 

G ユニ定例会 

 

2 日（水） ギャラクシティ 10 人 

あだち子ども百人一首大会 

 

5 日（土） 島根小学校 448 人 

星空くらぶ 

 

6 日（日） 

 

ギャラクシティ 15 人 

ジュニアリーダー 

スーパー研修会 

6 日（日） ギャラクシティ 30 人 

東京藝術大学連携 

親子で打楽器体験 

12 日（土） 東京藝術大学 40 人 

あだち日曜教室 

 

13 日（日） ギャラクシティ 50 人 

紙芝居講座 

 

15 日（火） 

 

ギャラクシティ 10 人 

星空くらぶ  

プラネタリウム投影 

26 日（土） ギャラクシティ 200 人 

 

科学ボランティア講座 26 日（土） 

 

ギャラクシティ   10 人 

星空観察ボランティア講座 26 日（土） 

 

ギャラクシティ   10 人 

キャンプの達人になろう 27 日（日） 

 

宮城ゆうゆう公園 20 人 
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教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２８年３月１４日 

件 名 医療機関向け児童虐待防止講演会の開催について 

所管部課名 子ども家庭部 こども支援担当課 

内 容 

足立区医師会との共催により、医療機関を対象とした児童虐待防止講

演会を開催した。 

 

 １ 内容 

児童虐待の発見ポイント（医療機関従事者の視点）、通告義務と

患者との信頼関係 等 

 

 ２ 講師 

社会福祉法人子どもの虐待防止センター理事長 松田 博雄 氏 

 

 ３ 対象 

   足立区医師会会員の医師と関係職員 

 

４ 日時 

平成２８年２月１７日（水） 

午後７時３０分～午後９時 

 

 ５ 場所 

足立区医師会館 

３階研修室 

 

 ６ 参加人数 

   ３３名（内 医師 １３名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針  
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行事実施結果（2 月１日～2 月 29 日） 

                 公益財団法人 足立区生涯学習振興公社 

日 時 行  事  名 時 間 会 場 
主催

別

参加人数 

 

2/4（木） 小学校アウトリーチコンサート 
9：40～10：25

10：45～11：30
江北小学校 主催 51 名

2/4（木） 
放課後子ども教室 

「新任スタッフ安全管理講習会」 
10：00～11：30

こども支援センター

げんき 
主催 12 名

2/6（土） 

コンサート in ミュージアム 

コンサート in 石洞美術館 

～土と火の織り成すスペインの熱情～

14：00～15：30 石洞美術館 主催 51 名

2/13(土) 

2/14(日) 
演奏家のためのアウトリーチ講座 

各日とも 

10：00～17：00

竹の塚地域学習セン

ター 
主催 34 名

2/16(火) 放送大学連携講座「食行動学」 10：00～12：00 生涯学習センター 主催 55 名

2/17(水) おりがみサポーター交流会 10：00～11：30 生涯学習センター 主催 55 名

2/17(水) 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 13：30～15：00 桜花小 共催 6名

2/17(水) 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 14：40～16：30 鹿浜第一小 共催 11 名

2/19(金) 

企業連携講座 

東急ハンズ出張工作教室 

「ハンズヒントクラブ」 

14：45～16：15 東伊興小 共催 44 名
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行事実施予定（3 月 1 日～3 月 31 日）          

                 公益財団法人 足立区生涯学習振興公社  

日 時 行  事  名 時 間 会 場 
主催

別

参加予定人数

【定員】 

3/2（水） 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 13：30～15：00 桜花小学校 共催 18 名

3/3（木） マイタウンコンサート in 関原の森 14：00～15：00

関原の森 

愛恵まちづくり記念

館 

主催 50 名

3/9（水） 
放課後子ども教室 

「新任スタッフ安全管理講習会」 
10：00～11：30 生涯学習センター 主催 20 名

3/11（金） 
企業連携講座 

イワヤ株式会社「おもちゃ講座」 
15：00～16：00 梅島小学校 共催 20 名

3/16（水） 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 14：40～16：30 鹿浜第一小 共催 16 名

3/20（日） 

足立ジュニア吹奏楽団派遣演奏 

足立区少年軟式野球連盟主催  

総合開会式 

10：00～10：30
総合スポーツセンタ

ー 
共催 2000 名

3/25（金） 

第 50 回あだちアートリンクカフェ 

「足立区から LIVE を発信し続ける男前

マスターたちの心意気」 

18：30～20：00 カフェ・クレール 主催 30 名

3/27（日） 
第 26 回足立ジュニア吹奏楽団 

定期演奏会 
14：00～16：15 庁舎ホール 共催 600 名

 



 

 

平 成 ２ ８ 年 第 ３ 回 

教 育 委 員 会 定 例 会 

別 冊 資 料 

 

 
平成２８年３月１４日 

 

 

 

 

 

第２４号議案及び第２５号議案の議案書、議

案説明資料（この冊子）は、委員会終了後、回

収させていただきます。 

机上に置いたまま、ご退室ください。 
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第２４号議案 

   足立区ギャラクシティ運営評価委員会委員の委嘱について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 定 野  司 

 

   足立区ギャラクシティ運営評価委員会委員の委嘱について 

 足立区ギャラクシティ運営評価委員会委員を下記のとおり委嘱する。 

               記 

１ 被委嘱者 

  別紙のとおり 

２ 委嘱期間 

  平成２８年３月２２日から平成３０年３月２１日まで 

    

 （提案理由） 

 足立区こども未来創造館条例第２４条の規定に基づき、足立区ギャラ

クシティ運営評価委員会委員を委嘱する必要があるので、この案を提出

いたします。 
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足立区ギャラクシティ運営評価委員会委員名簿 

 

任期：平成２８年３月２２日～平成３０年３月２１日まで 

 

 氏 名 
区 分 

（専門分野） 役 職 等 

1 宮田
み や た

 隆志
た か し

 
学識経験者 
（天文） 東京大学大学院理学系研究科准教授 

2 池田
い け だ

 幸也
ゆきなり

 
学識経験者 
（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ） 

常磐大学コミュニティ振興学部学部長 

3 井
い

徳
とく

 正
しょう

吾
ご

 
学識経験者 

（広報） 文教大学情報学部情報社会学科教授 

4 小森
こ も り

 伸一
しんいち

 
学識経験者 
（こども体験） 

東京学芸大学教育学部健康スポーツ科
学講座准教授 

5 伊
い

志
し

嶺
みね

 絵里子
え り こ

 
学識経験者 
（文化ホール） 東京藝術大学音楽学部非常勤講師 

6 林
はやし

 克彦
かつひこ

 区民 石洞美術館学芸員兼事務局長 

7 田中
た な か

 則
の り

聡
か ず

 区民 足立区立小学校ＰＴＡ連合会副会長 

8 大 林
おおばやし

 英夫
ひ で お

 区民 足立区少年団体連合協議会副会長 

9 勝倉
かつくら

 秀 一
しゅういち

 区民 一般公募 

10 山崎
やまざき

 千枝
ち え

 区民 一般公募 

 

以上１０名 
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第 ２ ４ 号 議 案 説 明 資 料 

平成２８年３月１４日 

件  名  足立区ギャラクシティ運営評価委員会委員の委嘱について 

所管部課名 子ども家庭部 青少年課  

内容 

 

ギャラクシティではさらに魅力的な施設を目指し、足立区こども未来創

造館条例第２４条の規定に基づき、運営評価委員会を設置し運営に関する

評価を毎年度実施している。前委員の任期満了に伴い、新たに下記の１０

名について運営評価委員会委員として委嘱する。 

１ 選任の方法 

（１）学識経験者 

運営に関して重要な分野を専門とする学識経験者の中から、区内大学

や関係大学・機関からの推薦等に基づき選任した。 

（２）区民（団体推薦） 

区内青少年関係団体や区内文化関連施設からの推薦等に基づき選任し

た。 

（３）区民（公募） 

区内在住在勤在学者の中から公募・選考を経て選任した。 

２ 委員予定者 

 氏  名 
区  分 

（専門分野）
役職等 

1 宮田
み や た

 隆志
た か し

 
学識経験者
（天文） 

東京大学大学院理学系研究科准教授 

2 池田
い け だ

 幸也
ゆきなり

 
学識経験者
（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ）

常磐大学コミュニティ振興学部学部長 

3 井
い

徳
とく

 正
しょう

吾
ご

 
学識経験者
（広報） 

文教大学情報学部情報社会学科教授 

4 小森
こ も り

 伸一
しんいち

 
学識経験者

（子ども体験）

東京学芸大学教育学部健康スポーツ科学
講座准教授 

5 伊
い

志
し

嶺
みね

 絵里子
え り こ

 
学識経験者

（文化ホール）
東京藝術大学音楽学部非常勤講師 

6 林
はやし

 克彦
かつひこ

 区民 石洞美術館学芸員兼事務局長 

7 田中
た な か

 則
のり

聡
かず

 区民 足立区立小学校ＰＴＡ連合会副会長 

8 大 林
おおばやし

 英夫
ひ で お

 区民 足立区少年団体連合協議会副会長 

9 勝倉
かつくら

 秀 一
しゅういち

 区民 一般公募 

10 山崎
やまざき

 千枝
ち え

 区民 一般公募 

 

３ 委嘱年月日 

平成２８年３月２２日（任期は委嘱日から２年間） 
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今後の方針 来館者数は順調に推移しているが、運営評価委員会の評価をふまえ、ギャ

ラクシティの運営をさらに充実したものとしていく。 
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第２５号議案 

   足立区文化財保護審議会委員の委嘱について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年３月１４日 

      提出者  足立区教育委員会教育長 定 野  司 

 

   足立区文化財保護審議会委員の委嘱について 

 足立区文化財保護審議会委員を下記のとおり委嘱する。 

               記 

１ 被委嘱者 

  安藤 義雄 

  小澤 弘 

  河上 一雄 

  黒津 高行 

  小泉 和子 

  佐藤 孝之 

  椙山 林繼 

  中川 美知子 

  星山 晋也 

  諸岡 勝 

     以上１０名 

 

２ 委嘱期間 

  平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日まで 

 

 （提案理由） 

 足立区文化財保護条例第２６条の規定に基づき、足立区文化財保護審

議会委員を委嘱する必要があるので、この案を提出いたします。 



 

 

 

 

5 

第 ２ ５ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年３月１４日 

件   名 足立区文化財保護審議会委員の委嘱について 

所管部課名 地域のちから推進部 地域文化課 

内 容 

１ 委嘱の理由 

  平成２６・２７年度文化財保護審議会委員の任期満了にともない、平

成２８・２９年度の文化財保護審議会委員１０名を以下により委嘱する。

 

２ 主な内容 

  教育委員会の諮問に対し、文化財の保護及び文化財保護活動の育成に

関する 重要事項を調査審議し、教育委員会に答申を行う。 

 

３ 被委嘱者 

 氏  名 担当分野 職 歴 等 備考 

１ 安藤
あんどう

 義雄
よ し お

 郷土史 足立史談会名誉会長 更新 

２ 小澤
お ざ わ

 弘
ひろむ

 美術史 淑徳大学客員教授 更新 

３ 河上
かわかみ

 一雄
か ず お

 民 俗 公益財団法人日本修学旅行

協会理事長・顧問 

更新 

４ 黒津
く ろ つ

 高行
たかゆき

 建 築 日本工業大学教授 更新 

５ 小泉
こいずみ

 和子
か ず こ

 生活史 昭和のくらし博物館長 更新 

６ 佐藤
さ と う

 孝之
たかゆき

 古文書 東京大学史料編纂所教授 更新 

７ 椙山
すぎやま

 林繼
しげつぐ

 考 古 国学院大学名誉教授 更新 

８ 中川
なかがわ

 美知子
み ち こ

 区民代表 法務省人権擁護委員 更新 

９ 星山
ほしやま

 晋也
し ん や

 仏像彫刻 早稲田大学名誉教授 更新 

10 諸岡
もろおか

 勝
まさる

 金石文 埼玉県教育局市町村支援部 

生涯学習文化財課 

指定文化財保護担当主任専門員 

 

更新 

 

４ 委嘱年月日 

  平成２８年４月１日 

 

５ 任 期 

  平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日まで 

今後の方針 
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